
第8回　都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会−情報提供・相談支援部会　参考資料3-4

がん相談支援センターが担うべき役割に関するアンケート回答一覧

目的

今後5年間のがん対策の推進にあたって重要なこの基本計画に、がん情報提供・相談支援の分野として盛り込むべき事柄について
意見を集約することを目的として、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会　情報提供・相談支援部会において、全国のがん診
療連携拠点病院がん相談支援センターにアンケートを行った。

調査方法
部会委員メーリングリストおよび拠点病院がん相談支援センター実務者のメーリングリストを通じて依頼し、都道府県拠点にて回答を
取りまとめたうえで、部会事務局に回答した。
調査時期は2016年7月

質問項目（自由記載）
・貴院の患者さん、ご家族、市民のがんに関する困りごとのうち、現在対応されていない解決されていないと思われることはどのような
ことですか。
・また、それは、がん相談支援センターを含め、どのような部門がどのように担うべきことだと思われますか。

回答数
全47都道府県からの回答があり、回答数として746件　

回答の概要は参考資料3-3参照

次ページ以降の回答の右端「分類」は、下記の回答分類カテゴリ番号を指す
11 市民や組織の知識、意識の不足、啓発の必要性
12 情報の氾濫
13 孤立者・困難者の増加
14 患者・家族のリテラシー不足・医療について知られていない・情報が得にくい人へサポート不足
15 日者・来日希望者の増加
21 経済的支援制度の限界
22 介護保険制度の限界
31 医師が十分に対応できない
32 在宅資源・緩和ケア病床・地域資源の不足
33 医療資源の不足・偏在
34 病気の段階に応じた説明、情報提供不足
35 現在の医療体制が生み出している患者さんの困難
36 医療の限界
41 地域の情報不足・連携不足
42 連携方法の模索
43 他地域とのネットワーク、他県の情報
51 市民、患者、家族の認知度が低い
52 医療関係者の認知度が低い
53 がん相談支援センターの立地・設備・雰囲気
54 相談に来ない患者・家族へのアプローチ不足
61 活動が理解されていない
62 人員配置が薄い
63 退院調整機能による相談業務の実施困難
64 支援が必要な人のスクリーニングや継続的な相談を確保する仕組みがない
65 機能の線引き・役割が不明確
66 院内の他部署・他職種との連携不足
67 中立を守ることと、連携の難しさ
71 専門的知識を必要とする相談・情報集約が追いつかない相談
72 予防検診
73 就労支援
74 患者会・ピアサポーター支援
75 より細やかな個別サポートニーズがあるが応えられない部分
76 「誰でも・全ての」総合相談窓口として気になっていること
77 相談対応の質の担保
78 他院患者への支援の困難
99 その他
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都道府県
_No.

都道府県 困りごと 担当すべき部署と対応案 この意見の回答部署 分類

1 北海道
地域住民のがんに関する知識不足や、急性期病院の役割の周知・認
識不足、学習のしくみづくり。

がん相談支援センターの啓発活動のみでなく、保健所、自治体等と
も協働で地域包括医療のしくみが必要と考える。

がん相談支援センター 11

3 岩手県
治療を受けながら就労を継続できるような環境が不十分である。
（夜間、休日に化学療法が受けられる体制、企業側の病気休暇を取
りやすい環境）

拠点病院だけの取り組みでは限界があり、国を挙げての取り組みな
どを考える必要がある。就労における権利等の患者・ご家族向けに
情報発信を行っていく。

がん相談支援セン
ター

11

4 宮城県

●国立がん研究センターの支援の対象を、相談員ではなく、がん患
者・家族に向けることはできないか？
●国立がん研究センターの施策として、メディア・行政に働きかけ
をし、行政は各都道府県の相談支援センターを利用（協働）して
（あるいはモデル事業として）事業を展開していけないか？

○一般市民に向けてがん教育、支援を充実を図る
・国立がん研究センターとして、全国一斉の予防・教育のキャン
ペーンを行う
⇒がんは２人に１人が罹患する時代。決して特別なものではない。
がん予防にさらに力を入れることと「なんで私ががんに？」ではな
く「私も２人のうちの１人になったか・・・」という気持ちで病気
を受け止めることのできる力を身につけ前向きに治療に取り組める
ような教育が必要である

○依然として「がん」＝「死」のイメージが強い。　がん治療がで
きないことを敗北と捉え家族を含めて右往左往する現実がある。
⇒死生観＝生き方を学ぶ場の提供が必要である

○誰でもいつでも正確な情報を手に取ることができる環境をさらに
広げる（図書館プロジェクトなど）
『相談員は皆さんの周りにいる全ての人。助けを求める勇気を。
（それでも）困った時は、あなたのそばにあるがん相談支援セン
ターへ』という広報

○市町村はがん検診業務の役割を担っているが、患者支援に目が向
いていない。患者にとって一番身近な市町村に患者支援にも目を向
けてもらえるよう国立がん研究センターから行政機関に向けて情報
発信をしていただきたい

がん相談支援セン
ター

11

7 福島県
がんになり、今までのようには働けない方（抗がん薬などの治療に
よる副作用、ストーマ閉鎖後の排泄障害等）が仕事を継続できる体
制がまだ不十分である

厚労省が企業向けの説明会の機会を増やし、幅広い企業の方へがん
の治療をしながら働ける体制づくり（ハード面ソフト面）の働きか
けを継続して行う。また、ガイドラインの周知をし、意図を理解し
ていただき、活用を推進する。

がん相談支援セン
ター

11

11 埼玉県
医療職はもちろんであるが、一般市民にもがんに関する教育が必要
であると思う。

地域の役所・企業・病院・学校などが協力して講演会や研修会を企
画・開催していく。

がん相談支援セン
ター

11

12 千葉県
｢がん＝死｣という考え方が根強く､がんが慢性疾患になってきてい
る事への理解の促進が必要｡

がん診療連携拠点病院にて､一般市民向けの講演会の開催｡ がん相談支援センター 11

12 千葉県
治療の受け方や､自己決定等､自分の死生観や人生観等について考え
て頂く機会の確保が必要｡

がん診療連携拠点病院と小学･中学･高校･大学等協力し､医療へのか
かり方やがんに関する知識等について教育する事が必要

がん相談支援センター 11

14 神奈川県
特に入院対応について、一般市民の「病院機能に対する期待」と、
実際に対応できる範囲の間にギャップが大きくなっている。

行政、病院等が協働して、一般市民への普及啓発が必要。 がん相談支援センター 11

15 新潟県
高齢のがん患者さんの治療のやめ時について、家族が考える機会を
与えられていないため、突然緩和ケアとして相談依頼が来る。療養
と生活の場についてあらかじめ情報提供がされていない。

外来で治療状況について早めに相談支援センターにつなぐことで対
応する。

がん相談支援セン
ター

11

18 福井県
職場でがんに罹患している人がいる場合、どのようにサポートする
べきか一般に広く知られていない。

職場でのがん教育を進めるために、ピンクリボン等の周知活動だけ
でなく、気軽にがんに関する相談ができるようなイベントや研修開
催をする。患者側が努力するだけでなく、職場でサポートする側に
できることを知る機会を広く知ってもらう。動画サイトなどを活用
するものもよいと思う。

がん医療センター
（がん専門看護師）

11

22 静岡県
がんの治療やがんになってからのことのみならず、がんになる前か
らのがん教育やアドバンスケアプランニングなどの市民への啓発活
動が必要と感じている。

行政とがん診療連携拠点病院との連携により、学校教育の場や、高
齢者が集まる場など地域のコミュニティを活用する。

がん相談支援センター 11

23 愛知県
就労支援で社労士のサポート体制もできたが、中小企業ではいまだ
にがんに罹患したという理由で解雇されてしまうことも現実してあ
る。就業斡旋ができるシステムがない。

がん相談センターとハローワークなどが協力して就労支援できるシ
ステムを作る。

がん相談支援セン
ター

11

26 京都府

がん患者・家族のみならず地域住民に向けたがんに関する正確な情
報提供の機会がまだまだ少ない。そのため、身近な人、自身ががん
になった場合、知り合いの例など偏った情報に惑わされることとな
る場合があり、がん相談支援センターの周知不足を感じている。

がん相談支援センターが患者家族のみならず、地域住民にとってよ
り身近な存在となるよう情報提供の機会を設ける。（出張相談や地
域イベントへの参加による周知活動など）

がん相談支援センター 11

28 兵庫県

担がん患者からの就労に関する相談。担がん患者であるが、がん以
外の疾患によりパート勤務だったが、退職届が送られて困った事
例。就労支援に関するガイドラインが出た後も、現実には上記のよ
うな問題が起こっている。

中小企業や個人経営の事業所にも就労支援に関する説明が必要 がん相談支援センター 11

29 奈良県

がん検診で、がんが発見した場合の事を考えると自分から進んでし
ようとは思わない。
しかし、遺伝的な事もあると聞くので、家族に受けて欲しいと思う
が、病院自体行こうとしない。
理由は発覚した後の金銭的・時間的・精神的の不安。病院も含めて
気軽に足を運べるように対応して頂きたい。

県庁
→金銭的に関しては無料とまではいかないが、割引でがん検診を受
けさせて欲しい。
医療サービス課・がん相談支援センター
→精神的に関して、相談しやすい環境を作るともに市と協力してこ
ちらから相談事を聞きに行きやすい場（役場など）をつくって欲し
い。保健所でもいいが、やっぱもっと身近な所や医者という肩書き
を持っている方が安心できる。状況に応じて詳しい人へ相談できる
状況も欲しい。同じ人でも良いが、相性もあると思うので、相談す
るにあたり希望者（部署や氏名）など御願いできた方が、精神的に
も心が軽くなる。
保健所・医療サービス課・がん相談支援センター
→相談場所に行けない場合は諦めるしかないのか。そういった場
合、電話があるといっても言葉で上手く説明できないなどあると思
うので、電話以外にもメールや手紙、色々な窓口を検討してもいい
と思う。

教育支援課 11

29 奈良県
一般市民にとってがん治療の料金や、高額医療制度等の制度に関す
る情報が少ない、もしくは曖昧である。

本当は厚生労働省の仕事だが、がん診療連携拠点病院としては広報
する部署があっても良いのではないだろうか。

中央放射線部　放射
線治療部門  医師

11

38 香川県 疾病理解の促進をどうするか。
今後がん患者は増加していくため、若年時から疾病理解を促す必要
がある。学校の保健教育に位置づけ、学校教育へのデリバリー講座
等を行う。

がん相談支援セン
ター

11

40 福岡県

〈市民レベル〉常日頃から病気になること、万が一の時のことを考
えている人が少ない。そのため、急な罹患により制度を利用した
り、医療機関を選択するときにすべてのことが初耳に近いため、理
解してもらうのに時間がかかる（あるいは納得してもらえない）。
そして、備えをしていない（年金や生命保険の未加入など）

国家プロジェクトとして、がん教育（いのちの教育）をしっかり行
い、国民の意識を変える必要がある。行政と相談支援センターの協
力で対応していく

がん相談支援セン
ター

11

40 福岡県

人はいつか死ぬものである。最期をどのように生きるか、というこ
とに関して、日ごろから考えておく必要がある。いくつになって
も、親は元気でいるものだ、ときつい治療をさせてしまう家族も多
い

国が、子供の時期から、死生観について語り合える文化を醸成して
いく必要がある。

がん相談支援セン
ター

11

40 福岡県 がん治療をしながら仕事を継続することに困難さ

行政が、努力目標や通達だけではなく、企業に対して義務的な強制
力を働かせる（がん患者への柔軟な対応・労働内容や環境への配
慮・精神的な支援など）。また、医療機関や医療、患者自身の知識
を深めていく必要がある

がん相談支援セン
ター

11

3 岩手県
がんに関する情報（特に受診前の方）が溢れており、正しい情報に
たどり着くまで混乱している。

相談支援センターが市民講座や冊子、ＨＰなどの様々な媒体を通
じ、正しい情報の取り方の周知に努める。

がん相談支援セン
ター

12

13 東京都
がん患者・家族が地域の在宅医情報を自発的に収集したいという意
見があるが、情報が拡散しており、適切な情報につながらない。

現在作成済みの『緩和ケア病棟リスト』と同様に、機能強化型の在
宅療養支援診療所（特に緩和ケア充実加算算定診療所）などのリス
ト整備を検討する。

がん相談支援センター 12

18 福井県 温熱療法が副作用のない治療と期待してくる方が多い。

標準治療でないこと、全く副作用がない治療ではないこと、適応の
ある患者には治療するが、そのためには情報提供書と一緒に受診が
必要。一般的な情報を、がん情報サービスをもとに提供し、納得下
うえで受診手続きをとる

がん相談支援セン
ター

12

20 長野県
高額な自費診療を希望する患者さんへの対応。明らかに患者さんへ
の不利益が解っている治療であろうと思われる場合の対応。

がん相談支援センターで対応。ただし患者さんの思いや、調べた情
報を否定することはできず、対応の困難さが大きい。

がん相談支援セン
ター・連携室

12

22 静岡県
インターネット等を介して様々な情報を収集できるなか、多様化し
た患者会やＮＰＯの活動の情報が氾濫しているため、情報の正当性
の判断に困る

情報を集約し精査した上で、がん情報センターのホームページで紹
介してほしい

12
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都道府県
_No.

都道府県 困りごと 担当すべき部署と対応案 この意見の回答部署 分類

25 滋賀県
がん情報が世の中に氾濫しており、科学的根拠のある正しい情報と
根拠のない情報がありがん患者やその家族等などが惑わされ、混乱
している場合がある。

行う治療について選択した根拠を診療科でも十分説明をする。混乱
しているがん患者やそのご家族等に対してはがん相談支援センター
を中心に正しい情報の見つけ方を教育する。

がん相談支援セン
ター

12

27 大阪府
適切な情報収集してもらえる環境を整えられていない（情報社会に
なってきており、適切ではない情報により不安を抱いている患者さ
んがいる）

・情報整理を行うだけではなく、正確な情報を収集できる場所（施
設、PCコーナー、ホームページ含む）の設置やを広報する

・がん相談支援セン
ター

12

27 大阪府

所謂「怪しい治療」と「標準治療」「治験などの新たな治療」につ
いて、一般向けにはっきりしないものが情報としてあふれている。
患者も家族も友人・知人も、様々な情報に振り回されることが多
い。

国で治療方法の表示についてなんらかの統一ルールを作る。
がん相談支援セン
ター

12

27 大阪府

積極的治療を受けるか否かの意思決定は尊重されていると思われる
が、積極的治療を選択されなかった方や代替医療を受けている患者
さんが享受できる医療資源やフォロー体制は決して十分とは言えな
い。（ホスピスはまだ早い、診断元でも受け入れてくれない、な
ど）

積極的治療を選択しなくても、状態のフォローや症状管理は必要。
大病院と在宅医・緩和医療の間にもっと多くの選択肢があっても良
いのに地域によっては資源が乏しい。国や都道府県として取り組み
があればよい。

がん相談支援セン
ター

12

27 大阪府
民間療法、代替医療に関して聞かれても答えかねる。
また、適切な相談先もない。

現状維持。否定も肯定もできない。
がん相談支援
センター

12

27 大阪府
民間の免疫療法などの情報提供については当院の相談支援センター
では行っていない。インターネット情報を案内する程度だが、問い
合わせは多い。

がん相談支援センターでの対応は困難。
現時点では病院内に対応窓口を設置することも難しい。

がん相談支援センター 12

29 奈良県
保険適応外の免疫療法についてがん治療をしている医療機関から情
報が得られにくい、受けるかどうかの判断について主治医に相談に
のってもらうことが難しい。

免疫療法に関する情報提供や考え方についてのガイドができる体制
があればよいが、どの部門がそれを担うのかは難しいところ。本来
の専門分野とは異なるが、がんの薬物療法に関する窓口として腫瘍
センターはどうか

緩和ケアセンター 12

38 愛媛県
免疫療法、サプリメント、補完代替療法などを希望する患者・家族
が、正しい知識を得たり、医療者に相談する機会が少ない（主治医
に相談できず免疫療法を受けていることもある）

がん拠点病院や行政、学会などで患者・家族・市民向けの公開講座
など、啓発活動が必要ではないか。進歩が目覚ましいため、医療
者・相談員も知識を身につけることが必要。支援センターは地域の
免疫療法や民間療法を提供する医療機関の情報収集も必要と思う。

がん相談支援センター 12

43 熊本県
情報リテラシーが高くない(高齢者、貧困に困っているひとなど)方
が正しいがん情報を得る手段や場所が病院の中にしかない。公共の
施設内にもがんの情報を簡単に得られる場所は必要

市町村の公民館や図書館の利用など
化学療法センター

12

43 熊本県
終末期の患者（特に50代～60代などが多い印象）への在宅療養支援
を勧める中で、本人がサービスの導入、利用を頑なに拒否される場
合の介入が難しい

今後どの様な経過をたどるのか、どういった困りごとが出てくる可
能性があるのか等を、主治医より説明してもらい、多職種（緩和ケ
アチーム、薬剤師、リハビリ等）から在宅でのリソースを説明して
もらう。

がん相談支援セン
ター 12

3 岩手県
社会資源の活用が必要と見込まれる方に対して説明をしても、当事
者が利用を希望しないことがある。

必要性を理解してもらうために、病状が原因であれば医師から、な
ど関係職種からの多角的な関わりを持ち、クライエントの利益とな
るよう働きかけていく。

がん相談支援セン
ター

13

5 秋田県

キーパーソンがいないため、治療方法や療養場所の決定が困難な事
例を多く経験する。地域包括支援センター等と連携を図っている
が、担当者によって対応が様々である。医療施設だけでこのような
方への対応をするのは困難である。

医療と福祉（行政？）の連携
民間の家族代行サービス等を使ったりしているが、間に合わなく
なってくると思われるので、実態について情報共有した上で、でき
ることがないか一緒に検討できたらよいと考える。

がん相談支援センター 13

12 千葉県

通院再発治療中の患者さんが、通院を自己中断してしまい、1年後
にかなり進行した状態で、来院された。自己中断する患者背景は
様々であると思われるが、現在通院を自己中断した患者を多数の通
院患者の中で拾い上げることが出来ていない。

医療情報管理室と患者相談支援センターが担当。
医療情報管理室が再発や転移の病名があり、3ヶ月以上受診歴がな
い患者を抽出して、患者相談支援センターに報告。患者相談支援セ
ンターがカルテ内容を確認し該当患者に連絡をとる。自己中断され
た理由の情報収集と当該科にも報告し受診の支援を計り、その後の
支援を継続する。

診療科 13

13 東京都 単身でキーパーソンのいない患者さんへのケア。

地方公共団体。高齢者については、市区町村の高齢者担当課など、
それ以外は福祉事務所などに相談対応をお願いしている。今後、生
活の多様化にともないさらに増えると思われるため、担当部署の設
置など考えていただくよう話している。

がん相談支援センター 13

16 富山県
老々介護の中、夫婦でがんになる。未婚の子と同居している親子の
がん。介護していく人は誰か
（質問の回答になっていないかもしれません、すみません）

地域連携室、緩和認定看護師、地域包括、病棟、外来看護師と
連携し患者サポートしている

がん相談支援セン
ター

13

16 富山県
認知症のがん患者で親族がいない場合、手術を受けるかどうかなど
の治療方針の決定に困ることがある

がん相談支援センターと行政機関や地域の関係機関と連携して対応
する

13

20 長野県
独居で身寄りがいない、家族と疎遠、生活困窮などの患者への経済
的、精神的支援に苦渋している。

相談支援センターからMSW、行政との連携で対応はしているが、解
決できない問題が多い。

がん相談支援セン
ター

13

23 愛知県
がんで入院患者検査等も済んで治療しない患者のサポート長期化の
入院となっている現状

がん相談支援センターと退院調整の方と連携
・がん患者の退院支援に、がん相談支援センターが介入し、豊富な
知識でより効果的な支援策を検討していく。

消化器内科病棟 13

26 京都府
進行が進んでいる、身内がいない、意思表示が出来ない又は不明な
方の治療や療養場所についての意思決定支援

がん相談支援センターおよび倫理委員会で対応する 退院支援課 13

26 京都府
外来化学療法センターに通院中の患者で家族関係がうまくいってお
らず、家族が不安を訴えて相談にこられるも、問題解決につながる
ような社会資源がかならずしもあるわけではない。

がん相談支援センターや外来化学療法センターで家族や本人の話を
傾聴する。

がん相談支援セン
ター
外来化学療法セン
ター

13

27 大阪府
他病院で放射線治療を受けていたがADL低下に伴い老健施設
入所された方の、放射線治療の相談を受けたが、通院困難
なことから断ることになった。

元々放射線治療を受けていた病院から放射線治療可能
な病院を紹介する必要がある。そのため地域資源情報
（サポートブック）の周知・徹底と、拠点病院以外の
施設の相談員を支援する。

がん相談支援セン
ター

13

27 大阪府

がん治療についての意思決定ができなくなった独居で身寄りのない
患者の今後のことについて、相談する人がいない（ケアマネー
ジャーはいるが、短期間で交代している。後見人をつける予定だ
が、後見人には治療についての意思決定（代行）はできない）

福祉相談室にて、他病院の情報を収集する（相談支援センター部会
で相談する） 看護部 13

27 大阪府
退院後の施設入所などの情報提供や選定については当院の相談支援
センターは介入していない。患者家族自身がケアマネージャーに協
力依頼しているが、相談件数は年々増加している。

がん情報コーナーに施設選定サポート業者などの情報を
設置する。

がん相談支援セン
ター 13

27 大阪府
どこの医療機関にもしっかりかかることなく、自宅で我流で過ごさ
れている方も多いと思われる。
自己決定と社会的に放置された状態とは紙一重。

検査データの共有が地域や医療機関によっては始まっていたりする
が、相談支援センターのアプローチを共有できる媒体や患者に渡せ
るものがあっても良い。

がん相談支援セン
ター

13

28 兵庫県

担がん患者の家族が精神疾患で、家族全体が通常の社会生活を営め
ていない事に関する相談。病気のこと以外の社会的背景に問題を抱
えている場合、生活面での介入など、どこに相談したら良いか困っ
てしまう。

保健所の窓口などを明確にしていると、相談員からの相談が可能に
なる

がん相談支援センター 13

29 奈良県
身寄りのない独居患者などの場合にがんの進行に伴って発生する社
会的問題で法的な要素を含む事項(遺産の管理、成年後見など)に関
する相談、死亡時の対応が困難である。

担当医療者や地域医療連携室とがん相談支援センター連携し対応す
る。
がん相談支援センターと市町村などの公的機関、担当部署との連携
で対応する。

がん相談支援セン
ター

13

30 和歌山県
三十代の患者で生活保護、独居、身よりなし。など制度の狭間の方
の支援がむずかしく、自宅療養を希望していても叶えることができ
ない現状

介護保険のがん末期を利用の幅を広げる 化学療法センター 13

30 和歌山県
コンプライアンスが悪く治療を自己中断される方のフォローの仕方
について

予定の化学療法の日に来ないなど、一人暮らし、身よりなしの方の
場合生存の心配やどこまで病院がフォローすべきか検討が必要

がん相談支援セン
ター

13

32 島根県

【社会資源】
入院患者について、状態は落ち着いたが病気への不安と介護困難な
家庭状況で「帰れるときに帰れない」患者が多い。独居、高齢夫婦
世帯でも安心して暮らせる体制がない

県、市町村での社会資源の整備
地域包括ケアシステムの構築に向け、インフォーマルも含めた社会
資源の整備。病院機能役割の患者への理解促進方法を考える事が必
要

病棟Ns
地域連携部署

13

36 徳島県
家族関係が複雑な家庭が増えてきて、なかなか治療方針や今後の方
向性が決まらないケースが増えてきた。

主治医を中心に院内スタッフから、キーパーソンの確認徹底と、病
状説明をする際の患者側の窓口を明確化する。

13

38 愛媛県
高齢のがん患者に対して、治療・療養の意思決定支援が必要と感じ
ているが、なかなか対応できない

院内のチーム（緩和ケア、がん看護外来、認知症ケア、NST、口腔
ケアなど）の活動をつなぐことで対応する

がん診療推進室 13

40 福岡県 独居・身寄りがない型の受け皿がない
がん相談支援センターが、地域の社会資源について情報収集し、整
理する

がん相談支援セン
ター

13

40 福岡県

最近の相談者の背景が複雑になっている。（たとえば、若年性認知
症の妻の生活の事。自分が治療で入院中、妻をどうしよう）1００
歳の義母と胃がんの夫を抱えた乳がん患者。自分が手術をした後、
これまでのように色々とお世話ができるだろうか等。）自分の心配
で一杯なのに、家族の色々で悩んでいる患者への対応。

他院の患者に対しては、相談室や連携室等に連絡。（相談者の了承
の元。）場合によっては、地域の介護サービスの方等の連携が必
要。当院においても、ＭＳＷにつなげたり、地域の介護サービスと
連携する。

がん相談支援セン
ター

13
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40 福岡県
自施設のことですが、がん患者受診の際介護者がいない場合、いて
も高齢で移動が困難な場合など支援が必要な場合の受診援助が不足
している

院内外来部門、管理部門が現状調査してﾎﾞﾗﾝﾃｨｱやｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ関連の
支援方法を検討する

院内CS・ES委員会 13

40 福岡県
両親が高齢で患者が子供（50代以上）の場合、在宅がいいとは分
かっているが実際問題として介護が困難

介護保険の申請状況把握、福祉関係の制度の活用
介護保険担当部署・
在宅関連部署

13

43 熊本県
高齢化社会となり、高齢者同士で介護している状況のときに、介護
者ががんとなり治療継続のためのサポートが困難な時がある

県、がん相談支援センター
居宅などとの協働を行った場合、協働先にも大きなメリットがある
ように

認定看護師
13

7 福島県

緩和ケアについての周知が図れていない。　　　　　　　　緩和ケ
ア＝緩和ケア病棟で行われるという認識が強く、緩和ケア病棟がな
い当院では緩和ケアが受けられないと理解されている方々がまだい
らっしゃるのが現状です。

院内掲示だけでなく、緩和ケア認定看護師やがん相談支援センター
を中心に、定期的な講演会等の開催を行い、緩和ケアについて理解
してもらう機会を作る。

がん相談支援セン
ター

14

12 千葉県
インターネットなどのネットワークにつながれない人向けに最新の
情報をいかに届けるか。

拠点病院以外の病院からも情報収集できたり、公的機関でも情報提
供してもらえたり資材の設置などしてもらえるような地域づくりを
していく。

がん相談支援センター 14

22 静岡県
患者さん・ご家族と医療者ががんの治療のみならず、闘病生活につ
いて共に学び合う機会がほとんどない。

患者さん・ご家族が医療を受けるだけではなく、闘病体験を通して
得た知識・価値観を語る場・機会を作る。

がん相談支援センター 14

23 愛知県
緩和ケア外来受診時、本人や家族の理解違いがあり予約につながら
ないケースがある。

在宅で療養する緩和ケアが必要な患者・家族にがん相談支援セン
ターが介入し適切なアドバイスを行い、療養の場の選択を意志決定
する支援を行う。

訪問看護 14

25 滋賀県

がん患者自身が自身の受ける治療内容があまり理解できていないこ
とが多い。（例：治療・医療費について相談したいと相談支援セン
ターに来られたが抗がん薬治療を受けると聞いているが内容までは
把握できていない。）

主治医より治療内容についてより詳しいIC。ICの際わからないこと
があればがん相談支援センターに聞くことができる旨説明する。

がん相談支援セン
ター

14

26 京都府
通院や入院の患者や家族が緩和ケア病棟についてもう治療が受けら
れないと思っていたり、正確な情報をもたないで相談に来られる。

がん相談支援センターから患者家族に緩和ケア病棟について説明し
たり、緩和ケア病棟につないで見学してもらっている。

がん相談支援セン
ター
緩和ケア病棟

14

27 大阪府
早期からの緩和ケアがまだまだ行えていない（患者さん、家族の緩
和に対するイメージがぬぐい切れていない）

・スクリーニングシートの活用部署の拡大。
・緩和ケアの啓蒙活動を行う。

・緩和ケアセンター
・がん相談支援セン
ター
・各診療科

14

29 奈良県
治療中の患者・家族の悩みが外来看護師や主治医にうまく伝えられ
ていない。患者自身の主治医に対する遠慮があるが、なかなか踏み
込んで関われていない。

がん相談支援センター・外来治療室・外来看護師と連携して、患者
の思いを十分に聞いていくことで患者の行動変化を支援していく。

外来治療室 14

29 奈良県

がん相談や緩和ケアについて「もっと早く知りたかった」や「紹介
したら何それと言われた」と患者や家族・ピアサポーターに言われ
る。「早期からの緩和ケアと言う割には何が出来るか具体的じゃな
いですね」とも言われ、認知度はそれほど高まっていないと感じ
る。

今以上に何が出来るか、がん相談支援センターと緩和ケアチームが
協力して、また病院全体としてがん相談（早期からの緩和ケア）に
ついて啓発活動をしていく。

がん相談支援セン
ター

14

31 鳥取県
がん患者さんが利用できる県独自の制度が、患者さん家族に周知さ
れていないことがある。（特に県外で治療を受けている方）

がん相談支援センターと診療科の外来看護師で情報共有し治療前に
患者家族へ情報提供する機会を整える

がん相談支援セン
ター

14

31 鳥取県

拠点病院以外でもがん患者さんが治療をしているにも関わらず、が
ん相談や緩和ケアなどの整備・知識が不十分であるため、患者さん
の拠点病院志向が解決されない。また、後方病院へ治療中の患者を
つなぐときにも障害になる。

拠点病院である・ないに限らず、一定レベルの医療の質や最低限の
ケアが受けられる体制を整える。

がん相談支援セン
ター

14

33 岡山県

緩和ケアに対する誤解・偏見が大きく、体力的にもぎりぎりになる
まで治療を選択して、衰弱が進んから緩和ケア病棟を希望する。ま
た、緩和ケア病棟は希望しても満床で、すぐの対応が難しく、待機
しているうちに死亡してしまうことがある。

緩和ケアに対する誤解・偏見が解消されるよう、医療従事者も含め
普及・啓発に努める。

がん相談支援センター 14

33 岡山県
住民啓発の進展：例えば緩和ケアについて一般的に正しい情報が伝
わっていないように感じる

“がん相談ができることを知ってもらう”段階を継続しつつ、“が
んの治療を自分のこととして考えてもらう”“緩和ケアについて知
る”“終活（という言い方がいいか分かりませんが）をもっと一般
的にする”などの取り組みを行っていく。

がん相談支援センター 14

33 岡山県
BSC方針となった場合の療養方法の選択について、患者や家族がイ
メージしやすい情報提供が難しい。

方針説明をする医師への情報提供、連携。がん相談支援センターへ
早めに紹介してもらう。

がん相談支援センター 14

40 福岡県
インターネット検索ができないがん患者さんが、がんに関する情報
を収集する場所がない

がん相談支援センターと地域（図書館や保健所、地域包括支援セン
ターなど）がつながりを強化して支援する

がん相談支援セン
ター

14

41 佐賀県
がんになっても安心して暮らせるための情報発信の必要性を感じて
いても、なかなか対応できない。

がん相談支援センターで地域の資源についての情報を収集し、地域
の療養手帳やリーフレットを作成し情報発信を行っていく。

がん相談支援センター 14

41 佐賀県
がん情報サービスwebで様々なデータが掲載されているが、わかり
ずらいのではないかと感じている。患者さん・ご家族が有効に活用
されているかがわからない。

患者さん・ご家族が必要としているデータは何なのか、情報を集め
る。それを踏まえ、より分かりやすい情報公開につなげることが必
要であると考える。

がん登録室 14

43 熊本県
健康への関心や対応能力が低いのか、受診行動に時間がかかる患者
が多い

啓発・啓蒙（市町村行政、相談支援センター）
かかりつけ医による普段からの教育

がん相談支援セン
ター 14

43 熊本県
身体や心の状態等、記録（日誌）を付けて欲しいと思うが、出来な
いと言われることが多い

担当医、担当看護師による教育。
セルフケアチェックは当たり前という文化の醸成

がん相談支援セン
ター 14

11 埼玉県 外国語で対応が可能な病院情報を求められるが情報が少ない。
県内、県外での情報が少ないこと、通訳ボランティアの情報はある
が外国人の治療対応可能な医療機関の情報のまとめ方について検討
する。

がん相談支援セン
ター

15

13 東京都
海外（特に中国人）からの治療受け入れ、治療費概算問い合わせな
どの電話相談に苦慮している。がん相談支援センター直通電話にか
かってくる。本人・家族以外の仲介業者らしき人からもある。

当室では返答できないことがあり，どの部署に対応をお願いしてよ
いかも悩んでいる。

がん相談支援センター 15

1 北海道
経済的困窮により治療継続が困難な患者が活用出来る制度が無い。
既存の制度でカバー出来ない場合がある。

がんに特化した制度・医療費助成の設立。
多職種での治療方針の決定。

がん相談支援センター 21

2 青森県
抗がん治療に加えて、疼痛治療においても経済的負担となり、治療
に有効な薬の選択、量の選択に支障害となり、生活の質が保てない
ことがある。

ＭＳＷに相談
院外処方せん→院内処方せん

緩和ケア診療室 21

3 岩手県

がん治療・療養生活に特化した制度やサービス・助成がない
（・がん治療には高額が医療費がかかり負担が大きいが医療費助成
がない
・アピアランスケアに関する県での助成制度がない等）

がん相談支援センターで各圏域・県単位ごとに患者ニーズをを拾い
上げ提言していく必要がある。

がん相談支援セン
ター

21

4 宮城県
抗がん治療の副作用である脱毛に対し、かつらの助成があると、患
者の負担が少なくなり、社会生活に入りやすい。

国、自治体に提案
がん相談支援セン
ター

21

16 富山県
現実的には、なかなか利用する制度が限られる経済的な不安に
ついて。

社会保障制度について説明ができる担当者が配属されている部署
がん相談支援セン
ター

21

18 福井県

高齢者とそれ以外では医療費の負担の差が大きすぎる。収入あるた
め高額所得と見られるが、家のローンや子供の教育費も必要で、治
療費としての余裕がない。傷病手当や既存の社会保障制度を駆使し
てもまかなえない状態の患者。治療をすすめていいのか悩む。命が
関わるだけに、倫理的にもつらい。

病状により、治療効果や治療期間を把握した上で、期間限定の借金
をするか、エンドレスなら治療しない選択もあるか。話し合いも必
要だが、治療費が捻出できないときに公的救済を希望したい。

がん相談支援セン
ター

21

18 福井県

がんに対してはいろいろな治療法があり、金額も様々で、治療期間
によっても必要経費が異なってくる。しかし治療費に関して、相談
するところがわからない、治療が始まり長期になり、治療費もかさ
んでくる。そしてターミナル期になっても個室など入りたくても、
入れない状態になってきている。蓄えなど無い状態になっているこ
とが予想される。

治療開始とともに、治療費などの説明を行う。また今後予想される
療養に必要な金額など相談できるところの紹介を行う。まずは「が
ん相談」で対応していく。→ＭＳＷ、社労士

がん医療センター
（看護師）

21

22 静岡県
外来通院中の薬・注射等の自己負担額が大きく、治療継続が困難と
感じる患者からの相談がある。実際、経済的理由での自己中断の
ケースがあった。

公的な制度だけでは、長期に及ぶ治療においての患者さんの負担感
は消えない。相談室では、治療方針や治療期間等なるべく正確な情
報提供と支払いについての相談にも十分対応する。

がん相談支援セン
ター

21

23 愛知県
医療費負担の問題で治療を中断（自己中断）せざるを得ないことも
ある。

援助や支援等の対策について拠点病院への情報提示
がん相談支援セン
ター

21

23 愛知県
外来化学療法などが増え、外来の医療費が高額で困るという相談に
活用できる制度が限られる

高額療養費の活用を想定した上で、診療科と相談し、治療スケ
ジュールを1ヶ月などまとめられるようにする

がん相談支援セン
ター

21

23 愛知県
治療のために生活困窮となるケースがあり、障害年金が生活保障に
値する制度として期待されるが、がん患者にはハードルが高い。

がん患者への金銭的な生活保障制度の創設。
がん相談支援セン
ター

21

25 滋賀県

40歳未満のがん患者が利用できる社会資源が少ない。働く世代のが
ん患者の家族が利用できる社会資源が少ない。小児がん患者が利用
できる社会資源が少ない、小児がん患者の家族（両親、きょうだい
児）が利用できる社会資源が少ない。

各世代（小児、就労世代、介護保険対象にならない等）がん患者お
よび家族が利用できる社会資源の開発が必要。

がん相談支援セン
ター

21
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26 京都府
がんで障害年金がもらえるという最近の報道やガイドラインを目に
したがん患者さんが受給できると思いこみ、申請の相談が多くなっ
ている。しかし現状は受給できないこが多く困っている。

がん相談支援センター：社会保険労務士と連携する。ガイドライン
や新聞報道と実際の障害年金の審査基準を統一してほしい。

がん相談支援セン
ター

21

26 京都府
高額療養費制度が改定され、区分が増え上位所得者の上限があがっ
た。その結果上位所得者から多数該当にも当てはまりにくく、治療
費が毎月高額続きで経済的に困難という相談が多い。

がん相談支援センター：対象となる他制度・資源の紹介。 がん相談支援セン
ター

21

26 京都府

就労世代（20代～50代）のがん患者の、経済的な問題が深刻と考え
る。特に若い世代は、貯蓄が少ないにも関わらず、子育てや家の
ローンなど、計画的な出費が長期に続く場合が多く、一家の大黒柱
を失うことで、家族全員が人生設計の大きな変更を迫られることが
ある。また非正規雇用や、一人世帯の場合は、生活のため治療中も
働き続けなければならない。本人と家族を含めた就業・就学等の生
活支援が必要とされている。

経済的負担の軽減と生活支援のための制度の充実が望まれる。 がん相談支援センター 21

26 京都府 経済的な課題に対する支援
国もしくは地方自治体による治療費の減免などの制度への働きかけ
がん相談支援センターや各病院の相談窓口にて傷病手当、生活保
護、医療費控除、障害年金などの案内

がん相談支援セン
ター・退院支援課

21

26 京都府
抗癌剤治療の必要な患者さんの経済的問題、現行の社会制度のみで
は解決できず、治療断念される方もある。

国レベルで治療費の助成制度を検討してほしい。 患者支援課 21

32 島根県

【経済面】
全体目標に、「全てのがん患者の療養生活の質の維持向上」が掲げ
られていていますが、若年がん患者が自宅で療養を希望した場合、
訪問診療・訪問看護の自己負担が3割と高く、利用をあきらめる患
者・家族が多いという実情がある。若年がん患者が住み慣れた場所
での療養生活を継続するための対策が必要

国や県の施策として、検討が必要
がん相談支援セン
ター
地域連携部署

21

32 島根県

【経済面】
外来通院の際、地域的に公共交通機関が利用しづら場合、タクシー
利用による費用負担が大きい。医療費と合わせると多大な出費とな
る。

県・市町村での検討。
がん相談支援セン
ター

21

33 岡山県 高額療養費を利用しても、がん患者さんの医療費の負担が大きい。
低所得の患者さんの医療費の負担軽減を図ることができるように、
対策を国に働きかける。

がん相談支援セン
ター

21

33 岡山県
コストとの関係で、治療が制約を受けることがある。
例）ポートを作っていても、ポート針が高いために使用しない医療
機関がある。

在宅診療における診療報酬の見直しを国に働きかける。
がん相談支援セン
ター

21

34 広島県
がん治療中で労働できないため収入がないが、治療が必要である患
者さんへの金銭面に関するサポートをどのようにしていくのか困る
ことがある。

がん相談支援センターから、MSW、医事課、行政と相談しながら支
援を行う

がん相談支援セン
ター

21

36 徳島県
がん患者さんや家族からの相談で、経済的な相談が多い。しかし、
肝炎治療や難病のようにすぐ利用できる公的補助があるわけでもな
いので実質解決できないケースがある。

生活保護等だけではなく、市町村単位で行っている単独事業で利用
できる制度がないか確認する。
国も経済的補助について検討してほしい。

21

39 高知県

がん患者の場合、医療費や所得保障に対応する制度が少ない
例えば、若年層の場合、傷病手当金⇒障害年金で所得保障をつなげ
るよう支援しているが、障害年金も申請してから決定が降りるまで
に時間がかかるため、病状的に間に合わないことがある

【対応すべき部署】
現在、社会資源についてはソーシャルワーカーより情報提供するこ
とが多く、今後も担っていく必要がある。

【対応案】
今後は、障害年金にスムーズに繋がるように、主治医や緩和ケア
チームなどと連携を強化していく必要がある

地域医療連携室
ソーシャルワーカー

21

39 高知県
経済的に医療費の負担が困難なため治療ができない。
収入としては日給での勤務であり保障がない。

各制度（高額療養費制度、傷病手当、生活福祉資金の貸付制度、生
活保護など）の説明をした後、生活困窮者自立支援法の相談セン
ターを紹介した。

がん相談支援セン
ター地域医療連携室

21

39 高知県
生活保護の方が放射線治療のため毎日通院が必要であるが交通費が
なく通院できない。（経済観念がなく計画的な金銭支出ができな
い）

市の福祉事務所に相談したり、主治医に入院での治療を相談。（結
果的には病状悪化のため緊急入院された）

がん相談支援セン
ター

21

40 福岡県

【経済的な問題】
働き盛りのがん患者さんの経済支援の対応。
（特に国民健康保険加入者）
様々な社会制度を利用しても、なかなか埋まらない経済支援の限界
を感じる。

担当すべき部署は、がん相談支援センターのＭＳＷ。
ご家族を含めた経済支援の構築。情報収集。

がん相談支援セン
ター

21

40 福岡県
医療費の自己負担が生活費を圧迫し、医療費自己負担の支払いが困
難で、治療継続ができない患者がいる。

行政の支援が必要で、何かしらの助成制度が求められる。
がん相談支援セン
ター

21

40 福岡県
抗がん剤治療中の患者さんの金銭面を含めた生活に対する不安があ
り、問題を解決できる制度がない

がん相談支援センターや看護師等の病院内だけでなく、行政機関
（年金、生活保護、税金など）にも相談窓口をつくり、地域で支え
る

外来化学療法室 21

42 長崎県 若い人のがんに対する経済的支援制度が少ない。
がん相談支援セン
ター

21

43 熊本県
がんの治療費として、手術はできたが、化学療法の治療が費用の関
係で治療継続が困難で中断後悪化してから来院される

がん相談支援センター、MSW
認定看護師

21

43 熊本県
がん患者の疼痛や嘔気など症状が強いが、保険適応内の薬剤（鎮痛
補助薬など）では緩和困難事例がある

国
認定看護師

21

43 熊本県

経済的なことを患者・家族からは相談しにくい。そのうえ、化学療
法などを継続して受けていくための経済的な相談に対しては結局何
もソーシャルサポートを使えない。経済的負担や問題のために治療
を断念せざるを得ない人がいる

がん相談支援センター
化学療法センター

21

46 鹿児島県
若年性の患者さんの相談や子育て世代の患者さんの相談支援が不十
分である。

がん相談支援センターで地域の資源についての情報を収集し、患者
会などで情報提供していく

がん相談支援セン
ター

21

47 沖縄県 がん治療中の医療費や生活費に対する支援が少ない（６５歳以下） 医療費負担制度、支援の情報提供
がん相談支援セン
ター

21

7 福島県
40歳未満で回復の見込みがないと医師に認められたがんの方が介護
保険の利用ができなく困っている。

AYA世代で長期療養を要するかたへのソーシャルサポート体制作
る。国、自治体で補助金を出す。

がん相談支援セン
ター

22

10 群馬県
39歳以下の若い世代では、在宅療養時の福祉用具も自己負担になる
ため、金銭的負担が大きい。

市町村単位の地域包括支援センターなどで、福祉用具をはじめとす
る社会資源の活用がしやすくなる、又は控除が受けられる。

がん相談支援センター 22

10 群馬県
抗がん剤治療中で早めに在宅体制を整えたいが、それなりに自立し
ているため、介護保険が利用できないケースがあり(要支援1な
ど)、訪問看護等を導入しずらい。

どのようなケースなら対応可能か、相談支援センター・地域連携部
門・外来・外来化学療法センター・地域のケアマネージャーや訪問
看護師と連携をはかる。金銭面に関しては、財政は厳しいとは思う
が何か行政の補助があるとよい。

がん相談支援センター 22

11 埼玉県
がん患者さんは体調のよしあしがあるが、年齢にとわずサービスが
使えるような介護保険等の制度利用をしやすくしてほしい。（身体
障害者手帳以外に）

国や県で検討をお願いする。 行政 22

12 千葉県

AYA世代が｢自宅で亡くなりたい｣と希望した場合に、介護保険の利
用､障害者総合支援法の利用ができず、住み慣れた地域で生活を継
続する事が出来ない｡何らかの生活をサポートするような社会保障
制度等の策定が必要｡

がん診療連携拠点病院発信で､がん対策推進協議会へ提案し､
厚生労働省へ政策の働きかけを行う

がん相談支援センター 22

26 京都府
介護保険の特定疾患では「がん末期」となっているため、末期でな
い患者さんに対応できない

医療ソーシャルワーカーが社会運動として行政などに働きかける 医療社会事業部 22

26 京都府
若年（４０才未満）の方で、身障にも該当せず、在宅で療養される
方の福祉用具など、在宅サービスが公的に活用できない。

在宅療養時のサービスの拡充 患者支援課 22

27 大阪府
介護保険の利用は40歳以上だが、40歳未満の患者さんを支援する制
度が少なく困っている。（特に在宅支援）

行政による支援拡大を検討してほしい。 患者支援課 22

27 大阪府
緩和ケアを必要とする患者さんに介護保険を申請する場合、申請か
ら認定までタイムラグがありすぎる

申請時点ではＡＤＬが自立していても早期に寝たきり状態になりそ
うな方には地域包括を通じてケアマネの相談をしている

がん相談支援センター 22

32 島根県
【社会資源】
40歳以下のがん患者さんが在宅療養を行う場合の社会資源の不足。

国や県の施策として検討が必要
がん相談支援セン
ター
地域連携部署

22

33 岡山県 40歳未満のがん患者さんの利用できる制度が少ない。 介護保険制度の年齢枠の拡大を、国に働きかける。
がん相談支援セン
ター

22

36 徳島県

介護保険制度について、終末期のがん患者であれば対象となる年齢
に満たしてなくても申請もできるし通常より認定結果がでるまでの
期間も早いが、それでもまだ利用できるようになるまでに時間がか
かる。利用しにくい。

その都度市町村へ事情の説明を行い、より連携を密にとり対応して
いく。
国も介護保険制度について見直してほしい。

22

40 福岡県
独身で両親と3人で暮らしていて、両親がどちらも患者になった場
合、在宅医療に限界がある　例えば介護度・要支援２だった時など
どのようなサポートが提供できるのか

がん患者の介護保険制度の活用
介護保険担当部署・
在宅関連部署・がん
相談支援センター

22
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2 青森県
患者さんより病状を詳しく知りたい、今後どうなるのか等質問を受
けることが多い。医師の診察時に時間がなく、忙しそうと感じてし
まい、自分の病状を聞けない患者さんが多い。

各外来で担当すべきと思いますが、医師不足の現状ではなかなか対
応策がみつけれません

がん化学療法室 31

2 青森県

進行がん患者さんの治療がなくなった時の対応が診療科によって異
なる。最期まで自分で診る医師と、早々に転医を促す医師がいる。
患者にしてみれば、前者が良いだろうが、自施設の機能を考える
と、後者でなければならない。病院としての対応を統一した方が良
いのではないか。

自施設では、これから緩和ケア病棟を設置する予定がある。管理会
議等で、緩和ケア病棟の機能を決定する際には、緩和ケアのみの進
行がん患者さんへの対応を統一し、診断時から患者・家族にしっか
り説明し、「できる治療がなくなった」という精神的苦痛以外に
「これからどこで療養すれば良いのか」というような余計を苦痛を
与えないようにする必要がある。

がん相談支援セン
ター

31

4 宮城県

他院の患者からの相談
セカンドオピニオンを受けたい希望があっても主治医に言えない。
伝えてもセカンドオピニオンを受けても同じと拒否されると相談さ
れることがある。

医師会による医師の教育が必要。セカンドオピニオンを受ける権利
についてなど通達があってもいい。

がん相談支援セン
ター

31

5 秋田県

積極的治療（抗がん剤や放射線等）はしない方針になった場合の、
その後のフォロー体制がケースバイケース。主治医がそのまま経過
をみるケースと緩和科へ依頼するケースがある。主治医の考えに
よっても左右されるため、患者家族の選択が出来ない場合が多い。

がん相談支援センター、緩和ケアチーム等で患者や家族の希望を確
認し、対応する体制がとれればよい。

がん相談支援セン
ター

31

18 福井県
免疫療法に関する問い合わせへの対応、情報提供の範囲
院内の医師の考え方にばらつきがある。

がん情報サービスで患者さんや一般にわかりやすい冊子などを作成
され、統一した説明ができるようになるとよい。

がん相談支援センター 31

26 京都府
緩和ケアを紹介された患者は、見捨てられ感や主治医交代に伴う不
安を抱えている。バッドニュースをきいた患者・家族へのケアが難
しい。

31

26 京都府
外来患者で主治医との関係がうまくできておらず、治療内容につい
て十分に話を聞けないで不安になってこられる患者がおり、対応が
難しい。

がん相談支援センターの相談員で患者家族の話を傾聴し、主治医や
看護師へつなぐ。

がん相談支援セン
ター
主治医、看護師

31

27 大阪府 医師の方針、特定の医療従事者への不満の対応
傾聴スキルアップ
各部署でのコミュニケーション促進で現場での対応ができるように
する

がん相談支援セン
ター

31

28 兵庫県
診察室での医師と患者との関係。医師に対して質問ができない、主
治医の態度が高圧的、など。

診療に直接携わる看護師（病棟看護師や外来看護師）が診察やICに
同席するなどで潤滑油としての役割を果たす

がん相談支援センター 31

29 奈良県

主科でがんの診断、再発、転移、積極的治療が困難なことを告げら
れる際に配慮のない伝え方をされて傷つくケースがある。医師すべ
てがバッドニュースを伝える際の基本的なコミュニケーションスキ
ルを身につけてもらいたい

このようなケースを吸い上げて緩和ケアにかかる医療者につなぎス
キルアップのための教育につなげる

緩和ケアセンター 31

33 岡山県

がんに関わる医師はがんを診断して伝えるという役割があるが、そ
のことが患者・家族にどれほどの衝撃を与え、その後の日常生活や
治療選択に影響を及ぼすことなのか、十分できていない現状があ
る。

バッドニュースを共に考える体制が必要であり、がんに関わる医師
は緩和ケア研修終了後、コミュニケーション研修の受講を義務化
し、技術の習得ができる研修を整備する。

がん相談支援センター 31

34 広島県
患者、家族が医師の言葉に傷つく
例）もう治療しても効かないから、治療して治るものではないか
ら、治療はしないことにしよう（勝手に決める）　　　など

医師のコミュニケーション能力の向上
同席しているスタッフ（Ns）が患者、家族をフォローする体制作り

31

36 徳島県
主治医から丸投げに近い形で相談支援センターを紹介された来室さ
れることがあるが、利用者・相談員ともに主張やニーズが不明確で
適切な支援に繋がらない。

院内スタッフ（Dr,Ns等）へのセンターの周知、患者利用にあたっ
ての理解促進

がん相談支援セン
ター
患者支援センター

31

38 愛媛県
がん相談支援センターを利用する患者に対して、理解が得られない
医師もおり、問題を抱えている患者への支援がつながらない（チー
ムで介入困難なケースもある）

医療者にメリットが伝わるような活動の周知や、医療者からがん相
談支援センターを紹介できるようなしくみを周知する

がん診療推進室 31

40 福岡県

未だにセカンドオピニオンや転医の希望を言いだせないという患者
さんが多い。
「主治医と話ができない、もっと相談したいのに・・」 話ができ
る雰囲気ではない、と

国が拠点病院以外の医療機関の医師に、もっと働きかけるべきであ
る。

がん相談支援セン
ター

31

43 熊本県

セカンドオピニオンに関する患者さんやご家族が医療者へ申し出る
ことを遠慮される。また、セカンドオピニオンを患者さんやご家族
が希望されても、診療情報提供書を作成を拒否されるケースが未だ
にある（他県からのご相談でしたが）

セカンドオピニオンに関する広報と医療者への啓発活動
がん相談支援セン
ター 31

46 鹿児島県
セカンドオピニオン依頼の主旨が他の病院で検査を行い意見を聞く
こととファーストオピニオンの医師が理解している

啓蒙活動：医師が混同した考えで患者、家族へ説明するため、初診
予約で予約が入る。受診時の紹介状の目的がセカンドオピニオンと
なっており受診が難渋するケースが多い

がん相談支援セン
ター

31

3 岩手県
在宅療養移行後の生活において、夜間や休日の対応に不安を感じる
患者・家族が多いが、２４時間３６５日対応可能なサービスが少な
い。

常時対応していただけているのは訪問診療の看護師、訪問看護のみ
の状況（有事電話を受けて）。緊急時の対応を事前に確認しておく
ことで不安軽減に努める。また、退院前に訪問看護師等と顔合わせ
しておく。

がん相談支援セン
ター

32

3 岩手県
施設での看取りがまだまだ不十分で、在宅が困難な事例は入院と
なってしまうことがある。

各拠点病院の相談支援センターが、施設職員向けの研修会を開催し
受け入れしやすい環境を整える。

がん相談支援セン
ター

32

4 宮城県
他院の患者･家族からの相談
抗がん治療後、看取りまでの間、療養での受け入れ施設が少ない
為、療養生活に不安を抱えている

国としての対策が必要。
がん相談支援セン
ター

32

5 秋田県
在宅での看取りを希望されても、対応してくれる医師がいなく、希
望に添えない場合がある。

院内スタッフ間の情報共有。
地域の医療資源との連携。

がん相談支援センター 32

5 秋田県 終末期を受け入れてくれる、病院が少ない（ホスピス等）。 地域医療構想に期待している。 がん相談支援センター 32

11 埼玉県
麻薬や点滴などの医療行為がある歩行可能な方で、自宅退院が困難
な患者さんへ情報提供できる施設が少ない。そのため、退院の機会
を逸することがある。

施設の方々へ患者さんの傾向や現状を伝え、対応してもらえるよう
に交渉する。

がん相談支援セン
ター

32

14 神奈川県
積極的治療を希望しない方を継続的にフォローする医療機関が少な
く、がん難民になっている

地域の医療とつながっていることの必要性を患者・家族へ教育す
る。地域での役割分担、および連携

がん相談支援セン
ター

32

14 神奈川県 緩和ケアの質について、施設間で違いがある
施設のニーズにあった研修を行い、研修機会を増やすこと（緩和ケ
アセンター・緩和ケア医・緩和ケアチーム、地域医療連携部門、が
ん相談支援センター）

がん相談支援センター 32

14 神奈川県 緩和ケア病棟の役割や機能に関する認識の違い
一般診療科、緩和ケア病棟、在宅支援診療所医師など関係者間で認
識をすり合わせできるような機会を作る（緩和ケアセンター・がん
相談支援センター・キャンサーボード）

がん相談支援センター 32

19 山梨県

拠点病院で緩和ケアチームはあっても、緩和ケア病棟や緩和ケア病
床が確保されておらず、長期入院希望（看取りまで入院していた
い）の方の受け入れが出来ないため、そのような相談があった場
合、対応、解決できないケースがある。

がん相談支援センターが窓口となるが、社会資源やハード面などは
担当部署と病院全体のこととして検討する。

がん相談担当 32

20 長野県
在宅療養に移行する際、病状の進行している患者さんの受け入れに
地域、病院に格差がある。

送る病院側からの適切な情報提供を行う。相談しやすい体制づく
り。窓口を分かりやすくする。

連携室 32

20 長野県
終末期の療養場所の相談。自宅への移行が困難な場合、安心してす
ごせる場所が少ない。

地域・病院・施設の各機関での連携、体制つくり。　　市民への人
生最後の過ごし方などの啓もう活動・教育。

相談員・病棟スタッ
フ

32

22 静岡県 終末期患者の療養先が無い、ホスピスが間に合わない
緩和病棟、緩和病床を有効に利用させてほしい。看護部、病院支援
課

医事課医療相談係 32

23 愛知県
緩和ケア病棟の数が少なく、希望しても入院待ちが長い。
併願も多いが、個別に空きの問い合わせをしている

地域ごとに待機期間情報を共有できるようにする
がん相談支援セン
ター

32

26 京都府 緩和ケア病棟を有する病院が近くにない。 行政、府が医療施策の一環として検討すべき 同上 32

26 京都府
近隣地域の緩和ケア病棟の数が少ない、入院待機が長い、タイム
リーに入院できない、タイムリーなレスパイトが実際は難しい状
況。

各自治体・医療機関の地域連携室、MSW：近隣地域の緩和ケア病棟
のベッド稼働状況、入院待機情報をタイムリーに把握できるシステ
ム構築。

がん相談センター 32

29 奈良県

ホスピス入所までの待ち時間が長い(数か月になることがある）
が、一般・急性期病院での入院療養が困難になり、患者・家族が、
「どこでどのように過ごしていいのか不安」の相談対応に限界
県内の緩和病床に限りがある(４０床）

早期に入院していただけるようにキャンセル等があれば案内する。
（一般病床の利用を検討）　　　　　　　　県内の他の緩和ケア病
床のある医療機関と連携で病床運用状況の把握。
定期的にがん診療拠点病院・がん相談支援センターなどにベッド運
用状況や入院待機状況について情報提供

地域支援センター
（相談支援セン
ター）

32

29 奈良県
早期に在宅医療を担えるクリニックや診療所にかかりつけ医として
受けてる人が少ない

がん相談支援センターと地連医療連携室が連携を取り情報共有のう
え支援する

地域医療連携室 32

29 奈良県
県内の緩和ケア病床は４０床余りで、入院までの待機期間が相当長
く(数か月の場合もある）必要な時期に入院療養ができないケース
がある。

緩和ケア病床のある医療機関と連携し病床運用や待機期間について
がん相談支援センターなどが情報を定期的にいただき、患者・家族
と他の療養方法についても検討する。
地域医療連携室と連携し療養可能な医療機関などについて把握す
る。
相談支援センターと地域の医療機関や在宅医との連携を強化する。

がん相談支援セン
ター

32



7 / 22 ページ

都道府県
_No.

都道府県 困りごと 担当すべき部署と対応案 この意見の回答部署 分類

33 岡山県
地域によって社会資源が限られ、緩和ケア病棟や訪問診療医が不在
の地域もある。

がん相談支援センターで地域の資源についての情報を収集、地域の
診療所や病院へ働きかける。訪問看護ステーションとも連携する。

がん相談支援センター 32

36 徳島県
県内の緩和ケア病棟のベッドが少ない為、終末期のがん患者さんの
転院支援が難しい。

緩和ケア病棟の届出（施設基準）をしてなくても、緩和ケア対象の
患者さんの受け入れ可能医療機関の情報を収集し、集約する。

32

38 愛媛県
自宅退院を希望されても、往診をしてくれる医師がいない地域に住
んでいる人への対応

入院の継続か転院で対応している。がん相談支援センターから地域
の病院幹部に情報提供し、地域の病院として各市町に僻地往診を依
頼できる医師を確保いただくよう、行政へ情報提供していく。

がん相談支援センター 32

40 福岡県
国の方針で在宅療養が勧められている状況であるが、入院患者の生
活背景・状況・家族構成など患者の全体像がつかみにくい

病棟が、入院時あるいは日々の会話の中で、患者の情報を把握し、
それをチーム全員で共有できるようにする

がん相談支援セン
ター

32

40 福岡県
地域の中で、緩和ケア病棟が無い、あっても病床数が少ない理由
で、緩和ケア病棟に入院したくてもできない状況にある。

　一般病棟でも緩和ケアが実施できるように、教育研修を行うこと
が必要。地域にあるがん拠点病院が研修会などを行う。研修素材や
プログラムなどは国立がん研究センターで作成してもらう。

がん相談支援セン
ター

32

41 佐賀県
在宅療養に対するハードルが高く、患者・家族が自宅療養を希望さ
れた場合のサポート体制構築が困難な場合がある。

公開講座、研修会などの機会を通して、在宅医療の啓蒙、地域への
情報発信、を行っていく。

がん相談支援セン
ター

32

42 長崎県
自宅療養を希望する患者がいた場合、相談できる地域の往診対応可
能な医療機関が限られている。

地域の医師会で検討いただく。
がん相談支援セン
ター

32

47 沖縄県
緩和ケア→緩和ケア病棟を求める声が多い。緩和ケア病棟が少な
い。

緩和ケア病棟をもつ施設と情報交換や連携を持つことで対応
がん相談支援セン
ター

32

1 北海道
緩和ケアの地域のネットワークづくりが不足、入院対象とならない
高齢がん患者や認知症患者の受け入れ先の不足。

がん相談支援センターを含む医療機関や在宅・介護系施設、自治体
等広く地域のネットワークづくりが必要。

がん相談支援センター 33

3 岩手県
拠点病院は県内の各圏域にあるが、そこまでの交通の便が悪く、通
院が困難な事例がある（地域での資源のばらつきが大きい）。

拠点病院、拠点病院以外の地元の医療機関との連携を密にし、診療
や情報面のサポートを行う。

がん相談支援セン
ター

33

5 秋田県
２次医療圏の面積が広大であり、拠点病院へのアクセスに苦労（車
で片道１時間以上等）している患者がいる。

医療機関における診療時間の配慮や、地方自治体が運営する直通バ
スの運営等が対応案として検討できる。

がん相談支援セン
ター

33

5 秋田県
遠方に在住の患者や家族は頻回の来院が困難となるため、通院時の
み等がん相談の機会が限られている。

拠点病院が行政機関や患者会等と連携し、出張がん相談を実施す
る。

がん相談支援セン
ター

33

18 福井県

福井県の嶺北・嶺南地区での医療格差が大きい。
嶺北に医療の中核を担う病院が集中しており、嶺南に居住する県民
は治療を受けるのに難渋する。また、嶺北で治療を受け、終末期と
なって嶺南に戻る事例も多い。

嶺北と嶺南の医療格差をうめるべく、病院間の連携体制の更なる構
築。

看護部、地域医療連
携室、がん相談支援
センター

33

20 長野県 上田方面への退院支援の困難さがある。
連携室・ＭＳＷと地域包括支援センター、訪問サービス事業所など
との連携。

病棟スタッフ 33

26 京都府 診断から治療まで対応できる医療機関が２次医療圏内にない。 行政、府が医療施策の一環として検討すべき
がん相談支援セン
ター

33

26 京都府
放射線治療を受けるために遠方の病院に入院が必要。
また、通院での放射線治療は心身ともに負担が大きい。

行政、府が医療施策の一環として検討すべき 同上 33

29 奈良県 訪問診療医が少なく、自宅療養希望があっても困難な地域がある 地域の診療所のニーズを確認しながら連携を強化する がん相談支援センター 33

30 和歌山県
入院中の患者が使用している薬剤が転院先にない。症状コントロー
ルができても薬剤の変更を余儀なくされるケースがある。

がん相談支援センターと緩和ケアセンターの連携 緩和ケアセンター 33

43 熊本県
離島に住んでいて治療のために病院までの来院が困難、サポート体
制がとりにくい

県、がん相談支援センター
かかりつけ医師をもつことの啓蒙活動

認定看護師
33

43 熊本県
車の運転ができない薬剤(医療用麻薬やパクリタキセルなど)を使用
しているが、公共交通機関のある場所に居住していないため自家用
車での通院を強いられるしかない

化学療法センター
33

46 鹿児島県
がんと診断され、治療をすすめる上で患者様・ご家族が本土での治
療を希望されるケースも少なくない。その反面、交通費や宿泊代が
かさむ等といった声を聞くことも多々ある。

当院でも、本土と同様な治療（手術・化学療法・緩和ケア）ができ
ることを島民に周知広報する必要がある。また、同じ医療圏の屋久
島の患者様に関しても当院での治療をすすめることで、経済的負担
の軽減に繋がるのではと考える。

がん相談支援セン
ター

33

47 沖縄県 放射線治療を行うことになっても通院が難しい（へき地や離島） 宿泊施設の宿泊費が高い。宿泊施設の情報提供。
がん相談支援セン
ター

33

47 沖縄県

血液内科の常駐の要望もあるが、専門医の先生が少なく、離島まで
の配置ができない。放射線治療を離島で受けられるようにできない
かの要望があるが、需要が少なく設備費用の問題、専門医の問題が
ある。緩和チームを立ち上げたいが専門医、看護師不足等の問題が
ありできない。

解決策は現状ではできないとの返事ですが、今後も継続して課題と
して挙げていきたいと思います。

がん相談支援セン
ター

33

13 東京都
治療中の患者さんが動けなくなって初めて今後の意思決定をするに
至るケースがある

病状や治療の方向に沿って、情報を得て療養に関する意思決定がで
きるように、診療科とがん相談支援ｾﾝﾀｰをつなぐ

がん相談支援セン
ター

34

14 神奈川県
長期的な治療経過の見通しについて、早い時期から情報提供がなさ
れていない

医師の情報提供の在り方の検討、外来看護師あるいは薬剤師がが説
明が補足できるような人員配置が必要。

がん相談支援センター 34

14 神奈川県
積極的治療が限界になった際には、受診先や療養先について検討が
必要になることについて、患者・家族に情報提供されるタイミング
が遅い。または、内容が不十分である。

主治医、がん相談支援センター、あるいは緩和ケアチーム、地域医
療連携の部門が協働して対応していくことが望ましく、システムの
整備が必要。

がん相談支援センター 34

14 神奈川県
積極的治療が中止となっていてもADLが良いと調整部門の介入が遅
れ、ﾀｲﾐﾝｸﾞを逃してしまう

サービス調整には時間がかかることを院内スタッフに周知。患者の
状況を予測しながら早期に介入できるようにする

がん相談支援セン
ター

34

21 岐阜県
在宅療養支援の情報が本当に必要になってからしか提供されていな
い診療科が多い。それ以外の情報についてもＡＤＬが低下してか
ら、意思決定が困難になってからのこともまだある。

治療継続中に在宅療養支援に関する情報提供が不足している。必要
になるかは分からないが、何か困ったことがあれば相談出来ること
だけでも早期から伝えることも必要、相談出来ますよというパンフ
レットを診断時から渡すことも一つの案ではある。緩和ケアチー
ム、よろず相談・地域連携課、通院治療センター、外来で検討出来
ると良い。相談者が増えるため、対応人数も増加させる必要はあ
る。

よろず相談・地域連
携課

34

26 京都府 家族のための在宅での看取りに関する準備
在宅での看取りを考えている家族に対し、がん相談支援センターま
たは病院の各部門において、在宅での看取りに関する心身の準備教
育を行う

緩和ケアチーム 34

26 京都府
外来通院患者の状態把握（生活全般含めて）が不十分で、状態が悪
くなった際に急に在宅サービスを調整することがある。事前に情報
提供と準備が必要である。

外来看護師や担当MSWなどが定期的に、情報提供と生活確認をする
必要がある。

34

27 大阪府
在宅医療・緩和ケア病棟（ホスピス）に関する情報提供が適切な時
期になされていない。

がん相談支援センターと各病棟・外来とで密な連携を行い、入院患
者および外来通院中の患者において、積極的な抗がん治療を終えら
れた患者（あるいは最終Lineの患者）においては、患者・家族の意
向に沿ってがん相談支援センターMSWから在宅医療・緩和ケア病棟
等の療養先に関する情報提供が施されるようシステムを構築する。

がん相談支援セン
ター

34

27 大阪府

告知時、あるいは治療初期から、仕事や生活のこと、病気が進行し
た時の過ごし方などについて相談したり情報収集したり出来るとい
うこと、またそれらが大切だということを、患者さんやご家族が知
る機会が少ない。

がん診療を実施するすべての科の医師や外来看護師らが、治療初期
段階に情報提供する内容、あるいはがん相談支援センターへのアク
セス案内についての共通認識を持てるように、相談支援センターが
主体となって体制作りに取り組む

がん相談支援セン
ター

34

29 奈良県
病状の進行のため予後が限られた時期になってきた場合に、その情
報を家族だけに伝えられ、あとの対応を家族に委ねられている

そのような状況になって困った場合に相談窓口があることの周知。
緩和ケアセンターやがん相談支援センターががん診療を行っている
部門とともに広報活動を行う

緩和ケアセンター 34

29 奈良県
外来のがん患者（特に終末期）が急激に状態が悪化し、療養先や在
宅医療を選択しなければならない状況の時、本人・家族に考える時
間がないまま、緊急入院させることがある。

地域医療連携室が、医師からの連絡を基に、患者の状態・今後の予
測されることなどを短時間で情報収集を行い、患者・家族が意思決
定できる情報提供や対応を行う。がん相談支援センターが、がん発
症時から、今後予測されることが理解できるよう、患者に情報提供
する。
(経過を知っている担当医・看護師が適切な時期にがん相談支援セ
ンターに誘導があれば対応可能）

地域医療連携室 34

34 広島県

アドバンス・ケア・プランニングについて，がんの病状が進行して
いく中で，特に独居でキーパーソンがない場合など，ＰＳが保たれ
ている時期に意思決定について検討していく必要があると思うが，
十分に対応できていない

病院だけでなく，生活の場である地域・社会全体で取り組む必要が
ある。地域と病院との連携が図られる仕組みが必要

緩和ケアチーム 34

39 高知県

当院は急性期病院という機能からも、積極的治療からＢＳＣへ移行
して直ぐに、緩和ケア病院を紹介しなければならないケースが多
い。患者・家族が受容できていない段階での相談になるので、対応
に苦慮している。

【対応すべき部署】
がん相談支援センター、緩和ケアチーム、ソーシャルワーカー
【対応案】
主治医やケアルームとの早期からの情報共有を含めた連携強化
相談援助技術のスキルアップ

地域医療連携室
ソーシャルワーカー

34

42 長崎県

がん告知の時点（或いは病状進行のしかるべき時点でも良いが・・
）などに本来であれば、患者の大事にされていること（例えば仕
事、趣味、家族のこと）などを語る場面、場所が必要ではないか。
理想的に言えばその大事にされていることに沿った治療を選択して
いくことが大切だと思われるが、その思いを聞く時間が極端に少な
い。その為には病期、病状の正しい理解と心理的サポートが不可
欠。医療が完全治癒を目指すことは必要であるが、治癒しない患者
の満足度をどのように上げていくかは重要な課題であると思う。

対応する部門としては病状理解については医師、心理的サポ
－トにおいておいては心理職、病状説明から一定の時間をおい
た中でのインタビューは相談支援センター、看護部などがサポート
を実施することが必要。またそういった作業は時間もと
られるため何らかの名目で加算を付けてほしい。

がん相談支援センター 34
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都道府県 困りごと 担当すべき部署と対応案 この意見の回答部署 分類

1 北海道
認知症や精神疾患により、治療を中断している地域に住む患者の家
族からの相談

○当院受診患者の場合：外来看護師との情報共有を行い、必要な支
援を行う。
○当院以外の患者の場合：場合により、他医療機関の相談員・行政
との情報共有を行い、必要な支援を行う。

がん相談支援センター 35

9 栃木県 標準治療と異なる治療を受けている患者の相談に苦慮する。
他院の相談支援センターと相談技術のスキルアップ・相談対応に関
する情報交換を行う。

がん相談支援セン
ター

35

10 群馬県 内服抗がん薬の有害事象のマネジメントが軽視されがちである。
病棟・外来とがん相談支援センターとの連携と医師への意識づけが
必要である。

がん相談支援センター 35

11 埼玉県
他施設からの受診相談で積極的治療と言いながら、実際の紹介状は
緩和ケア（医療）目的であるなど、相談と実際の受診目的が異な
る。

地域連携室、がん相談支援センターが協働する
がん相談支援セン
ター

35

11 埼玉県 緩和ケア病棟の体制が医療者に十分に理解されていない
がん相談支援センターが、がん診療委員会等で緩和ケア病棟の体制
等について説明する機会を設ける

がん相談支援セン
ター

35

13 東京都
精神疾患の患者ががんを発症した場合に、治療を受けることのでき
る医療機関は限られているような気がします。

精神科治療とがん治療ができる医療起案についての情報提供がある
と良い。患者・加速から相談を受けた医療者が相談支援センター
へ、情報提供や相談を依頼する。

精神科病棟 35

14 神奈川県
他院に主科を持つ放射線科の患者が、通院での治療が出来なくなっ
た時に他院の主科と当院の主科の連携が十分できない

病病連携の強化
がん相談支援セン
ター

35

18 福井県 高齢者、認知症がん患者の在宅のサポート ケアマネージャー、包括、在宅スタッフとの連携を図る がん相談支援センター 35

20 長野県

・化学療法等通院の機会に他者との会話や気分転換を求めている患
者さんに対し、化療室の看護師が対応するもゆっくりと話し相手に
なることができない。
・化療治療中に看護師が話をうかがうことで精神面のフォローがさ
れていた患者さんに対し、治療終了以降引き続き患者さんの話を聞
き精神的フォローを行う必要があると感じるが、繋がれる場所がな
い。

・がん相談支援センターが「気軽に話を聞いてくれる場所」として
の役割を担い、がんサロン利用の提案やピアサポートに繋げられる
と良い。
・外来通院時に、がん相談支援センター・外来看護師・認定看護師
等がしっかりと話を聞く時間を設け対応できるようになると良い。
またはそのようなスタッフを配置するなど。

通院治療センター 35

20 長野県
利用患者さんの増加により、安全な投薬が優先され、前よりも患者
さんと話をする機会・時間・看護師の気持ちのゆとりが減ってし
まった。

ベッドの増床に併せて看護師の増員を検討する。現在、がん相談支
援センターとは連携が取れていると感じている。今後も連携を図っ
て、不安のある患者に、がん相談支援センターに行くよう勧める。

外来化学療法室看護
師

35

21 岐阜県

在院日数が短縮し、通院が中心となった患者の症状マネジメントや
治療に関し、効果や副作用、日常生活への影響を評価、相談する窓
口が不足している。特に治療で辛い時ほど、治療センターには治療
が出来ないため行かないことになり矛盾していることがある。

治療や症状緩和の作用、副作用、日常生活の工夫、受診の相談など
に関する電話相談窓口を設置出来ると良い。新たな部署を作ること
も必要。

よろず相談・地域連
携課

35

23 愛知県
働きながら治療を続けている患者さんは、受診のたびに仕事を休ま
ないといけない

外来化学療法などの診療時間を拡大する（実際は難しい）
がん相談支援セン
ター

35

25 滋賀県 経口抗がん剤による副作用対策が不十分。
主治医、薬剤師、化学療法部門で診療報酬を算定しながら対応を行
う。

がん相談支援セン
ター

35

27 大阪府

がん（自施設フォロー）と精神疾患（精神科病院でフォロー）を
持っており、精神疾患の特性で訪問看護や介護サービスを利用して
いる患者さんの場合、連携機関に治療経過の情報提供をし支援の方
向性の統一を図っているが、原則精神メインの在宅支援であっても
患者さんが当センターに相談にくることが多く相談支援の仕方が難
しい。また支援者の主体が不明瞭になることが多い。

がん相談支援センターと他機関とのカンファレンス がん相談支援センター 35

31 鳥取県

セカンドオピニオンの意味や利用方法を十分に理解できていない患
者家族が多い。また、適切な相談先を患者家族でも簡易に利用して
検索できるようなシステムが無い。また、医師がそもそもセカンド
オピニオンの制度を理解できておらず、診察との違いがわかってい
ないことによる患者家族への弊害が多い。

相談支援センターを利用されれば、対応可能であるが、ご相談の無
いままに既にセカンドオピニオンに行かれている患者家族が多い。
医師会や医学会全体でセカンドオピニオンに関する意識を高めてい
ただく必要がある。

がん相談支援セン
ター

35

33 岡山県

医療機関の役割分担が進み、がん治療中であってもその拠点病院へ
の入院ができないことがある。一方では、必ずしも拠点病院でなく
ても、地域の病院及び医院で対応してもらうことが可能な場合があ
るが、その連携がうまく図れていない場合がある。

がん相談支援センターと病院の地域連携担当部門との協力により、
他機関との連携を促進するような働きかけを行う。

がん相談支援セン
ター

35

36 徳島県

緩和ケアでバックベットの病院がない状態で在宅支援の依頼がDrか
らある。また、終診でないためかかりつけ医に依頼する目的が明確
化していない状態での転医相談の依頼がある。そのため、患者さん
とご家族も拠点病院で最後まで診てもらえるという認識をされてい
るため、連携が難しい。

がん相談支援センターもしくは患者支援センターが担当
院内スタッフとの連携、在宅支援時の必要事項についてDrへの説明

がん相談支援セン
ター
患者支援センター

35

2 青森県

40代・50代の働き盛りの患者さんに痛みの治療を行う上で、オピオ
イド、鎮痛補助薬としての向精神薬の処方によって車の運転を禁止
しなければならず、患者さんによっては必要な薬を使えないことが
ある。

使える薬を選択するしかない 緩和ケア診療室 36

3 岩手県
県内のがん診療の情報（例えばセカンドオピニオン受けられる医療
機関、また診療科など）が情報集約されておらず、分かりにくい

がん相談支援センターで県の相談支援部会等を通じて都道府県がん
診療拠点病院と地域がん診療拠点病院との連携を密に図っていく。

がん相談支援セン
ター

41

14 神奈川県
緩和ケア病棟の問い合わせに対して、求められた情報を提供できて
いるか不安。施設に直接問い合わせないと分からないことが多い

緩和ケア病棟に関する情報を共有しやすいように工夫 緩和ケア 41

14 神奈川県
地域の訪問診療、訪問看護、ケアマネジャーなどの緩和ケア病棟の
入院、個々の病院の受け入れ態勢などの適切な情報把握ができてい
ない

がん相談支援センター、緩和ケアセンターなどが地域の医療従事者
へ適切な情報提供を行う

がん相談支援センター 41

14 神奈川県
院外の患者・家族の相談では現在通院中の病院でよく相談していた
だくように説明することが多い。拠点病院と地域医療機関の『がん
相談』の連携について話し合うことも必要と考える

『がん相談』を担う地域病院の医療相談室等との話し合いの場を設
ける

がん相談支援センター 41

14 神奈川県 情報の更新・均てん化が図れない。
地域ごとにある助成や対策などが違い、地域差があるため、市や近
隣市との比較、情報収集、更新が必要。（行政・相談支援セン
ター）

がん相談支援セン
ター

41

16 富山県 拠点病院以外のがん治療・ケアを行っている病院との連携がない 地域の資源について情報収集し、連携する
がん相談支援セン
ター

41

16 富山県
・拠点病院を含む、県内の病院の医療機器事情(どこの病院でどん
な医療機器を使い治療が行われているか)がわからない。（特に放
射線治療や検査、内視鏡など）

・がん相談支援センターが地域の医療機器について、県内の病院の
ホームページや相談員への電話などにより情報を収集し対応する。

がん相談支援セン
ター

41

21 岐阜県 土日・祝日ケモを行っている施設の情報を確認する場がない。
・がん拠点病院同士で情報交換を密に行っていく
・ネット等で一般公開できるツールがあるとよい。

よろず相談・地域連
携課医療福祉部門

41

28 兵庫県
提供できる社会資源に限りがあり、狭い地域だけでの対応となって
しまっている

同じような地域性の対応状況等を把握し、自身の地域にも応用でき
るか吟味・調整を図り、情報提供に努める

がん相談支援センター 41

29 奈良県
患者さんに地域の病院等の情報が十分に伝わっていない、また、地
域の病院への周知も不足している

地域医療連携室が地域の医療機関から情報を収集し、患者さんに伝
えていく

地域医療連携室 41

32 島根県
【情報提供】
在宅介護に関する情報がわからず、不安な患者家族がいる

市町村・がん相談支援センターとの連携
地域で在宅緩和ケアのワンストップ相談窓口の整備

拠点外病院外来部署 41

38 愛媛県
さまざまな介護施設が毎年作られるが、地域の施設情報の更新の必
要性を感じていてもなかなか対応できない

医療福祉相談支援センターでの退院調整業務が増え、地域の施設情
報更新ができない。地域のコーディネーター（市町役場など）が、
より患者家族に案内しやすい統一した地域情報を作成し、皆で活用
する体制を作れればと考える。

医療福祉相談支援セ
ンター

41

43 熊本県
八代には拠点病院が２つあるのだが、それぞれの病院の活動がわか
らない

共同で何か取り組みを行う。地域で患者さんのサポート体制をつく
る。

がん相談支援セン
ター 41

46 鹿児島県
県内拠点病院間で専門的緩和ケアを必要とする患者がどの程度い
らっしゃるのかの情報交換不足

がん相談支援センターまたは地域連携室間の情報共有を行い、早期
から専門的緩和ケア介入が可能となるような対応

がん相談支援セン
ター

41

47 沖縄県
拠点以外の病院で、どのような「がん相談」が行われているか、支
援内容がわからない。医療福祉相談室はあるが、「がん相談なの
で」と拠点のがん相談支援センターに紹介されてくる。

県相談支援部会で、拠点病院以外での「がん相談」の現状を把握し
たり、研修会等で情報共有を行う。

がん相談支援セン
ター

41

5 秋田県
ターミナル期の患者が退院を希望する場合、早めの調整が必要とな
るが地域の福祉関係者から理解を得られないことがある。

院外の関係機関とより密に連携し、早めの対応を要するケースがあ
ることを周知する。

がん相談支援セン
ター

42

11 埼玉県 地域の中でがんに関わる社会資源間の交流や情報交換の場がない。
訪問診療や訪問看護、地域と拠点、拠点以外にもがんに関わる者同
士の顔の見える関係づくりを、行政と協力し、行う。

がん相談支援セン
ター

42

11 埼玉県
がんで治療している子どもの就学に対する支援をどこに相談して良
いか定まっていない。

子どもに対しての就学についての研修会に積極的に参加をし、他病
院がどのように工夫しているか学ぶ。

がん相談支援セン
ター

42

11 埼玉県
地域包括ケア推進の中でがんセンターとしてできることは何か、何
かしなければならないと思っているが、具体的にどうしたらよいか
わからない。

地域で行われている勉強会や懇話会に出席し、病院に求められてい
ることについて情報を整理し、検討する。

がん相談支援セン
ター

42

13 東京都
地域完結型医療の推進に際して、拠点以外の医療福祉機関との連携
の必要性を感じることが多いが、顔の見える関係づくりをする機会
がない。

二次医療県内の、拠点病院と拠点以外の医療福祉機関との定期的な
会合（情報交換）の機会を作る。

がん相談支援センター 42
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20 長野県
がん治療を当院、他疾患はかかりつけ医等他医療機関が担うとき、
患者さんにとって中心となる相談窓口が不明瞭。

他医療機関・施設内の相談窓口が明確化され、連携が図れるとよ
い。

がん相談支援セン
ター

42

20 長野県
当院でのがん治療に関して、上田地域の中では唯一のがん診療病院
である。しかし治療が高度の場合は信大・佐久医療センターへの紹
介となることが多い。

がん診療病院として、信州大学と連携していることから相談経過中
の患者に関しては連携していく。また、佐久病院の相談支援セン
ターとも連携していく。

がん相談支援セン
ター

42

22 静岡県

がん診療連携拠点病院以外で診療を受けている患者、家族からも相
談を受けているが、実際に診療を受けている医療機関でも相談がで
きるよう、それぞれの医療機関の医療者同士が繋がり連携を図れる
体制が必要。

医療機関同士の連携とノウハウの共有。 がん相談支援センター 42

28 兵庫県

患者会に参加されていた医療職の方から、拠点病院以外に
は研修会はじめいろんなイベント・研修会の案内がない。
がん患者さんは地域の施設・クリニックでも対応している
学び、情報を得る機会が少ないとの意見があった。

拠点病院からのアクセスの明文化
案内等、HP掲載

がん相談支援セン
ター

42

28 兵庫県
不安が強くて色々な拠点病院に電話かけまくっている患者に対し
て。それぞれの病院の相談内容の共有や対応を検討する事が出来れ
ばより良い対応が出来るが、守秘義務があるので難しい。

相談員同士の情報共有をする場があれば良いが守秘義務に関しては
どうするべきかルールを作る必要がある。
あるいは相談員の困り事に対してコンサルテーション窓口などがあ
ると良い。

がん相談支援セン
ター実務者ミーティ
ング

42

29 奈良県

2025年超高齢化社会に向け、地域包括ケアシステムを推進する中、
がん患者も同様に地域で重点的にケアしていく重要性があるが、地
域包括ケアシステムの中にはがん患者に特化した政策がなく、個々
に対応をしている状況

がんの患者を専門的にみれる（看取りも含めた）在宅支援施設（訪
問看護ステーションなど）へのがん情報提供や教育の機会が必要

放射線治療・核医学
科・腫瘍センター

42

30 和歌山県
往診医や訪問看護を利用しながら外来通院をしている人が多い。地
域の医療機関との連携を図る必要がある。

がん相談支援センターと緩和ケアセンターの連携 緩和ケアセンター 42

33 岡山県 がんに関する連携パスがうまく活用できていない。
県内において、拠点病院が中心となり、「私のカルテ」等に1本化
して、患者さんにとっても、医療機関にとっても本当に活用できる
ものを検討していく。

がん相談支援セン
ター

42

36 徳島県
県全体の情報を把握する「場」がない。都道府県がん診療連携拠点
病院が、その任を担うべきであるが、非常に多忙であるため、難し
いと思われる。

がん診療連携拠点病院から独立した「地域統括がん相談支援セン
ター」の設置が望ましい。

がん相談支援セン
ター

42

38 愛媛県
訪問看護介入開始の場合、直接に医師からの十分な情報提供ができ
ておらず、院内看護師と違って十分な病態を理解した上での看護が
できる体制となっていない

退院カンファレンスの際は、情報提供を行っているが、外来患者の
場合は、相談員からの情報提供が主となることが多い。相談支援セ
ンター相談員が外来などと調整し、初回は医師からの情報提供を行
うよう調整する。

がん相談支援セン
ター
医療福祉相談支援セ
ンター
地域連携室

42

43 熊本県
院外処方が基本であるが、院外薬局(院外薬局のレベルにもよる)と
の情報連携(その他にも要因はあるかもしれない)ができていないこ
とでアドヒアランスの高くない患者が取りのこされる

薬剤部
化学療法センター

42

46 鹿児島県
地域の在宅ケアしているケアマネージャーへのサポートができてい
ない

・地域の在宅支援のネット組織を活用する・がん相談支援センター
でケアマネ―ジャーの相談支援する機会を設定する

がん相談支援セン
ター

42

46 鹿児島県

地域の病院で継続した切れ目ない医療を提供するための対応可能な
病院を探すことが困難（特に緩和医療、耳鼻科・婦人科・泌尿器
科・呼吸器・血液内科領域、抗がん剤治療中の体調管理や有害事象
対応など）

啓蒙活動と情報共有：せごどんなどに対応可能な項目が挙がってい
ても相談内容によっては対応困難と返事をいただくことがある。特
に専門科でない患者の対応を依頼する場合はほとんどが断られてし
まう現状である。

がん相談支援セン
ター

42

47 沖縄県
在宅療養をサポートする関係者(ケアマネージャー、訪問介護等)が
患者さんへの関わり方に悩んでいる。

がん相談支援センターの役割を地域へ周知し、当院通院中の患者さ
んであれば、担当医や看護師と意見交換する場を設ける。

がん相談支援セン
ター

42

5 秋田県

首都圏の病院で、抗がん治療を受けてきたが、継続不可能となり、
出身地である秋田に戻ってくる事例がある。先に病院に相談があれ
ばまだいいが、宛名の無い紹介状をもってくる事例、全く紹介のな
い事例等、事前の連携があればと思われる事例が散見される。

首都圏と地方のがん相談の連携
首都圏の行政担当の方、がん相談担当者の方と情報共有をしたい。

がん相談支援センター 43

11 埼玉県
他施設（他県含む）で治療を受けている患者さんが、転院先を考え
る際に、相談員が対応してくれずに困っているという相談がある。
（特に他県への転院の場合）

がん相談支援センターにおいて、地域の情報を収集し、他施設の相
談員を支援する。また、相談員も相談できることの周知を図る。

がん相談支援セン
ター

43

12 千葉県
遠方にお住まいの患者様からの相談全般。資源が少なく提供できる
情報が限られてしまう。

がん相談支援センターで相談を受けるが、情報収集するにも限りが
あるので全国の拠点病院同士の協力は必須。

がん相談支援セン
ター

43

14 神奈川県
遠方で治療を行っていた方が積極的治療が終了し、自宅近くの急性
期HPでフォローしてほしいと相談に来るが、積極的治療の適応がな
いと対応が出来ず、がん難民になってしまっている

こうした方をフォローできる病院をについて情報収集し地域での連
携体制を構築していく

がん相談支援セン
ター

43

28 兵庫県
県外から当地域の病院に通院中の患者さんが地元での診療を希望さ
れる場合に対応できない

患者が通院中の病院の相談員が担当すべきと思うが、連携が難しい がん相談支援センター 43

36 徳島県
他県の医療機関情報の集約
特に終末期医療に対応可能（緩和ケア病棟や緩和ケア科を有してい
ないが、対応は可能な病院を含む）病院の情報

各都道府県の該当部会とがん情報サービスとの連携による情報の集
約と提供

がん相談支援セン
ター
患者支援センター

43

40 福岡県

〈進行がんの病状理解と生活の計画について〉
最初に診断を行う病院が、患者の生活や仕事のことなどもふくめ、
今後の見通しのもとに説明し、一緒に考えていく必要があるが、拠
点病院でもそれがなされていない場合がある（県外への治療に伴う
転居等、実際は状況が厳しく治療ができるかも不透明）

拠点病院が、地域の病院も含め、がん患者への説明と意思決定支
援・生活のサポートなどを行っていくよう教育していく必要がある

がん相談支援セン
ター

43

43 熊本県 がん連携パスの連携を依頼しても、拒否される医療機関がある 医療機関への啓発活動
がん相談支援セン
ター 43

1 北海道

○がん相談支援センターの認知度が低い。
相談者から「もっと早くこういう相談ができる部署があると知りた
かった」「医師や看護師から教えてもらうことがない」等の意見を
聞くことがある。
○院外の患者、家族、地域住民ががん相談支援センターの存在を知
る機会が少ない。

がん相談支援センター：院内、近隣への案内を継続、拡大する。

各拠点病院単独では限界がある。
・行政の協力
・マスメディアの協力

がん相談支援センター

51

2 青森県

相談支援センター活用のPRは行っているが、「相談したい人は遠慮
せずに寄ってください」では、なかなか利用者が増えないのではと
感じている。一度利用した人はリピートすることが多いので、いか
に1回目を利用してもらうか。

今年度より、専従の相談員を増員し、より多くの相談件数に対応で
きる体制にはなった。がんと診断された患者・家族が、必ずがん相
談支援センターに立ち寄る仕組みづくりが必要と考える。

がん相談支援セン
ター

51

3 岩手県
相談支援センターに来るまで勇気がいる
相談する場所はわかっていても行きにくい

自助的な組織、患者会への働きかけや連携をがん相談支援センター
で積極的に行っていく。

がん相談支援セン
ター

51

5 秋田県 がんについて悩みながらも誰にも相談できない人がいる。
行政とがん相談支援センターのネットワークを強化しPRする
院内の職員への活用方法をPRし続ける。

がん相談支援センター 51

5 秋田県
がん相談支援センターで治療と仕事の両立について相談できること
が、患者や医療従事者に周知されていない。

がん相談支援センターにおいて、がん就労支援に関する広報を行
う。

がん相談支援セン
ター

51

6 山形県
がん相談室の認知度が低い（必要になった時点でないとなかなか気
づかない）。

県拠点病院・県担当課で、相談室の情報を広報誌に定期的に掲載し
たり、一般市民が利用する施設へポスターを掲示したりする。

地域医療相談支援セ
ンター

51

8 茨城県 地域にお住まいの方までにはがん相談支援センターの周知が低い 病院と所在する市のがん担当部門との会合の開催をする。 51

8 茨城県
がんサロン・がんピアサポート・社会保険労務士による就労相談の
院外へむけてのＰＲ

各市町村の事業として位置づける。 相談支援センター 51

9 栃木県
当院の通院患者・入院患者でも、がん相談支援センターの存在を知
らない方がいる。院外の患者はもっと知らない現状が予想される。

がん相談支援センターのPR。リーフレット等も、院内だけでなく、
他院や他機関にも設置することを検討する。

がん相談支援セン
ター

51

9 栃木県
患者さんや家族等への相談支援センターの役割・存在等の周知が不
足している。

周知活動の継続・わかりやすい業務の紹介をがん相談支援センター
で行う

がん相談支援セン
ター

51

9 栃木県
患者・家族が抱えている困りごとや悩みごとに対して対応する必要
あるが、がん相談支援センターの知名度がまだ低いこと、相談者の
足が向かないなどの問題がある

がん相談支援センターと各外来・病棟間の連携を密にし互いの行動
を繋ぐことと、院内外に向けての啓発を積極的に行う

がん相談支援セン
ター

51

9 栃木県
通院している患者さんの中で、がん相談支援センターを知らなかっ
たという人がいる

外来看護師ががん相談支援センターについて案内し、つなぐような
院内の仕組みを看護部とがん相談支援センターで整える。

がん相談支援セン
ター

51

11 埼玉県 がん相談支援センターの周知が院内・院外ともに不十分である
相談支援センターとして誰にでも分かりやすいリーフレットやポス
ターを作成し、院内掲示する。

がん相談支援セン
ター

51

11 埼玉県
（予測の範囲であるが）当院では、がん患者の割合が全体の20%を
占めているにも関わらず、患者・家族が相談に来たり、TELしてき
たりすることが少ないと思われる。

がん相談支援センターの相談員が外来・病棟のスタッフへがん相談
支援センターの周知を図り、相談につなげる。

がん相談支援セン
ター

51

12 千葉県
がん相談支援センターにたどり着けず、治療や医療を選択すること
など、患者や家族が孤独に苦悩している。

通院患者さん全員が相談支援センターに来る院内の仕組み・流れを
作る。

がん相談支援セン
ター

51

14 神奈川県
がん相談支援センターでがんに関連した様々な相談ができること
を、医療者・患者・市民の中に浸透していない

医療者ががん相談支援センターを理解する機会を作り、市民への普
及啓発を図る（がん相談支援センター）

がん相談支援センター 51

14 神奈川県 がん相談支援センターの役割や機能について周知されていない 地域に向けての広報や利用しやすい流れを作る
がん相談支援セン
ター

51
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14 神奈川県 院内の相談者の割合が高く地域からの相談が少ない
区役所や地域住民の活用が多い場に、行政に働きかけ、県のサポー
トハンドブックなどの設置を考える。

がん相談支援セン
ター

51

15 新潟県 がん相談件数が少ない。 外来看護師からの声掛けや案内掲示などでPRする。
看護部
がん相談支援セン
ター

51

15 新潟県
癌患者さんの中でも高齢者は、診療時に目の前の看護師にしか相談
せず、相談部門のドアを叩くまでしない。

診療時に看護師から、認定看護師や医療相談室を紹介する。 外来 51

18 福井県
がん相談支援センターが、何を対応するところなのか住民の方に浸
透していない現状がある

地域公開講座等でのPRや、他の公開講座（在宅介護地域公開講座な
ど）にも資料を持参し説明活動をしているので継続する

がん相談支援セン
ター

51

18 福井県
嶺南地域の住民の方に対して、２次医療圏外（小浜、高浜、大飯町
方面）でがん診療連携拠点病院がない地域への周知が図れていない

地域の総合診療を行っている病院のがん診療状況の把握と連携強化
がん相談支援セン
ター

51

20 長野県
相談者の大半が当院患者であり、拠点病院である当院以外の患者
等、地域の方がどこに相談対応を求めているか不明瞭。

・がん相談支援センターの広報の充実・周知
・行政の窓口など対応しているところがあるならば連携が必要

がん相談支援セン
ター

51

20 長野県

　患者やそのご家族、更に地域住民に相談支援センターの周知が不
十分と感じる。
　理由：拠点病院である当院に受診中の方でも相談される方は、一
部である。相談された方から「こんな所があるんですね」と時々言
われる。支援センターの無い施設の患者さん等は、不安な思いや抱
える問題を声に出せずに自分たちだけで何とかしようとしたり、混
乱のまま進んでいるのではないだろうかと思う。

国や県の担当部署とがん相談支援センターの啓蒙活動
・がん相談支援センターの地域住民への啓蒙

がん相談支援セン
ター

51

20 長野県
相談支援センターの地域への浸透が不十分であるため、病院にかか
られていない方の相談がほとんどない。

相談支援センターを地域に周知し、患者、家族が気軽に相談にきて
もらえるようにしていく　また院外からの相談に対応できるよう相
談員のスキルアップをしていく。

がん相談支援セン
ター

51

20 長野県
がん相談員が兼任で１人で活動しており、院内、地域への活動がほ
とんどできていない状態

病院でのがん相談の今後の方針の検討が必要
がん相談支援セン
ター

51

21 岐阜県

相談窓口があることを知らず、相談していない人がいると
思われる。広報活動を行ってはいが、広く一般市民への周知につい
ては、日々の業務に追われて後回しになっている。
一方、多くの相談ニーズがあった場合に対応できるか、相談員の人
員の課題もある。

院内、院外での広報活動を長期的に計画していく。
広報について、行政機関と協働することを働きかける。

がん相談支援セン
ター

51

22 静岡県
地域の患者さん、ご家族への周知が不足しており他院通院中患者さ
んが相談支援センターの存在を知らない。

がん治療センター事務局とがん相談支援センター
がん相談支援セン
ター

51

22 静岡県
がん相談支援センターの市民への認知度を高めたいと思うが、思う
ように進まない。

行政などの相談窓口へがん相談支援センターのチラシを置いていた
だき、連携をしていく。

がん相談支援セン
ター

51

22 静岡県 院内がん患者さんでも、相談窓口を知らないで悩んでいる人がいる
がん告知した患者すべてにがん相談支援センターのリーフレットを
渡すなど、院内での決まり事を作る

がん相談支援セン
ター

51

22 静岡県
がん相談支援センターの広報について、市民に広く周知する方法の
ひとつとして「市の広報誌への掲載」が効果的と考え、働きかけた
が、一民間医療機関の掲載は難しいといった回答であった。

市内のがん診療連携拠点病院と行政と連携し働きかけていくかどう
か。

がん診療支援セン
ター　がん相談支援
センター

51

23 愛知県
院内の患者会、ウイッグ相談会、就労相談会などの利用者が少な
い。

院内職員、患者・家族への案内方法を検討する。
がん相談支援セン
ター

51

24 三重県

緩和ケア内科外来を通院中の患者さま
利用できるサービスや社会保障制度について、どこに相談したらよ
いのかわからない、自分で手続きをしようとしたが手続きが複雑で
あったため途中で頓挫してしまったとの言葉が聞かれる。

がん相談支援センターと、病棟・外来看護師との連携を図ってい
く。
サービスや社会保障制度の案内がされているのかなど、わかりにく
い現状があるので、マニュアルやチェックリストのような多職種で
情報が共有できるツールなどがあるとよい。

緩和ケアチーム 51

25 滋賀県

がん相談支援センターの広報について。現在、「がんと診断された
時に主治医等よりがん相談支援センターの案内をする」「がん相談
支援センター業務の一つに広報・周知活動」などの取り組みをして
いるが、まだまだ必要な方に必用な時に相談支援を利用いただけて
いるとは言い難い。

がんと診断された時に主治医より案内することは引き続き重要。必
要な方に必用な時にがん相談支援センターを利用いただくためにが
んになる前から市民に知っていただくことも重要。官公庁、マスメ
ディア等と協働し広く市民に存在を知っていただく活動を行う必要
がある。

がん相談支援セン
ター

51

26 京都府
がん相談支援センターの周知について、もっと早い機会に知ってお
きたかったという患者さんのニーズに答えられていない。

外来：がんと診断された時から相談窓口があることを周知する。
がん相談支援セン
ター

51

26 京都府 がん相談支援センターの認識度が低い
市民に向けてがん相談支援センターのPRの為の講演会・相談会など
の年1回以上の実施をがん拠点病院の指定要件に加える。また広報
紙の作成なども併せて作成し、院内外のPRに

がん相談支援センター 51

26 京都府
がん患者・家族全ての人に、がんに関する相談窓口があるという案
内が充分に出来ていない

病院の各部署において、相談部門があることの情報提供出来るよう
周知していく

緩和ケアチーム 51

26 京都府
拠点病院で治療を受け、1年以上通院している患者さん家族が、院
内のがん相談支援センターの存在を知らなかったと言われることが
ある。

少なくとも、がんと告知を受けた時点で、がん相談支援センターに
ついてお知らせするシステムづくりを行う。（病院職員への周知を
図る。）

51

26 京都府
府民の方ががんに関する困りごとを持っていても、当センターへの
相談につながっていかない。

当センターの存在について、府民への周知を図る。
（要望）がん情報サービスのがん相談支援センター一覧に、拠点病
院以外が設置する支援センターについても、記載いただきたい。

51

27 大阪府 自施設以外の相談対応があまりできていない
広報の充実、他医療機関への案内・他医療機関の相談員との繋がり
をもつ

がん相談支援セン
ター

51

27 大阪府
がん相談支援センターががん患者・家族の全員へ周知がなされてい
ない。

がん患者・家族が、がん相談支援センターの存在を知ることができ
る広報を病院全体で行っていく体制を作る。

がん相談支援セン
ター

51

27 大阪府
がん相談支援センターについて、当院のHPや入院案内のリーフレッ
ト等で周知を行っているが、相談件数が横ばいである。

緩和ケアサポートチームとがん相談支援センターから、病院内のス
タッフに向けて、がん相談支援センターを周知して頂き、来院患
者・家族に紹介し、相談を受けて頂くよう促す。

がん相談支援セン
ター

51

29 奈良県
地域フォローの患者や施設スタッフ（医師含む）への広報がされて
いるのかどうか。拠点病院のスタッフが知っているか不明。

県が中心となり、どのように相談できるか等、見やすく理解しやす
いポスターやリーフレットなどを作成する。街の商業施設や保健
所、広報紙などでアナウンスする。

外来化学療法室
（腫瘍センター）

51

29 奈良県

がん相談支援センターや相談窓口の存在がまだまだ周知されていな
い　　病気だけでなく、家族や、仕事、治療に掛かる費用など、多
岐に渡り相談出来る第三者の存在について認知できていない。患者
さんの家族のサポートも必要と思われる。

相談室、がん相談支援センター、医師、看護師など、全体の連携や
情報の共有が必要。

医療サービス課 51

29 奈良県
肝疾患相談センターに肝がんについてのご相談に来られた方がいま
した。

肝がんについて相談があった時には、内容にもよるかと思います
が、がん相談支援センターに紹介する

肝疾患相談センター 51

29 奈良県
がん相談支援センターの役割について、患者・家族が理解できてい
ない

がん相談支援センターが、院内および地域の公共機関へポスター掲
示等により啓発する

地域医療連携室 51

29 奈良県
医療福祉相談窓口にがん関する相談を受けること掲載し、ポスター
などで案内しているが、がん関する相談事で直接患者・家族さんか
ら相談を受けることが少ない

「がん相談支援センター」のような名称を掲げた部署を設置する
部署設置は現状難しいので、ＨＰ掲載などしてさらに積極的に医療
福祉相談窓口でがん相談に関する相談が受けられることを周知する

地域医療連携セン
ター

51

29 奈良県
医療者との関係性を気にして　特にセカンドオピニオンや他院の受
診に関して言い出せない院外の患者・家族からの相談対応に限界

他の医療機関の相談員や相談部門と連携して対応 がん相談支援セン
ター

51

31 鳥取県 がん罹患前の患者家族の相談支援センターの利用が少ない
保健所や市町村、保険事業団などとがん相談支援センターの相互協
力関係を形成する

がん相談支援セン
ター

51

32 島根県
【広報・周知】
拠点病院以外の病院での相談窓口体制の周知ができていない

院内での体制整備。外来、周知徹底のための活動（看護外来など外
来看護師と相談窓口との連携）

拠点外病院外来部署 51

32 島根県
【広報・周知】
拠点病院以外で治療を受けている患者は、拠点病院のがん相談支援
センターを知らない

拠点病院がん相談支援センターからの情報発信 拠点外病院外来部署 51

33 岡山県
がん相談支援センターについて、患者さんやご家族、また患者団体
への周知が不十分である。

県内のがん相談支援センターが協力し、パンフレット等を活用し
て、さらに広報活動に取り組む。院内においては、がん相談支援セ
ンターと主治医や看護師（外来・病棟）の活動をつなぐよう、啓
発・連携を図ることで対応する。また、地域に出向きPRしていく。

がん相談支援セン
ター

51

34 広島県 がん相談支援センターの存在を知らない患者さんが多い。

市民病院のホームページや広報誌にも情報掲示しており、病棟や外
来にポスターを掲示し、リーフレットも配置している。市の図書館
にもリーフレットの配置を依頼しているが、更に啓発の必要があ
る。

がん相談支援セン
ター

51

34 広島県
診断前の漠然として不安、診断後の不安や困り事を抱えていても、
患者、家族が相談窓口を知らないことがある

外来看護師、病棟看護師とがん相談支援センターの周知や連携が必
要

51

34 広島県

がん相談支援センターを治療後に知り、「治療前や診断時に知って
いればよかった」と言われた
・ICの時に頭が真っ白になりDrの話が理解できなかった今後のこと
がかんがえられなかったため

外来看護師、病棟看護師とがん相談支援センターの周知や連携が必
要

51
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36 徳島県
様々な広報（パンフレット・ポケットテッシュ・マスコミ
の活用等）を行っているが、１拠点病院の周知だけでは限界があ
る。

県やがん診療連携協議会等、有機的な連携を通じ、
実効性かつ効果的な広報周知が必要となってくる。

がん相談支援セン
ター

51

38 愛媛県
相談支援センターの広報が広く県民に行きわたるようにはできてい
ない。

行政と連携し、行政からのイニシアチブの元、公的なイベントやメ
ディア（県公報、TV）を利用して広報する。

がん相談支援セン
ター

51

40 福岡県
　患者、家族としては困りごとを抱えているが、どこに相談した方
が良いか分からず、一人で抱え込み、悩んでいる人がいる。

　がん相談支援センターが相談支援事業の周知、広報を行うことが
必要。マスコミの活用などが求められる。

がん相談支援セン
ター

51

40 福岡県
　病名告知後、精神的なフォローができておらず、ひとりで誰にも
相談できずに、悩みを抱えている人がいる。

　医療スタッフ全員が意識を高め、患者や家族の困りごとをキャッ
チして、それを専門家につなぐ力が必要である。

がん相談支援セン
ター

51

40 福岡県
がん相談支援センターの存在や役割・機能が
周知されていない（医療者、患者・家族ともに）

がん相談支援センターの周知活動
がん相談支援セン
ター

51

41 佐賀県
がん相談支援センターの周知・広報活動が不足しており、患者さん
が相談する場を知らず、相談出来ていない。

広報活動として、駅や市役所等にポスターやチラシを貼付し、患者
さんや市民の皆さんに発信していく。（貼付場所を増やす、内容の
見直し等）その結果を、アンケートを実施する事で、成果を図る。
図書館と連携を図る。

がん相談支援センター 51

42 長崎県
市民・県民へがんについて総合的に相談できる窓口が知られていな
い

県や市と連携し、広報活動を行い、普及・啓発に努める。公共機関
への広報活動の協力依頼

がん相談支援センター 51

43 熊本県
がん相談支援センターの存在を知らない。→どこに相談したらいい
かわからない

現在行っている周知活動（ポスター掲示、チラシ、ホームページ、
口コミ）の継続。

がん相談支援セン
ター 51

45 宮崎県 がん相談支援センターの認知度が低い

がん相談支援センターで院内ポスターの作成やネット
上での案内を行ったり医師からの説明時にセンターの
案内を必須化するなどの対策案を考え、県のがん拠点病院で協働し
て活動する。

地域医療
連携センター

51

17 石川県

拠点病院（県指定の病院含む）以外の病院相談員に対して、がん相
談支援センターの周知や連携が不足している。例えば、拠点病院以
外の病院相談員から県拠点病院がん相談支援センターへの相談は、
年５件未満でありほとんどなされていない現状がある。

がん相談支援センターでは、患者家族からのみならず相談員等ス
タッフからの相談も受け付けていることを周知し、拠点病院とそれ
以外の病院の連携を図りながら相談支援ができる体制が望ましい。

がん相談支援セン
ター

52

31 鳥取県
医療者に対するがん相談支援センターの認知度が不十分で、相談の
ニーズが有る患者家族が、適切に相談支援センターに橋渡しがなさ
れていない。

がん相談支援センターの広報活動を努力することは言うまでもない
が、がん関連医学学会などでもがん相談支援センターの活動に関す
るアピールがあると良いか。医師会や保健福祉機関への広報を行
う。

がん相談支援セン
ター

52

8 茨城県 病院の構造上の問題もあり、相談支援センターへのアクセスが悪い
事務部・相談支援センター
案内板を設置したりしているが、更なる策を考える必要がある。

相談支援センター 53

9 栃木県
施設の中に「がん相談支援センター」として独立した相談場所が確
保されていない

病院のリニューアルに伴い「がん相談支援センター」の場所を確保
し、「がん相談支援センター」の表記をしていく。経営管理課と協
働していく。

地域連携部 53

9 栃木県
院内に「がん相談支援センター」として独立した相談場所が確保で
きていないために、患者さんや家族が気軽に相談できる環境が整え
られていない。

院内で相談支援センタースペースの確保について検討する。
がん相談支援セン
ター

53

10 群馬県
病院内のがんに関する支援をする部署が、患者支援センター、腫瘍
センター、緩和ケアセンターの３つがあり、わかりずらい。

病院全体で、がん診療にかかわる部門を一元化するための検討を行
う

がん相談支援センター 53

15 新潟県 相談者が相談できる面談室が少ない。対応できる人員が少ない。 面談スペースの確保、人員補充や体制づくりに努める。
看護部
がん相談支援セン
ター

53

15 新潟県
患者会やサロン等設置していないため、患者さん達の気軽に立ち寄
れる場所がない。

がん相談支援センターとしての役割がはっきりしていないため、院
内外とも地域とのかかわり合いをどのように持っていくか課題であ
る。

がん相談支援セン
ター

53

15 新潟県
癌患者さんにとって、治療以外の相談（お金、仕事等）についての
相談場所が分かりづらい。

院内連携を強化し、医療相談室を紹介する。また、ホームページや
掲示などで周知を行う。

医療相談室 53

17 石川県 がん相談支援センターに気軽に相談できる雰囲気が不十分である。
がん相談支援センターがドア開放等、気軽に相談できる雰囲気づく
りに努める。

がん相談支援セン
ター

53

18 福井県
がん患者さんの治療に対する不安や疑問、また、そのご家族が抱え
る不安などを聞き、対応できる環境をつくる必要があるが、環境づ
くりが難しい。

外来・病棟・地域連携室等多部門との調整を密にして対応する。そ
のためには、調整できる連携体制を構築する必要があると考える。

看護部、地域医療連
携室、がん相談支援
センター

53

20 長野県
利用者の視点・意見などを踏まえると、予約制ではなくアクセスで
きる体制が必要である。

専従がん専門相談員の常駐 患者会 53

20 長野県

患者は専門的な知識がないうえに、患者自身が価値観が明確でない
状況もよくある。よって、先生にお任せという気持ちになる。しか
し、価値観を自分自身でわかることが大切である。しかし、相談員
がそのような相談技術があるのか不明で相談行動につながらない。

「医療者とあなたの価値観をつなげよりよい治療の決定ができるよ
うお手伝いします」など、相談支援センターが何をするところか分
かるようにする必要がある。加えて、相談員の患者の価値観を捉え
る技術の向上が最も重要

患者会 53

22 静岡県
電話相談を必要としている人（患者・家族・県外がん患者・一般市
民等）に、希望するタイミングで対応することが難しい。

がん相談支援センターの相談員・相談時間は限られているため、静
岡県全体として24時間、あるいはメール相談などに応じられる体制
を検討する必要がある

がん相談支援センター 53

22 静岡県 相談室の場所が分かりづらい。
立地を変えることはできないので、分かりやすい案内掲示を行う。
ポスターなどの掲示物に工夫をする。

がん相談支援センター 53

22 静岡県

外来で困っている人が潜在する
当院がん相談支援センターは、外来患者の導線から外れた場所に位
置し、部屋自体患者向けに開放されていないため入室しにくい環境
である。
外来患者及びその家族が相談に来るきっかけがつくれない

外来受診時の問診票に心配事を記入できる工夫をする。記入のある
患者については、外来より連絡が入るシステムづくり

院内がん相談支援
センター

53

26 京都府

センターの相談窓口が外来棟に移転し、入院患者・家族のアクセス
が悪くなった。病院の経営方針の影響で、入院・外来共にアクセス
しやすい場所への相談窓口設置が思うようになされていない。入院
支援センター内への移転となり、他部署と共同使用のため、落ち着
いた相談窓口という環境が確保できていない状況。

本部と医療経営戦略部：患者利用状況や院内「患者さまアンケー
ト」結果の分析から環境改善の手を打ってもらえるよう働きかけ
る。

がん相談センター 53

27 大阪府
患者や家族にとって、まだまだがん相談支援センターへの相談に対
するハードルが高い。

診断された際に主治医から相談窓口があることの周知の依頼。相談
支援センターだよりなどを発行し、身近に感じてもらう。

がん相談支援セン
ター

53

27 大阪府 建物の一番端に位置しており、場所が分かりづらく、入りづらい オープンカウンターや看板設置を検討する
がん相談支援セン
ター

53

27 大阪府
相談支援センターにがん相談を希望し来院した患者家族に対し、予
約優先の為、場合によってはすぐの面談対応ができないことがあ
る。（院内、院外問わず）

相談支援センター内のマンパワーが足りておらず、予約状況と相談
内容によって当日対応している状況である。可能であれば当日窓口
対応の出来る職員を配置して、院外相談も当日相談希望者に対応で
きるようにしていけたらよいと思う。

がん相談支援セン
ター 53

27 大阪府
患者さんやご家族は、困りごとがあってもなかなか相談支援セン
ターに出向こうとは思えない。また、相談窓口の敷居が高く、相談
に来れなかったとの声があり、気軽に相談のできる場がない

看護部でがん看護相談を行なっている。継続して病棟や外来スタッ
フと相談窓口をつなぐシステムが院内に必要。また、オープンな場
所での相談会や立ち寄れる勉強会の開催などが検討できる

がん相談支援セン
ター

53

27 大阪府
電話相談が重なった場合（つながらなかった場合）、どこかで対応
できればよいが、そのようなことがあったのかどうかも把握できて
いない。

がん相談支援センター以外に連絡できるところを2～3か所は設定し
て、つながらないことがないようにする。⇒もしくは留守番電話設
定をつくる？折り返し相談する？

がん相談支援セン
ター

53

28 兵庫県
施設として、クレーム対応の窓口が明確化されていないため、事例
に対応する際に苦慮する。

各施設で、窓口をどこにするのかを検討する。 がん相談支援センター 53

29 奈良県
患者さんが不安や心配事を気軽に話せる環境がない

病棟とがん相談支援センターが連携し対応する
地域医療連携室 53

31 鳥取県
院内で患者さんが利用できる相談窓口が点在しており、窓口ごとに
相談できる内容を明確化できていないので、相談者はどこに何を相
談していいのか迷う。

院内の相談窓口を集約化し、お互いの活動を見える化することで相
談者が1箇所に行けば相談したいことを適切な場所で相談できる体
制を整える。

医療福祉支援セン
ター

53

32 島根県
【相談支援センターとの連携】
他の病院（がん相談支援センター）へ連絡をしたくても相談しにく
い現状

拠点病院がん相談支援センターからの情報発信 拠点外病院外来部署 53

34 広島県
がんの相談に対応する部署が院内でも多くある（がん相談支援セン
ター，がん患者指導管理料の算定に関わる部署，がん看護外来な
ど）が，それぞれが連携することが不十分と感じる

患者さんやご家族にとっては，必要な時期に必要な部署が関わる機
会が増えるのでメリットになると感じている。院内での連携が取れ
るよう情報交換の場が必要

がん相談支援セン
ター

53

38 愛媛県
プライバシーの保護に配慮した患者・家族への対応を行う環境（自
然光の入る個室相談スペース）を十分に整えたいが既存施設として
限界がある。

患者・家族が気軽に且つ安心して相談を受けることができる相談ス
ペースの確保を目的とした改修費用を国、県の予算計画に向けて要
望する。

がん相談支援セン
ター

53

38 香川県
患者さんやご家族など相談が重なった場合、プライバシーの保持で
きる相談室の確保が厳しい

相談者が安心して話のできる場所の確保を医事課とも相談し検討し
ている。

がん相談支援セン
ター

53

40 福岡県
院内スタッフから患者さんやご家族へ、がん相談支援センターの案
内をしてもらうが、相談しにくいのか利用が少ない

他部門との連携をより進める。リーフレットを渡すだけでなく、実
際に場所まで案内したり相談員と一度顔を合わせておくと利用しや
すくなるのではないか。

がん相談支援セン
ター

53
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40 福岡県
患者さんが病気や治療のことで不安があり、がん相談支援センター
があることは知っているが、気軽に利用ができない。

がん相談支援センターの利用に関して、がん相談支援センターだけ
でなく、地域住民の生活に身近な存在である市役所や保健所からも
広報を行う

がん相談支援セン
ター

53

40 福岡県
通院の患者さんや家族の心配や困りごとに対して、自ら気軽に相談
できていない

看護師とがん相談支援センターが連携をとり、相談場所へつなぐ 外来化学療法室 53

40 福岡県
通院中の患者・家族の日常生活での不安や再発の不安などを気軽に
相談できる場所がない

がん相談支援センターと病棟や外来看護部が連携することで対応す
る

がん相談支援センター 53

40 福岡県
抗癌剤治療中の患者さんや家族が、抗癌剤治療中の困りごとや副作
用についての不安などを気軽に相談できる場所がない

がん相談支援センターと化学療法室看護師が連携することで対応す
る

がん相談支援センター 53

41 佐賀県 困っている患者・家族が相談できる場が限られている。 がん相談支援センター外での出張相談 がん相談支援センター 53

43 熊本県 院内の構造上、がん相談支援センターの場所の確保が難しい
H29年度に新病院開院予定のため、センターの設置を
進めている

地域医療連携室
53

43 熊本県
がん相談支援センターを知っている人が少ない。知っていても利用
される方が少ない

医師や他部門との連携。診断時がん相談支援センターのカードを渡
してもらう等継続的に周知活動を行う

がん相談支援セン
ター 53

47 沖縄県
１つの組織に複数の相談部門があり、どの部門にいけばいいのか
迷ったという声がある。

他の相談部門同士が互いの専門性をしり、どの窓口で受けつけをし
ても適所に案内できるよう連携して対応する。

がん相談支援セン
ター

53

9 栃木県
拠点以外の病院で治療を受けている患者さんへのサポートの必要性
を感じているが対応は難しい

拠点病院以外の施設の相談員への支援
がん相談支援セン
ター

54

14 神奈川県
患者・家族のニーズが把握できていない（がん相談支援センターに
相談に来ていない患者・家族がもつニーズの把握ができない）

相談窓口の広報（院内掲示物の工夫、区役所や地域ケアプラザ等で
のポスター掲示）

がん相談支援セン
ター

54

21 岐阜県
相談対応が不十分であった場合や、受診している病院の相談窓口で
相談すると医師に伝わってしまうと考えて相談できないでいる。

安心して必要な相談支援が受けられるよう、相談員の
質向上のための研修を広める。

がん相談支援セン
ター

54

22 静岡県
拠点病院以外の患者・家族へのサポートがどの程度できているのか
不明

がん相談支援センターが地域の資源についての情報を収集し、二次
医療圏の総合病院のがん相談担当者を集め、情報提供など相談員を
支援する

がん相談支援セン
ター

54

24 三重県
がん相談支援センターに来室できる患者・家族は良いが、来室でき
ない患者、困っていても相談までのアクションを起こすことができ
ない人のフォローが必要。

病院内、地域関係機関への相談支援センターの周知を継続的に行っ
ていく必要がある。

相談支援センター 54

27 大阪府
市民（院外の患者・家族さん）への、がん相談の対応ができていな
い、相談できるということが知られていない、問い合わせがなけれ
ば支援できていない

地域連携を通じて、院外でのがん相談に対応することを広報する。
市民以外でも小中高校などの学校にもがん教育を広めていく。地域
での出張相談や診療所などでの広報活動を行う

がん相談支援セン
ター

54

27 大阪府
拠点以外の病院で治療を受けている患者さんへのサポートについ
て、ニーズ把握すら出来ていない

院外患者もがん相談支援センターにアクセスしやすいよう、より広
報周知に工夫が必要。また、拠点以外の病院でがん患者の相談にど
のように対応しているか、相談の上で困っていることがないか、拠
点の相談支援センターで協力できることはないか等のニーズ調査を
検討しても良い。

がん相談支援セン
ター

54

29 奈良県
潜在的に悩んでいる患者・家族等を救い上げていくには、どうすべ
きか。

広報等による周知に合わせて、院内職員全員ががん相談支援セン
ターの機能と存在を知るための周知活動を更に行い、各部門で悩ん
でいる患者・家族等を救い上げていく体制整備が必要である。

がん相談支援センター 54

40 福岡県
現状は、拠点病院個々の対応に留まっており、福岡県全体のがん患
者や家族への対応ができているかの評価が行われていない

行政が、拠点病院と協力して、地域が抱えている問題やケアされて
いない状況が何なのかを明確にし、福岡県のがん対策基本計画から
更に落とし込んで、目標を立案し、PDCAサイクルを回していく必要
がある

がん相談支援セン
ター

54

40 福岡県
拠点病院以外で治療を受けている患者さんへのサポート力にジレン
マを抱えている医療者がいるが、がん相談支援センターの周知が低
い

拠点病院のがん相談支援センターから教育体制を発信する。研修の
回数を増やすことは難しいがニーズがあれば対応を検討していく。
相談支援センターの情報を病院誌から発信する

がん相談支援セン
ター

54

40 福岡県
拠点以外の病院で治療を受けている患者さんへのサポートの必要性
は感じていてるが、なかなか対応できない

がん相談支援センターと拠点以外の施設の相談員が連携してを支援
する

がん相談支援センター 54

41 佐賀県 患者さんの退院後の生活実態を把握出来ていない。
院外関係機関との事例検討やフィードバックの場を設ける事で、地
域での生活やサポート体制を、院内でも分かってもらえる。

がん相談支援センター 54

41 佐賀県
当院で治療をされていない患者さん、ご家族へもサポートが必要で
あると考えるが、がん相談支援センターという相談窓口の周知が不
十分であることもあり対応できていない。

がん相談支援センターにて院内外の周知活動（ポスター作成し拠点
病院外の医療機関へ掲示してもらう等）を行い、地域の方に窓口を
知っていただく。また、センターの相談員数も限られマンパワー不
足でもあるため、相談員の配置数も検討が必要であると考える。

がん相談支援センター 54

42 長崎県 拠点以外の病院で治療を受けている患者さんへのサポート
がん相談支援センターで地域の資源についての情報を収集し、拠点
以外の施設の相談員と情報共有し、連携をはかる。

がん相談支援センター 54

42 長崎県
拠点以外の病院で緩和ケアを必要としている患者さん・家族へのサ
ポート

緩和ケアセンターとがん相談支援センターで地域の資源について情
報共有し、拠点病院以外の施設の相談員を支援する。

がん相談支援センター 54

42 長崎県
拠点以外の病院で治療を受けている患者さんへのサポートの必要性
を感じていても、なかなか対応できない

（自設がん相談支援センター）
・がん相談員が拠点病院以外の地域の相談員とのネット
  ワークを強化、構築する
・拠点病院以外の地域の相談員向けに県内のがん相談員が「がん相
談支援、情報提供」の研修を行い、支援する
・地域のがん医療等の資源についての情報を収集・提供
  し、拠点病院以外の施設の相談員を支援する

（県内の相談支援・情報提供WG部門）
・拠点病院以外の地域の相談員向けに県内のがん相談員が「がん相
談支援、情報提供」の研修を行い、支援する
・地域のがん医療等の資源についての情報を収集・提供
  し、拠点病院以外の施設の相談員を支援する

がん相談支援セン
ター

54

44 大分県
拠点病院・協力病院以外の病院で治療しているがん患者さんがどれ
くらいいるか把握はできない。そのような患者さんのサポートまで
は難しい。

わからない
がん相談支援セン
ター

54

44 大分県
拠点病院以外の病院には相談員がいない場合が多い。そのような病
院で治療を受けている患者・家族へのサポートは難しい。

拠点病院から病診連携で繋いだ患者の場合は、各拠点病院のがん相
談支援センターを利用していただくよう事前に連携先の病院、又は
患者・家族に周知させる。

がん相談支援セン
ター

54

46 鹿児島県
拠点以外の病院で治療を受けている患者さんへのサポートの必要性
を感じていても、なかなか対応できない

がん相談支援センターで地域の資源についての情報を収集し、拠点
以外の施設の相談員を支援する

がん相談支援セン
ター

54

47 沖縄県
支援病院以外で治療を受けている患者さんのサポートの必要性を感
じているが、対応できていない。

他の病院における必要なサービス、渡航費用助成制度等が活用でき
るよう支援員との連携を強化する。

がん相談支援セン
ター

54

9 栃木県
院内の職員の中でも、がん相談支援センターの役割・存在の理解が
不十分である。

院内職員に対する継続的な周知を行う
がん相談支援セン
ター

61

11 埼玉県
就労に関わる内容についても、がん相談支援センターにて相談が可
能であることが、まだ院内スタッフ、患者に周知されていない部分
がある

がん相談支援センターの周知とあわせて、就労に関する相談につい
ても、日々の業務において対応していることを周知していく。

がん相談支援セン
ター

61

11 埼玉県
外来通院中の患者さんで必要なタイミングで、がん相談支援セン
ターにつながらず、問題が大きくなってから紹介になることがある

がん相談支援センターで、院内のスタッフ（特に外来スタッフ）に
がん相談支援センターの周知をはかる。

がん相談支援セン
ター

61

14 神奈川県 がん相談支援センターの役割を院内職員に周知できていない
病院としてがん相談支援センターの周知を図る。職員が活用できる
ようなリーフレットを作成するなど、意見を持ち寄る。

がん相談支援セン
ター

61

14 神奈川県
院内職員への周知不足があり、がん患者、家族への院内リソースの
案内ができていない。

院内職員への周知（がん相談支援センター、がん患者サロンなどの
活動内容、相談方法など）

がん相談支援セン
ター

61

20 長野県 癌治療で入院されている患者への、関わりが不十分。 相談支援センターと病棟の連携。
がん相談支援セン
ター

61

23 愛知県
がんと診断されて、これから治療をはじめる人の不安に対応できて
いない

外来看護師や主治医にもっとがん相談支援センターの存在を知って
もらい、患者さんに案内してもらう

がん相談支援セン
ター

61

27 大阪府
がんと診断され、オペのために入院する患者さんの「病気について
の受け止め方」「入院後の要望」などを聴き、記録に残している
が、入院後その情報を生かしたかかわりがなかなかできていない。

外来、病棟間の連携をさらに強化する 看護部 61

29 奈良県
院内スタッフ（医師、看護師など患者・家族にかかわるスタッフ）
ががん相談支援センターの存在や役割を知っておらず、患者さん・
家族から相談があってもうまくつなぐことができない。

がん相談支援センターが院内スタッフに対して、がん相談支援セン
ターの存在や役割等理解の強化。連携方法の周知等を行う。

外来化学療法室
（腫瘍センター）

61

29 奈良県
どのような病期・治療方針においても適応されることを看護スタッ
フが周知していないため、利用可能と理解していても情報提供の段
階で患者選択されてしまっている。

がん相談支援センターが定期的な告知、アナウンスを行い、スタッ
フの理解を得るように働きかける。

外来化学療法室
（腫瘍センター）

61

29 奈良県
がん相談支援センターと各科外来看護師の連携がとれつつあるもの
の、一部の看護師では「やや敷居が高い」と感じ、看護師発信の相
談や情報共有が少ない

がん相談支援センター職員と各科外来や外来化学療法室、放射線治
療室など治療部門の看護師が、互いに情報共有や相談ができる仕組
みつくりをおこなう。がん関連のCN、CNSがロールモデルとなり、
連携の実際を看護師に理解してもらう⇒成功体験を積み重ねる

外来化学療法室
放射線治療室

61

29 奈良県
残念ながら、病棟看護師や外来看護師が「がん相談支援センター」
の役割を充分に理解していない⇒このために患者さんに十分な情報
提供がおこなえていない

がん関連のCN、CNSがロールモデルとなり、連携の実際を看護師に
理解してもらうとともに　がん相談支援センターの広報活動にもが
ん関連のCN、CNSが参画する

外来化学療法室
放射線治療室

61
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29 奈良県
がん相談支援センターの存在を知らない人(職員など）が院内でも
いる。

がん相談支援センターの広報に努めていますが、折にふれて広報し
ていく。

がん相談支援セン
ター

61

29 奈良県
そもそもがん相談支援センターがどのようなことに対応しているか
ということに対する職員の認識が薄いかと思いますがいかがでしょ
うか。

別でHPで確認させていただきました。
見せていただいたすべてに対応いただいているのであれば特に足り
ないことはないと思いました。ただ実際にHPに記載頂いるような内
容すべてにおいて各科から支援センターまで患者さんの受診あるだ
ろうかと疑問に思いました。

口腔外科 医師 61

29 奈良県
地域医療連携室、医療相談室・がん相談支援センターの役割を患
者・家族のみならず、院内スタッフも理解していないことがあり、
患者さんをふりまわしてしまうことがある。

院内スタッフが各部署の役割を理解し、適切な部署につなぐことが
できるようにする。

地域医療連携室 61

29 奈良県
院内の医療者にがん相談支援センターの存在や役割が周知されてい
ない。

がん相談支援センターは緩和ケアセンター・腫瘍センター・放射線
治療科や病棟・外来などの専門・認定看護師や地域医療連携室など
と連携し、周知方法について検討する
医師や看護師を対象とした研修会や報告会の開催や参加

がん相談支援セン
ター

61

34 広島県
患者が一人で悩んでいるが、医師、医療者が、がん相談支援セン
ターの理解に乏しく、当センターを紹介、活用できていない

がん相談支援センターの広報。ＩＣ同席時など、がん相談支援セン
ターの冊子を渡し、相談員を紹介、対応していく

がん相談支援セン
ター

61

40 福岡県

【がん相談支援センターの周知が不十分】
がん治療が中止となりBSCの方針となった場合、緩和ケア病棟や在
宅緩和への支援が必要となってくる。院内スタッフに周知できてい
たら早めに紹介され介入ができるが、患者・家族からも早く知って
いたらという声を聞くこともある。

院内周知はがん相談支援センターで広報活動を行っていく必要があ
るが、市民向けの院外周知は行政の協力も必要。いっぱんタウン誌
での掲載等できるとよいのではないか。

がん相談支援セン
ター

61

40 福岡県
積極的に地域へ出て行かなければ、地域でサポートを必要としてい
る人を把握できない。病院幹部に院外活動の必要性を伝えるのが大
変。

院外活動をより積極的に行えるように、国や県から病院幹部へ直接
説明に行くなど病院自体にも働きかけてほしい

がん相談支援セン
ター

61

40 福岡県
院内の医師・コメディカルのがん相談支援センターの認知の低さと
利用に対する意識が低いと感じている

がん相談支援センターから院内誌や看護部への働きかけが必要（院
内便りの発行回数を増やす・院内研修を開く等）

がん相談支援セン
ター

61

41 佐賀県
がん相談支援センターのがん相談対応が、コアバリューズに則って
対応していることを、院内の医師はじめ病棟等の多職種に理解を促
すことが課題である。

がん患者が「主治医には言わないでほしい」「相談に来たことを伏
せておきたい」という希望があった場合、がん相談支援センターの
セオリーとして、守秘を貫くが、主治医や病棟は、「相談していた
ことを報告しなかった」として、苦情があがる。

がん相談支援センター 61

42 長崎県
院内の医療者がの理解がまだ十分ではなくがんサロンのことを知ら
なかったり、相談センターの案内などの協力が少ない。

院内がん研修会などを利用し理解をすすめる がん相談支援センター 61

43 熊本県
院内の周知が不十分で、がん相談支援センターの役割や必要
性ができていない

新病院となり、がん相談支援センターの設置ができれば、
さらなる周知活動をしていく

地域医療連携室
61

8 茨城県

社会福祉士が専従・専任の相談員なので医療的知識が弱いところも
あるので、医療的な相談があったら、外来や病棟の看護師とともに
対応するが、看護師も対応中のときがあるので即の対応ができない
ことがある。

看護部・事務部・相談支援センター
がん相談支援センターは社会福祉士と看護師が専従とする要件にす
る。

相談支援センター 62

15 新潟県
相談件数が多く対応に追われている。予約制を導入しているが、急
な対応が多い。

他部署へ協力依頼と人員の確保への働き。 相談支援センター 62

15 新潟県
化療の相談について、患者のアクセスビリティが高くなり、従来通
りの相談室だけの対応が大変になってきた。

最新の治療情報等定期的に認定NSより相談室での広報をしていただ
く。

がん相談支援セン
ター

62

17 石川県
事務局機能を担う人材が雇用できないため、患者向け医療者向けい
ずれも研修会開催が負担になっている。開催回数の少なさが間接的
に患者家族にデメリットとなっている。

担当すべき部署は各医療機関の事情に応じ異なるが、事務局機能を
担う人材の雇用により、研修会開催や広報活動など患者家族の困り
ごと軽減につながる活動ができる。

がん相談支援セン
ター

62

17 石川県
がん相談支援センターが看護職と医療ソーシャルワーカー等複数職
種で構成されている場合、特定の職種が不在の場合に代わって対応
できる者がおらず後日対応となる場合がある。

がん相談支援センターが、特定の職種不在の場合でも代替スタッフ
による相談体制を整備することが望ましい。当日相談希望の方に対
応が可能となる利点があるが、一方でスタッフ構成上他部署からの
応援要請を必要とする場合もあり必須とは言えない。

がん相談支援セン
ター

62

20 長野県 予約制ではない場合、利用者が重複すると対応が困難になる。 専従がん専門相談員の複数配置の制度的な保証
がん相談支援セン
ター

62

22 静岡県
がん相談員が有期雇用のため継続した支援が行えない、また相談業
務の成長が望めない

正規雇用にし継続支援を可能にしたい、人事課 医事課医療相談係 62

24 三重県

相談支援センターの人員配置について
業務量に比べ人員が不足している。仕方のない部分もあるが、自病
院の患者さまの対応に追われ、地域で療養されている方への働きか
けができているとはいいがたい。

補助金を増額し、人員配置を病院側が行いやすいようにしてほし
い。

相談支援センター 62

25 滋賀県

医師の説明内容が難しく、がん患者やその家族等が理解困難なため
に検査結果や病気、治療内容に対して不安、心配事を多く抱えてい
る。また、医師の診察場面に同席し、説明内容を補足するスタッフ
の確保が困難な現状である。

医師の説明時に同席する看護師等の確保、説明後にがん相談支援セ
ンターへ連携する仕組みつくりで患者やその家族等の不安や心配事
に早期に能動的に介入する。

がん相談支援セン
ター

62

25 滋賀県

がん相談支援センターの人員配置について。現在「基礎研修」
（１）～（３）を修了した専従及び専任１人ずつ配置となっている
が、各拠点病院によって独立部門、退院支援部門、地域連携部門を
兼ねるなど組織体制が医療機関でまちまちであり、他部門を兼ねて
いるがん相談支援センターでは十分に相談支援・情報提供が出来る
体制が整っているとは言い難い施設もある。

がん患者および家族、地域住人に、就労支援も含めた充実したがん
相談支援・情報提供を行っていくうえでは、次回計画には施設内に
独立した部門としてがん相談支援センターを設置する（ことが望ま
しい）、専従2名以上等がん相談支援センター機能の強化が必要。

がん相談支援セン
ター

62

27 大阪府
外来通院がん患者の継続的な身体的、精神的サポートと療養場所に
おける意思決定支援が重要となっているが、がん相談支援センター
相談員のマンパワーだけでは継続的関わりが難しい。

がん相談支援センター・外来部門との連携。アドバンスケアプラン
ニングを支援する認定、専門看護師の配置。

がん相談支援センター 62

28 兵庫県

相談員の人材育成という視点において人員配置が難しいこと。認定
がん相談専門員を配置するかどうか、がん相談支援センターを認定
がん相談支援センターにするかどうかなど将来構想として分からな
い。

がん相談支援室の活動のPR。がん相談支援室室長と人材確保に関し
て相談する。

がん相談支援セン
ター

62

36 徳島県
「非生産性部門」であるため、病院上層部からは、重要視
されていない面がある。

「相談」は元来、無料を前提としているが、病院経営との絡みか
ら、今後、診療報酬を含めた点数化が必要となってくる。

がん相談支援セン
ター

62

36 徳島県
徐々にではあるが、がん相談支援センターの認知度が向上
してきているように思う。がん相談件数に対し、がん相談員数が足
りていない面がある

がん診療連携拠点病院機能強化事業費を増額し、がん相談員の増員
を要望する。看護師と社会福祉士等、複数の職種を配置する必要性
があり。

がん相談支援セン
ター

62

38 愛媛県

県下・県外からの相談が多く、対応するスタッフがMSW3名（常勤）
と看護師1名（非常勤）となっており、電話相談、対面相談業務で
業務量として限界である。MSWへの入院患者の病棟訪室相談の要請
があってもすぐに対応ができかねている。

県がん診療連携拠点病院への相談員の配置（MSW）の増員もしく
は、各専門職種（薬剤師等）の相談支援センター配置を行政へ要望
する。

がん相談支援セン
ター

62

41 佐賀県
がん相談件数は増加するも、時間や人員配置から、苦悩を抱えた相
談者のニーズに十分応えることができなくなった。

診療報酬点数に反映できないポジションとして、人員配置の変更や
事務負担は増え、本来のがん相談者をお待たせすることが多くなっ
た。

がん相談支援センター 62

43 熊本県
患者さん、市民のことではありませんが院内でのがん相談支援セン
ターの立場が弱い

国の支援も必要。緩和ケアセンターは医師や看護師、臨床心理士、
薬剤師など組織としてチームが充実し、配置が義務づけられてい
る。がん相談支援センターは相談の対応など困難なことが多い割
に、研修をうけた人員の配置しか規定がないので、少人数の部署。
広報周知の重要性はわかるが相談が増えるとマンパワーの問題があ
り、広報周知に積極的なれない。緩和のように配置人数を具体的に
きめてもらえないでしょうか

がん相談支援セン
ター 62

11 埼玉県
連携業務に追われており、心理社会的な面での支援に費やす時間が
確保されない

人員の確保を国から明示してほしい。（○床に1人等）
がん相談支援セン
ター

63

12 千葉県

当院は急性期医療を担う総合病院である。がん相談支援センターの
相談事業を担うＭＳＷは在院日数短縮化を求められ、退院支援業務
に追われている実情がある。がん患者様への就労支援を行う必要性
は感じているものの、相談支援の体制：マンパワー不足もあり、充
分な支援が行えていない。

社会保険労務士との連携を図り、就労支援ができる様な体制整備が
必要だと考える。

医療福祉相談科 63

20 長野県
診療報酬上の退院支援に関する病院の整備の影響を受け、がん相談
支援センターの人材確保に影響が出ている。

要件の中に退院支援と役割を分ける必要性を明文化する。
がん相談支援セン
ター

63

25 滋賀県
がん相談支援センターの人員配置について。社会福祉士ががん相談
支援センターに専任でしか配属されておらず、退院支援等が主たる
業務となっている。

がん相談の相談内容は病気とともに就労等含む社会的問題も多くあ
るため社会福祉士を（できれば2名以上）専従に配置する必要があ
る。

がん相談支援セン
ター

63

26 京都府
がん相談支援センターが総合相談，退院支援，前方連携を兼ねてい
るので，相談の質の均てん化に苦慮している。

組織の整理，研修の受講，マニュアルの整備。
がん相談支援セン
ター（地域医療連携
室）

63

36 徳島県
がん相談員（看護師）が総合案内の受診・看護相談業務
も兼ねており、がん相談に十分な時間がとれない状況で
ある。

受診相談を外来部門の業務に移行することで、がん相談員ががん相
談に専念できる体制にする

がん相談支援セン
ター

63
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40 福岡県 緩和ケア療養施設への調整など、退院支援の役割が大きい。

・地域医療連携センターの退院調整看護師との協働
・地域医療連携センターとがん相談支援センターの
　役割分担を明確にする。

がん相談支援セン
ター

63

41 佐賀県
実際に相談へ来られる方、電話相談の対応を行う必要があるが、事
務手続きも多く、左記の対応をする時間が少なく感じる。

がん相談支援センターのマンパワー不足と重なるが、センターへ事
務員の配置についても検討が必要。

がん相談支援センター 63

1 北海道
外来通院での患者さんの不安、必要な支援をスムーズにがん相談に
つなげられていないこともある。（潜在的な問題も含め）

外来看護師の業務の煩雑さもあるが、がん相談の周知、をし、がん
相談につなげていけるよう連携を図っていく。（患者さんの情報を
共有していく。）

外来 64

2 青森県 がん化学療法を終了した患者さんの症状マネジメント 化学療法室と各科外来との連携が必要 がん化学療法室 64

12 千葉県

在院日数短縮に伴い、外来で告知や治療方針についてのＩＣが行わ
れることが多くなっている。外来で患者さんご家族のさまざまな
ニーズを十分に抽出することができず、後々ひっ迫した状態で課題
が明らかになる。

診療部、外来看護師、がん相談支援センターなどで連携を取り、患
者さんご家族のニーズを早期に抽出できるよう対応する

がん相談支援セン
ター

64

14 神奈川県
認知症のスクリーニングなど、初診時からケアニーズが高い人を見
出すしくみがない

看護部と相談支援センターが協力して、スクリーニングのしくみを
つくることが必要。制度や報酬の後押しも必要。

がん相談支援センター 64

20 長野県
がんと医療費について不安を話されている方がいても、外来ではそ
の方の経済状況までは詳しく聞けていない状況です。

医事課・医療社会事業部 外来看護師 64

20 長野県
院内においてもすべてのがん患者さんに対応はできていないため、
不安を抱えている人がいると思われる。

外来、病棟と連携を密にし対応できるようにしていく。
がん相談支援セン
ター

64

20 長野県
外来でのがん告知の場合、すべての患者に支援できていない。 外来看護師、医師との連携を強化し、がん相談支援センターの役割

をアピールしていく。
がん相談支援セン
ター

64

22 静岡県 通院の患者さんの相談支援が継続的にできない場合がある。 がん相談支援センターの人員配置。院内外来部門との連携を図る。
がん相談支援セン
ター

64

22 静岡県 院内がん告知後の患者さんすべてに関わることが出来ていない。
看護部とも協力し、認定看護師が告知に同席できるような体制づく
りをする。

がん相談支援セン
ター

64

22 静岡県
内服抗がん剤を服用される方やその他外来患者に対し、対応が不十
分になっている。

外来よりがん相談支援センターへケース依頼ができるような流れの
構築。

がん相談支援センター 64

23 愛知県
外来患者さんの痛みや不安への対応の必要性を感じるが、気軽に足
を運んで対応できるところがない。特に外来でがん告知をされた場
合のフォロー体制ができていない

がん相談支援センターと緩和ケアチームで連携を取って対応してい
く。

緩和ケアチーム 64

23 愛知県

がんの告知をされた時にがん相談センターの案内やカードを配布開
始や緩和ケアスクリーニングシートを導入するようになったが、連
携不足・サポート不足を感じる。外来では、通院治療センターのみ
しか緩和ケアスクリーニングが実施できておらず、緩和ケアのニー
ズの把握もできていない。

がん相談センターと病棟・外来の連携
・緩和ケアスクリーニングシートの使用患者の検討を行い、院内へ
の周知
・がん相談支援センターについて、院内職員への周知
・定期的に部署へのラウンド

がん相談支援セン
ター

64

23 愛知県
外来通院中で在宅支援が必要な患者の早期介入ができるといいが、
対応できていないことがある。

外来、病棟、入院支援、がん相談支援センターと連携して支援す
る。

がん相談支援セン
ター

64

25 滋賀県

入院中は各部署が連携を取り合同カンファレンスを開くなど情報を
共有しながら患者をサポートしやすいが、外来移行後は各部署が単
独で動くことが多く、情報共有がしにくいため、退院後の不安や悩
みへのトータルサポートが困難。

地域連携部門、診療科外来、化学療法部門、放射線治療部門、がん
相談支援センター、PCT等患者に関わる各部署が何らかの形で、外
来患者についても情報共有できる場を作る。

がん相談支援セン
ター

64

25 滋賀県
身体症状のあるがん患者を外来で十分にサポートする体制がない。
（主治医が単独でマネジメントを図っていることが多い）

緩和ケア外来やPCTによる外来緩和ケアの体制を整え、診療科との
連携を図る。

がん相談支援セン
ター

64

26 京都府

早期からの相談窓口としてがん相談センターの周知活動をして
いるが、十分な周知ができていない。例）「診察室でがん告知時
に、がん相談センターのパンフレットを患者に渡す」ように担当医
や外来担当看護師に依頼しているが、多忙すぎて
できていない、など。

がん相談センター、医局、看護部：パンフレットを手に取りやすい
位置に配置する、配布のルーチン化と手渡しを確実にするシステム
作り、医局会・師長会など関連部署への周知の継続。

がん相談センター 64

27 大阪府

１度相談支援を行い今後もサポートが必要と判断しても、以降患者
さんが当センターを来訪しない場合、その患者さんが最近どうして
いるか現状を把握できない。カルテで状況確認しているのみとなっ
ている。

がん相談支援センターが外来、病棟の看護師や主治医に現状を確認
する。

がん相談支援センター 64

27 大阪府
通院、入院中の患者や家族の苦痛への対応が
十分にできない（相談の件数が少ない）

がん相談支援センターの院内で対応できる内容の広報の強化、周知
徹底

がん相談支援セン
ター

64

27 大阪府
通院中で、特に治療開始前の患者さんやご家族が、がん相談支援セ
ンターを知る”仕組み”が乏しい

医療スタッフ・事務スタッフと連携し、利用の仕方を知ってもらう
がん相談支援セン
ター

64

27 大阪府
院内ネットワークが少ないため、院内の医療スタッフが相談ニーズ
に気づき、紹介してくれる環境が整備されていない

がん患者の多い病棟のカンファレンス、MSWカンファレンスに参加
し、こまめな情報共有に努める

がん相談支援セン
ター

64

27 大阪府
当院への受診希望があってもがん治療の専門病院のため診療情報提
供書や健康診断の結果がんの疑いがなければ受診が困難であり、受
診の案内が必要。

予約センターが予約についての説明一括して対応する。
がん相談支援セン
ター 64

27 大阪府
相談内容によって、それは緩和へ、それは地域へ言われ院内のどこ
に相談すればいいのか判らない。

患者支援部門を物理的に近い場所に設置する。自施設の患者支援部
門についての理解が得られるように院内周知を図る。相談窓口は1
つにして、その後トリアージできるシステムを作る

医局 64

27 大阪府
がん相談について紹介を受けた場合や自ら情報を得て相談にくる患
者・家族への支援はできているが、その他の患者・家族へは現場で
の対応に任せている

がん相談支援センターと当該部署看護師との連携で対応
がん相談支援セン
ター

64

27 大阪府
病棟のがん相談支援については、コンサルテーションがなければ支
援できていない

病棟看護師との連携
がん相談支援セン
ター

64

28 兵庫県
治療完遂後や地域の施設でフォローとなった患者・家族の
相談を受ける時、もっと早い時期にと感じる時がある

地域施設、地域住民への周知活動の工夫
がん相談支援セン
ター

64

28 兵庫県
外来化学療法以外の通院患者さんへの、再発不安などの心理・社会
的支援が充分にできない。

がん相談支援センターと外来の看護師との連携を密にすることに努
めるとともに、院内外へセンターが周知されるよう広報の仕方を検
討する。

がん相談支援センター 64

28 兵庫県
通院患者さんの緩和ケアへの移行支援および調整が充分にできない
ため、通院中断や緊急入院後慌ただしく調整となることが多い。

がん相談支援センターと外来の医師・看護師、地域医療総合相談セ
ンターとの連携を密にし、適切な時期に緩和ケアへの移行の意志決
定支援および調整がはかれる体制作りをする。

がん相談支援センター 64

28 兵庫県
放射線治療を受ける患者の多くが、費用の心配をされている。費用
に関する気がかりを口にされた場合は、がん相談支援センターの案
内をしてもらっているが、利用者は少ない。

外来と連携し、治療計画立案日の診察後に、全ての患者に治療費に
ついての情報提供ができる体制をつくる

がん相談支援センター 64

31 鳥取県
外来化学療法中のがん患者に対してセルフケア支援はできている
が、個別的、継続的な支援が行き届いていないのではないか

病棟、外来、化学療法室が連携をとり、支援が必要な事を情報共有
する。また、多職種とも連携をとり、専門職種に継続的な関わりを
依頼する。化学療法室とがん相談支援センターは定期的にカンファ
レンスを行い、情報共有、支援を検討を行う。

健診センター 64

32 島根県

【患者支援】
はじめてがんの告知を受けた方に対して、告知後の受け止め方や他
治療の方法のことなどゆっくり話を聴いたり提案することがタイム
リーにできていない

院内での体制整備。受診時に看護師が同席するなどの調整、様々な
不安に対し、看護師・MSWが対応できるよう調整

拠点外病院外来部署 64

34 広島県
外来通院中の患者さんが外来でのＩＣ内容を理解できていない時
に、ＩＣ同席の必要性を把握し、対応することが難しい。

外来のドクターアシスタントや、看護師と情報共有を図る。
がん相談支援セン
ター

64

34 広島県

患者さんが、外来化学療法室で抗がん剤治療をしていた際は、病状
や治療経過も含めて色んなことを気軽に化学療法室で聞いてもらっ
ていたが、内服に抗がん剤が切り替わったら、自分の病状も含めて
気軽に相談できるところがない。

各科外来で状況を把握し、がん相談支援センターのリーフレットを
渡してもらう。又、がん相談支援センターを利用してもらう中で、
対応を薬剤師や認定看護師に継げる。

がん相談支援セン
ター

64

34 広島県

相談室へ来られる方は，問題を感じ，相談するという行動がとれる
人であるが，患者の中には潜在的に問題を抱えているが，相談する
という行動をとれない人もいる。また，相談室の敷居が高いと感じ
ている人もいる。

病棟や外来と協力し，苦痛のスクリーニング等で潜在的な問題を拾
い上げ，相談支援につなげる。

がん相談支援セン
ター

64

36 徳島県
がん相談支援センターでどのようなことが相談できるのか、対応で
きるのかが患者・家族・医療者に広く深く伝わっていないために、
相談に繋がらなかったり、ニーズの掘り起しが不足したりする。

広報・対応例の共有等
がん相談支援セン
ター
患者支援センター

64

38 愛媛県
内服抗がん剤治療中の外来患者・家族への相談支援の提供が不十分
である。外来化学療法室を利用せず、外来受診のみのため、副作用
への対処、不安、社会資源の活用などを気軽に相談しにくい。

外来スタッフや、退院時に病棟スタッフからがん相談支援センター
についてインフォメーションしてもらう。外来と支援センターの連
携を強化する。

がん相談支援センター 64

43 熊本県
総合病院の中でがんが多くない科(整形外科など)ではがん患者への
対応に慣れていないために対応が不十分になる

がん相談支援センターと各科外来の協働
外来

64

46 鹿児島県 医療者からのがん患者の相談、介入は緩和ケア認定看護師へ依頼
啓蒙活動 がん相談支援セン

ター
64

47 沖縄県
告知時に看護師の同席ができていないので、告知後の患者さんやご
家族のサポートができていない。

告知する前に看護師や相談員へ事前に連絡を頂けるよう、医師へ協
力依頼する。

看護部 64
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47 沖縄県
外来化学療法を新規に始める患者へ、「がん相談」のニーズがない
か、スクリーニングする体制をとっているが、フォローアップが不
十分。

点滴センターと協働し、フォローアップ相談日の予約を取る
がん相談支援セン
ター

64

13 東京都

がん相談支援センターにはがんOCNSが専従配置されている。現在が
ん患者指導管理料2の算定も行っているががん看護外来は設置して
いない。がん相談支援センターのOCNSが対応する面談で、無料のが
ん相談とがん患者指導管理料2算定の面談の差異をつけるのが難し
い。

がん相談も全て無料ではなく一部診療報酬上の算定をとって行う場
合があることを院内外に周知する。

がん相談支援センター 65

13 東京都
通院の患者さんの生活支援・調整が必要と判断するが、どこが主導
権を持って対応するかあいまいである

がん相談支援センターと各外来の看護担当者との連携方法などシス
テムを構築する

がん相談支援セン
ター

65

20 長野県

看護外来の設置が進められているが、中長期的に支えていくことは
相談支援センターでも外来でも一緒である。
（いろいろなことが求められているが、その役割分けや整理が提示
されないまま進んでいる。）

看護外来と相談支援センターの役割分けを各施設だけに任せず、あ
る程度提示されたい。

がん相談支援セン
ター

65

20 長野県
栄養に関するがん相談と、外来栄養食事指導とのすみ分け。がん相
談から継続的な指導への流れなど線引きが難しい部分がある。

がん診療推進室 65

20 長野県
緩和ケアセンターと相談支援センターの協働と差別化が病院ごとで
違いがありすぎる。相談員個人の努力に頼りすぎているように思
う。

病院中枢がわかるように制度の中で、相談員の役割を分かるように
する必要がある。

患者会 65

26 京都府 がん相談支援センターの業務の統一
がん相談業務新センターの業務のがん相談・情報提供以外、退院支
援などは件数カウントしない。がん相談支援センターが他の業務を
行うことは可能。

がん相談支援センター 65

29 奈良県

がん治療についての相談、緩和ケア病棟の説明、今後の在宅療養に
ついての説明を別々の部署で行っているので、患者・家族がどこで
相談したらよいか分からない

先ずは、がん相談支援センターで一貫した情報提供を行い、詳しい
内容は医療相談室・地域医療連携室・緩和ケア外来が行う

地域医療連携室 65

46 鹿児島県
基本的緩和ケアの拡がり不足。対応する相談員、現場スタッフの教
育。その中で専門的緩和ケアにスピーディーにつながる連携不足

緩和ケアセンターの機能充実。都道府県拠点病院にがん相談支援セ
ンターは設置されたが、「緩和部門」の相談を専門家につなぐ、と
いうシステムの構築

がん相談支援セン
ター

65

3 岩手県
がん相談を受けがん相談員が困った時の相談支援体制が整っていな
い。

がん相談支援センター内での情報共有。認定看護師等、院内他職種
の専門分野の把握、連携強化。

がん相談支援セン
ター

66

14 神奈川県
多職種との連携の強化。相談内容によっては薬剤科、栄養科、リハ
ビリ等のスタッフとの協働が必要となるが人員・業務内容によりタ
イムリーな対応は難しい。

地域医療連携室以外の部署スタッフも積極的にがん相談支援の研修
を受講できるような取り組み。

がん相談支援セン
ター

66

14 神奈川県
薬局（無菌室あり／なし）（訪問）の情報が整理されていない。
（輸液を取りにいかれない）

各薬局、院内薬剤科　情報の集約と連携の方法の取決めの整備（各
部署）

がん相談支援センター 66

15 新潟県
病状や治療内容に関する情報提供を求めてくる相談者に対して、相
談窓口担当者のみでは即応できず時間がかかってしまう

がん相談支援センター 66

18 福井県
患者様、ご家族などと専門科の従事者と言葉を交わす時間・場（機
会）が少ない。

①に取り上げたような時間・場（機会）に携われるような体制作
り、配置作りを機関として取り組む。

陽子線センター（相
談員）

66

20 長野県
・がん相談支援センターを主に構成する看護師・MSWでは対応でき
ない、多岐に渡る相談内容への対応の苦慮
・がん相談支援センター構成員の問題

多職種ががん相談支援センターを構成する。
がん相談支援セン
ター
緩和ケア内科

66

20 長野県
メンタル面でfollowが必要そうでも精神科受診という程ではない時
に、どこへつなげたらいいか困ったことがある。

緩和ケアCN、リエゾンNr 外来看護師 66

22 静岡県
入院中の家族が緩和ケアに対しての問い合わせがあり、その度病棟
に連絡をとり情報を伝えるも病棟から情報が無いため、その場限り
の対応になってしまう。

がん相談支援センターと病棟の連携を図り、入院から通院をサポー
トできるようにする

がん相談支援セン
ター

66

25 滋賀県
相談内容によっては、より専門的な知識のある専門職で対応した方
が良いこともある。

がん専門相談員のスキルアップおよびがん相談支援センターの人員
配置を充実させる。（例：認定がん専門相談員を配置、がん看護
CNS配置、がん治療認定医とオンコールで相談できる体制等）

がん相談支援セン
ター

66

26 京都府

外来で化学療法や放射線治療を行う際、毎回支払額が異なる場合も
あり、医療費の説明が難しい。詳細な点数を確認するには医事課が
最適であるが、全ての患者に対し対応することはマンパワー的に困
難。MSWでは社会資源を利用した概算などは説明できるが個々人の
点数まで確認することは困難。

化学療法センター・放射線治療室・がん相談支援センター・医事課
間の連携が必要。

がん相談支援セン
ター（地域医療連携
室）

66

26 京都府
就労支援について。厚労省発案の雇用主宛の診療情報提供書の
フォーマットがあり活用しているが、診療報酬算定対象ではない文
書なので、MSWから主治医へ個人的に依頼をしている。

病院統一、もしくは都道府県統一の文書を作成するべき。
がん相談支援セン
ター（地域医療連携
室）

66

26 京都府
相談支援センターに相談があった際に医師の意見が聞きた
い・相談したいときに担当の医師がいない。どの医師に聞けば良い
か悩む。

病院内でがん相談支援センター担当の医師をおく 同上 66

26 京都府
センターの管理医・担当医が設定されていないので、医学的な
相談への対応が困難となっている。

医療経営戦略部、医局：がん診断時から終末期までがんの
総合的医療相談に対応できる医師の選定（リクルート含め）、
緩和ケア医、腫瘍内科医、麻酔科医など。

がん相談センター 66

27 大阪府

相談の内容によっては（薬剤調整など）緊急を要する場合がある
が、主治医の外来日ではなかったり時間外であることもあり、調整
に難渋することがある。外来診察日以外でも主治医へ直接連絡とい
う手段を取ると、患者側は相談支援センターに電話をすれば何でも
してもらえると期待されてしまう。

時間外や外来担当日の診療は外来と対応を協議していく必要があ
る。

がん相談支援セン
ター

66

27 大阪府

外来通院中の患者が身体症状についてどのように対応したら良いか
など、緊急性の高い連絡は各診療科外来や救急外来に連絡するはず
のものが相談支援センターに時間外に連絡が来ることもある。すぐ
に主治医に連絡できることもあるが、平等性や規則の面から対応に
悩むことがある。

相談支援センターに連絡が来たものは守秘義務の観点から、どの部
署に振り分ければよいか判断が困難になることが多いと思うので相
談支援センターと外来など関連部署と今後の対応について協議す
る。

がん相談支援セン
ター

66

27 大阪府
相談内容によっては、診療科医師でないと対応出来ないこともあ
り、医師に相談しようとしても時間がないと断られ、患者支援が困
難となるケースがある。

診療局に相談対応の担当制を置くなど、診療科の対応が必要。がん
相談支援に対する協力体制を作る(机上だけでない）

地域医療連携室 66

30 和歌山県 精神的な支援が必要と訴える患者への支援

臨床心理士不在で、がんの患者のためのカウンセリング等専門的に
行っているところがない。（緩和ケアチームに精神科の医師はいる
が、院内だけの活動になっている、カウンセリングはおこなってい
ない）がんの看護相談に繋ぐべきか、精神科へ案内をするべきか、
がん相談支援センターでフォローすべきか対応を悩むケースがあ
る。

がん相談支援セン
ター

66

34 広島県

当院では、外来患者さんの告知の時に精神的フォローが必要な方に
は医師から連絡があり、がん相談員が立ち合っています。ＩＣ記録
は電子カルテに残してはいますが、外来・病棟へと患者さんの情報
を上手く繫ぐ事が出来ておらず、継続した精神的フォローが出来て
いない状況です。

がん相談支援センターと看護部で継続したフォローが出来るように
システム作りを行なう。

がん相談支援セン
ター

66

36 徳島県
疾患や治療に関する相談に対応するにあたり、専門的な内容につい
て問い合わせることができるDr（院内）のフォロー体制

相談支援センターと各診療科医局との調整
がん相談支援セン
ター
患者支援センター

66

36 徳島県 医師及び他職種との連携の重要性。
チーム医療を実践していくために、医師及び多職種との連携は重要
である。カンファレンス等を通じ、「顔の見える関係」を構築して
いく必要性がある。

がん相談支援セン
ター

66

36 徳島県 がん相談員の心理的ケアの問題。

がん相談員は日々、患者さんやご家族の対応に追われ、計り知れな
いストレスを抱えている。同じ悩み等を共有し、スーパービジョン
等を実施する必要性がある。又、相談できる場所が必要となってく
る。

がん相談支援セン
ター

66

38 香川県

相談内容によっては、看護師やMSWで対応ができないような医療的
な内容もあり苦慮する。主治医に説明を受けることや状況によって
はセカンドオピニオンをすすめているが、医師との関係性や経済的
事情で難しい場合もある。

今後のがん対策としてがん拠点病院のがん相談支援センターに1回/
週、数時間でも医師が予約制で患者相談に応じられれば患者満足度
は向上すると考える。また、主治医にとっても「なかなか主治医に
質問できず、不信感を抱くようになる患者」が存在することを理解
する機会になると考える。

がん相談支援セン
ター

66

38 香川県

院内の最新治療の問い合わせに対し、不明なものは、その都度医局
や医師に問い合わせているが、医師からはセカンドオピニオンを受
診してほしいと言われることが多い。医師の立場に立つと迂闊に答
えることで治療してもらえると思い込まれる危険性があるためと思
われるが、相談者から「やっているか、やっていないかさえ教えて
もらえないのですか」と言われると心苦しい。

がん相談支援センターとして、普段から院内の最新治療の情報を幅
広く収集しておく必要性があるが、大学病院などは診療科も多く、
変遷もあるので限界を感じている。

がん相談支援セン
ター

66
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43 熊本県

がんの患者さんで、食事に関する不安がある、という相談を受けた
とき、がん相談支援センターは看護師・ソーシャルワーカー・事務
員しかいないため、対応が十分にできない。栄養科では、医師から
のオーダーがないと対応ができない、と言われる。

栄養管理室 地域医療連携室
66

43 熊本県
主治医の説明を十分に理解されなかった時などに薬剤、治療法に関
して専門的な回答を求められることがある

相談員では答えられない内容は適切に医師、認定看護師、薬剤師な
どに繋げる。

がん相談支援セン
ター 66

45 宮崎県
具体的な治療についての相談を受けても専門の医師がいないため返
答ができない

専門の医師の配置もしくは医師の相談の専門資格や研修を行う。
院外の患者も含めた二重要件に対応出来る相談機関が必要ではない
か。

地域医療
連携センター

66

46 鹿児島県
拠点病院から専門病院での治療後、拠点病院（紹介元）で対応でき
ない場合の相談を受けた時、当院でも対応できずに困っている。

がん相談支援センターにて、相談のあった専門病院に、地域の療養
病院を情報提供している。

がん相談支援セン
ター

66

27 大阪府
患者の同意が得られないが、他部署との連携が必要と考え
られる場合の情報共有の仕組みが少ない。

がん相談窓口と病棟や外来の看護部との連絡・相談を
がスムーズに行えるようにすることで対応する。

がん相談支援窓口 67

27 大阪府

相談者のプライバシーを守るために相談内容はカルテ上に残さない
ことが基本であるが、いつ・誰が・どんな相談に来たかを情報共有
するように求められることがあり、患者との信頼関係構築が阻害さ
れる可能性がある。

相談者が求めた場合や情報共有が必要と感じた案件に関しては患者
の許可を取り、医療者で共有していくということを合意して頂ける
よう説明していく

がん相談支援セン
ター

67

27 大阪府

相談支援センターに相談に来られたことは自施設の患者であっても
看護記録等に残さないこと、相談に来たことも伏せることになって
いるが、患者と関わっている医療者からは相談内容を記録に残して
欲しいと希望される。

がん相談支援センターの活動について院内へ周知することで対応す
る。

がん相談支援セン
ター

67

11 埼玉県 相談員レベルで対応できない相談内容への対応
緩和ケア認定看護師との連携体制強化を行うとともに、がん相談の
外部研修へ積極的に参加する。

がん相談支援セン
ター

71

11 埼玉県
当院のがん相談支援センターには医療従事者がいないため、治療に
ついての不安や治療に対する相談に対し、相談員として充分な対応
ができていない。

がん相談支援センターと病棟の看護部の活動をつなぐことで、対応
する外来・病棟の看護部門がスムーズに連携をとれるよう、体制を
つくる。

看護部 71

11 埼玉県
日々新しい治療法ができており、当院のがん治療への取り組みや新
しい治療法についての情報が入ってこない。

外来での取り組みについて院内で情報共有する。 がん診療支援室 71

11 埼玉県 がん相談員としての知識不足（社会資源や疾病、就労のこと等）
研修への参加ならびに、院外組織・地域の活動に参加することで新
たな情報を得る

がん相談支援セン
ター

71

12 千葉県
治療に対する情報が少ない。病院であれば最新の治療の情報がある
と問い合わせがあるが対応できていない。

最新情報を更新できる方法を、相談員間・拠点病院間で連携を図
る。

がん相談支援センター 71

12 千葉県
病気や治療に関する相談が多く、話を整理したり気持ちを聴いたり
医療者と相談する筋道をつけることはしているが、それを求めてい
ない方もいる。

がん専門看護師と連携した対応を心がけ、病状や治療などのニーズ
にも(一般的な部分で)ある程度対応出来るようにする。

がん相談支援セン
ター

71

14 神奈川県
遺伝の問題が今後注目されることが推測され、遺伝相談が増えるこ
と、専門的なカウンセリングや遺伝検査後の定期的な検診の増加が
生じうる

遺伝外来の充実とがん相談支援センター、各診療科との連携の強化
（遺伝外来、がん相談支援センター）。検査体制の充実。

遺伝カウンセリング外 71

15 新潟県
がんの専門病院としての病気や治療に対しての知識に不安がある。
がん相談の看護師を配属しているが、最新の知識を得る研修の場が
少ない

看護部や診療部の研修への参加。　相談員研修の充実 相談支援センター 71

18 福井県 先進医療全般に関する情報提供が十分できていない。
その治療の概要程度は説明できるようにするため、相談員の勉強会
を開催する。

がん相談支援センター 71

18 福井県 患者申出療養制度について。制度の理解が難しい。 勉強会への参加。院内全体での取り扱いの話し合い。 がん相談支援センター 71

18 福井県
がんのお金に関すること（申請できる手当金など）が、個別度が高
すぎて、わかりにくい。

車や引っ越しの査定のように、がんにかかった時に使える社会資源
やお金のことについて、チェック式フローシートを作成し、誰でも
簡単に、一目瞭然わかるようなシステムをつくる。

がん相談支援セン
ター／連携・部会事
務局

71

18 福井県

テレビや、新聞などである治療法が新しく画期的な治療法であると
取り上げられた際、その情報についての問い合わせがあっても知ら
ない場合や、わからない場合がある。
また、手元に情報がない場合、自分が調べられる範囲の情報では足
りないのではないかと思う

まずは情報源を確認しどのような形で取り上げられたかを確認す
る。そしてその情報が、科学的根拠に基づいた信頼できる情報かど
うかを確認する。手元に情報がない場合は、がん情報サービス、ガ
イドラインなどから情報を収集するようにし信頼できない情報は提
供しないようにする

がん相談支援センター 71

20 長野県 医療費相談に対して、言葉での説明だけでは伝わりにくい。 ＭＳＷ・医事課で対応。図式化したパンフレットなどを用いる。 ＭＳＷ 71

20 長野県
マスコミで取り上げられた偏った情報を信じている場合。　また、
芸能人が亡くなり同じ病気を持つ方の不安増強の相談。

がん相談支援センターで対応。マスメディアの在り方の検討。
がん相談支援セン
ター

71

21 岐阜県

・希少がんの知識が乏しい。
・希少がんの患者会自体少ないため病院の枠を超えた患者会の情報
を把握しておく必要があるが情報を取得する場がないため情報提供
に苦慮している。

・遂一がん情報サービスをチェックしたり、主治医から情報を得
る。
・さまざまな疾患の患者会を一覧で把握できるツールがあるとよ
い。

よろず相談・地域連
携課医療福祉部門

71

23 愛知県
がん発症の若年化や抗がん剤による長期生存が可能となり、乳がん
や血液疾患患者以外の妊孕性に関する情報が少ない。（特に分子標
的薬剤や免疫療法に関する治療後の情報）

がん対策情報センターでの情報収集や情報提供、データ解析等
がん相談支援セン
ター

71

25 滋賀県
全国、近隣府県、県内の先進医療、臨床試験、先進的な医療等、特
化した治療をしている施設の情報が集約されていないので、情報収
集に時間がかかる。

情報を集約するところを決める（がん情報サービス？、都道府県が
ん診療連携拠点病院？）。そこに問い合わせるか、アクセスすると
確認できるようになるとよい。

がん相談支援セン
ター

71

26 京都府 緩和外来患者・家族の精神的フォローが困難。
緩和医療科：外来診療が難しい場合、がん相談員やがん看護専門看
護師、臨床心理士が対応する。必要時は専門医につなぐ。

がん相談支援セン
ター

71

26 京都府

希少がんは症例が少ないことから、患者本人や家族が正確な情報を
得にくく、不安を抱きやすいという現状がある。希少がんに関する
相談支援の充実と、正確な情報提供のあり方を検討していく必要性
がある。

相談支援の充実・質の向上を図るため、がん専門相談員に向けた希
少がんに関する学習の機会の充実。情報提供の際に必要となる希少
がんの正確な情報の集約。

がん相談支援センター 71

27 大阪府
繰り返し強い不安を相談される患者さんに対し、できる限りのこと
はしているが、不安が軽減しない。他の相談支援センターにも同じ
ように相談をしている様子が伺われる。

そのがん相談支援センターが判明すれば、方向性を連携して対応が
できる。

がん相談支援セン
ター

71

27 大阪府

希少がんに関する電話相談。
「成人病センターで相談してみたらとすすめられ電話をした」とが
ん相談にお電話をいただくが、結果的には診察をしたことはある
が、現在症例を扱っていない、希少がんのみの専門医ではない等お
伝えすると、非常にがっかりされる。「希少がんの相談と見て電話
したら振り分けされただけ。期待したのに」と話される例あり。
データと実際が異なる事がある。また、当院の各診療科の個別の判
断により、再発転移があったり患者の病状によっては、治療対象と
して受け入れが困難なケースも多い。そういった場合、相談者は
「成人病センターなら実績があると言われたのに」と不満足な結果
に終わる。

・希少がんセンターで治療ができると期待された方に対する説明
・「症例を扱ったことがある」という説明を「治療している・治療
ができる」と誤解する例が多く、説明の方法を見直す
・電話を受けた側も院内の診療科の情報を正確に確認する等院内と
の連携も必要。
・「症例経験がある」数として検索システムにはヒットするが、実
際は治療は行っていない等の誤差について検索システムの限界につ
いての理解を周知する。
・原発不明癌など検索条件の難しい症例をどう調べるかを、がん登
録担当者とネットワークを構築して対応する

がん相談支援セン
ター

71

27 大阪府
専門性の高いがん相談に関しての対応について、より専門的な回答
ができるようにしたい。

院内で実施している、がんセミナー等により、コメディカルを含め
て、がんに関しての専門性を高めるよう努める。

がん相談支援セン
ター

71

27 大阪府
特殊治療について情報提供を求められた場合、具体的な情報収集に
時間がかかることが多く対応に困難を感じる。（先進医療、臨床試
験）

国立がん研究センターなどで、がん相談員のための情報収集や相談
できる窓口などの設置を検討してほしい。

患者支援課 71

27 大阪府
治験や臨床試験の内容について問い合わせがあるが、適切な返答が
出来ないことが多く、確認に時間がかかる。

院内の治験を担当する部署でデータを集約しに患者/家族や市民等
の問い合わせに対応する窓口を作る。

がん相談支援セン
ター 71

27 大阪府
免疫療法を含む代替補完療法に関する相談が多くなってきている
が、相談員ができる情報提供や支援と相談者のニーズがそぐわな
い。

国立がん研究センターがん情報サービスセンターの情報を充実させ
ていただき、がん相談支援センターの支援の均てん化をはかる。

がん相談支援センター 71

28 兵庫県 希少がんや遺伝性のがんに関する相談に対応できない
基本的な知識を得ることができるような研修会があれば、積極的に
参加したい

がん相談支援センター 71

29 奈良県
近年、家族性腫瘍の相談が増加していますが、まだまだ浸透してい
ないのが現状です。

「がん相談支援センターが担うべき役割」として、遺伝相談をご検
討頂けないでしょうか。遺伝相談医には、臨床遺伝専門医が対応し
ます。

遺伝カウンセリング
外来　医師

71

29 奈良県
抗がん剤治療や放射線治療の副作用との付き合い方、治療選択の支
援等、医学的な知識をや専門的知識を要求される相談に、適切で相
談者が満足する対応が困難である

がん相談支援センターと診療部門(医師・看護師）栄養部、薬剤部
が連携して対応する。がん相談支援センターに医師が配置される
（要望）

がん相談支援セン
ター

71

29 奈良県
告知後や治療中など、気持ちの落ち込みがある患者が
カウンセリングを希望されるが相談員として限界を感じる。

がん相談支援センターと緩和ケアセンターや臨床心理士と連携して
対応

がん相談支援セン
ター

71

31 鳥取県
希少がん患者に対する治療や患者への情報提供が不十分であるため
に、患者が不利益を被っていることがある。希少がん難民。

患者、家族の相談窓口としての相談支援センターも現状十分には本
来の役割を果たせていないと感じる。また、希少がん症例が見られ
た際に、実際の治療方針に携わる医師等の相談窓口が少ないことも
あるのか？

がん相談支援セン
ター

71
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31 鳥取県
臨床試験や治験に関するアクセスが悪く、患者家族も医療者側も適
切な臨床試験に対する情報提供が十分にはできていない。

現実には、大学病院やがんセンターのような医療機関以外の、地方
の総合病院ががん拠点病院の多くを占めている。そのような病院に
おいてはCRCの雇用なども無いことが多いと考えられ、臨床試験関
連の情報が限られる。

がん相談支援セン
ター

71

33 岡山県
精神的な苦痛や悩みの相談を頂いても、傾聴のみで終わり、適切な
アドバイスができない。

がん相談に対応できる心理療法士を配置し対応する
がん相談支援セン
ター

71

36 徳島県

希少がんに関する相談に対して、国がんの「希少がんホットライ
ン」に電話相談したところ、都道府県拠点である当院での相談を案
内されたと相談に来院されたという事例があった。相談員の知識も
乏しいことから、十分納得できる相談には繋がらなかった。希少が
ん患者への対応は、ホットラインでどの程度サポートが可能なの
か？

希少がんセンターとがん相談支援センターとの情報共有、支援体
制、相談員へのサポート

がん相談支援セン
ター
患者支援センター

71

36 徳島県
「患者申出療養制度を利用したい」との相談に対して、院内・院外
での運用方法が分からず、適切な対応の仕方に苦慮した。

相談支援センターでの制度運用の明示化
がん相談支援セン
ター
患者支援センター

71

38 香川県

患者申出療養の相談窓口があるが、医療従事者も患者もどのように
活用するといいのか実はよく状況がわかっていない。治療等に関し
て情報を整理することで誤解を解決したり、ファーストオピニオン
やセカンドオピニオン等で医師に充分な説明を頂くことで解決する
内容が多い。保険外併用の仕組みとして制度的に関わる事例は発生
していないため対応未。

当院では、治験センターが窓口であるので、患者申出療養に関係す
る医療従事者への研修を行い、情報提供を行う。

がん相談支援セン
ター

71

38 香川県
医療機関と薬局の支払いが別々で、それぞれ限度額まで支払いをす
る必要があり、かつ高額医療の償還払いの手続きが分かりづらい。

国の施策の中で、診療報酬の請求システム等の検討で、請求の一元
管理ができないか、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会　情
報提供・相談支援部会部会より提言をしていく。

がん相談支援セン
ター

71

38 香川県

臨床試験などの情報に関しても医師主導型で行っている、または行
う予定のものなどはタイムリーな情報を得られない。臨床研究支援
センター(治験)に問い合わせるが治験でも情報をキャッチできてい
ない場合があり、その都度、医局や医師に問い合わせているためタ
イムリーな返答ができない状況にある。

がん相談支援セン
ター

71

39 高知県
がんに関する知識、情報が不足している。近隣に治療施設が少なく
最新の情報も入りづらいこともあり、有益な情報提供ができない。

他の拠点病院、県がん相談センター・、患者会等と連絡を取り合い
情報収集を行っていく。院内の他職種とも協働して業務にあたる。

がん相談支援セン
ター

71

40 福岡県

メディア・SNSなどで、「がん患者と障害年金」が取り上げられた
ためか、相談件数が増えてきた。申請支援に時間を要するため、十
分に対応できない時のジレンマがある。また、新しく文書作成を行
う医師に、記載のポイント等の知識が必要である

国、または県レベルで、医師や相談員、事務向けの研修会を行い、
現場で対応できる要因を増やす

がん相談支援セン
ター

71

40 福岡県
通院患者の治療や副作用、療養生活における患者・家族が抱える問
題、治療の意志決定など専門性の高い相談の対応ができない

専門的な相談・対応ができるようにがん看護外来につながるよう働
きかける

がん相談支援セン
ター

71

42 長崎県
がん治療に対する相談（先進医療、免疫療法、特殊な治療法など）
に対しての対応が難しい。

がん相談支援センターにて情報収集を行う。医師、看護師と
連携し、患者への情報提供を行う。

がん相談支援セン
ター

71

46 鹿児島県
抗癌剤治療中の患者の治療費や生活費など経済的支援に対しての情
報や知識が少なく十分な情報提供ができない

がん相談支援セン
ター

71

46 鹿児島県
治療終了後、長期経過した方に対する晩期障害や副作用、その対処
方法に関する相談も寄せられるが、十分な対応ができていない。

がん相談支援センターと専門医や専門看護師、他病院のがん相談視
線センターとの情報共有などの対応が必要。

がん相談支援セン
ター

71

46 鹿児島県
・免疫療法に関する情報提供の依頼があったときに十分な情報が提
供できていない。

・集学的治療以外の治療に関する情報、知識不足を解消するため
に、研修会を開催するなどスキルアップに努める。さらに、情報の
集約をどこで行うか？また、どの情報が確かかを見極めるために相
談員同士の情報交換を行う必要がある。

がん相談支援セン
ター

71

46 鹿児島県

・セカンドオピニオンの選択に悩む患者・家族に対し、情報を提供
側の立場としては「ここの病院がいい」と強調することもできず、
病院選択は患者・家族に任せている。中央の情報もわからないので
サポートに困る。

・セカンドオピニオンの総合窓口（中央）があれば、各県、中央の
情報を一括して地方の患者・家族でも安心して情報収集が出来ると
思う。（セカンドオピニオンコールセンター等を設置しては？）

がん相談支援セン
ター

71

46 鹿児島県

・がん相談を受ける際に、即座に病気・治療の質問に応じなけらば
ならないため、ネットも利用し対応している。最新の治療や先進医
療についての情報が一括して閲覧できる、相談員が活用できる虎の
巻みたいな詳しい内容のHPがあればいいと思う。

・相談員向けのがん情報サービスの充実を図る。 がん相談支援セン
ター

71

46 鹿児島県
がん治療や新薬、免疫療法などの新しい情報や治療ができる施設な
どの情報を入手することが困難

最新情報を1か所（中心になって）管理、配信できるシステム（部
署）があるとどこでも同じ情報が提供できるのではないか。

がん相談支援セン
ター

71

13 東京都

拠点病院ではがんの診断前後の患者の利用が多いため、がん検診や
予防に関して、がん相談支援センターで対応するケースは少ない。
患者ではない人たちへの検診・予防に関するニーズに対応できてい
ない。

院内の人間ドック、地域の保健センターとの相談ニーズの共有、連
携方法の検討

がん相談支援センター 72

14 神奈川県
がんと診断された方への相談窓口と認識されている。
がん予防・検診についてなど、がんに関する様々な
窓口という広報が薄いのではないか。

がん相談支援センターの利用内容について、広報のあり方を検討す
る

がん相談支援セン
ター

72

22 静岡県
がん予防の市民啓発の必要性を感じているが、なかなか実施できな
い。

院内外での行事に積極的に参加し、啓発活動の機会を作る
がん相談支援セン
ター

72

26 京都府 がん予防に関する相談がほとんどない状況にある。
がん予防に関する府民の関心は高いと思われるが、相談はほどんど
ない。支援センターにおいてがん予防に関する情報が提供できるこ
とをPRして、府民のがん予防につなぐことが必要。

72

38 香川県 市民へのがん情報についての啓発
大規模なセミナーには参加しない、出来ないような方向けの市民向
け講座

がん相談支援セン
ター

72

43 熊本県 がん予防の教育が進んでいない 2次医療圏にある学校への出前講座（相談支援センター）
がん相談支援セン
ター 72

2 青森県
がん患者さんの就労支援について。「仕事のことで…」と相談にい
らっしゃる方はごくわずか。

地域のがん患者さんが抱える仕事への困りごとの内容や、ニーズの
把握

がん相談支援セン
ター

73

5 秋田県
がん治療と仕事と両立している方は、職場の理解が得られず得よう
ともせず頑張り過ぎる方がいる

患者が働くその職場その家族職場環境 がん相談支援センター 73

5 秋田県
就労支援における相談が専門性が高く、現状のがん相談支援セン
ターでは対応しきれない。

がん相談支援センター相談員の研修と、ハローワークなど専門機関
との更なるネットワーク化を図る。

がん相談支援セン
ター

73

10 群馬県 就労に関する相談に対して、相談員は一般的な対応しかできない。
治療で仕事を辞めてしまい就活中のケースや雇用形態が変わった方
などに、社会労務士による専門的なアドバイスを頂きたい。

がん相談支援センター 73

11 埼玉県
就労支援の取り組み（ハローワークの就職相談会、社会保険労務
士・ファイナンシャルプランナーの相談会）が2年目であるが、相
談件数が減少傾向である。

広報方法や、院内スタッフの教育が課題であるため、引き続き、退
院支援カンファレンス時に病棟看護師と共有するとともに、相談員
1人1人も対象患者へ案内することの意識を高める。

がん相談支援セン
ター

73

12 千葉県
就労相談を受けた時、実際に就職先の相談まで求めているケースが
あり、ハローワークと連携していないと、案内しか出来ない。実際
にハローワークで相談できているか分からない。

がん相談支援センターとハローワークとの協働について
全国的に円滑に進められるような強制力や体制作りをする。せめて
都道府県拠点とハローワークが就労相談からあっせんまで繋がるよ
うな連携システムが必要。

がん相談支援セン
ター

73

13 東京都 就労支援について、より専門的なサポートが必要とされている
がん相談支援センターと社会保険労務士間などで、就労支援にに関
する、お互いの機能について情報交換し、支援方法について検討す
る

がん相談支援センター 73

13 東京都
がん診断時に退職するケースが多い。がん相談が早期にかかわり、
離職を防ぐ必要がある。

ハローワークや地域の社労士。就労支援のプログラムに参加しても
らい、現状を知ってもらうようにしている。企業に啓蒙してもらう
ようお願いしている。

がん相談支援センター 73

13 東京都
就労支援について、都内の拠点病院によって、ハローワークの出張
相談や社労士の相談など、拠点病院間でも取組の差があり、他の拠
点病院等の取組の情報共有が必要である

東京都は病院数も多く、都道府県拠点病院での取り纏めも十分手が
回るとは言えない現状であり、都としてがんポータルサイトの掲載
情報として、定期的な情報更新をしてもらいたい。

がん相談支援センター 73

15 新潟県

今年度5月よりハローワークとの連携で都道府県がん連携拠点病院
である当院は、1回/週、地域の拠点病院の１施設のみ隔週に出張に
よる就労支援が行われている。他の拠点病院に於いても同じような
支援が受けられるよう働きかける必要を感じている（県内で専門の
ナビゲーターは１名のみ）

ハローワークへ専門ナビゲーターの育成を働きかける。他の拠点病
院との情報共有と支援を行う

情報連携部会 73

15 新潟県
就労支援に関する相談支援部門の体制が整っていない。それなのに
就労支援が義務となっている。

国や県など行政主体の研修や情報交換会などを主催してもらいた
い。また、モデル事業ですでに実施していたハローワークや拠点病
院の、ノウハウを広めてもらいたい。

がん相談支援室 73

15 新潟県
ハローワークに就労支援のナビゲーターが配置されたが、全国で始
まったばかりの取り組みのため習熟されていない。

国や県など行政主体の研修や情報交換会などを主催してもらいた
い。また、モデル事業ですでに実施していたハローワークや拠点病
院の、ノウハウを広めてもらいたい。

がん相談支援室 73

17 石川県
就労支援について、本県拠点病院等で社会保険労務士を活用した相
談を実施しているが、周知が不十分であり利用者数が少ない。

がん相談支援センターが広報周知体制の工夫をし、必要な方が漏れ
なく相談できる体制が必要である。

がん相談支援セン
ター

73



18 / 22 ページ

都道府県
_No.

都道府県 困りごと 担当すべき部署と対応案 この意見の回答部署 分類

20 長野県
がん治療が長期化し、経済的負担が大きくなっている割に、就労相
談会の相談希望数が増えない。

実施している社会保険労務士相談会の広報強化と医療関係者への周
知、就労への配慮への理解を求める。

がん相談支援セン
ター

73

20 長野県
就労支援で拠点病院の関わる領域、国や地方公共団体で取り組む範
囲などを明確にして欲しい。

がん診療推進室 73

20 長野県
がん患者の就労支援のうち、就職に関する相談が多いが、ハロー
ワークとの連携が図れない。がん患者に対する就職相談を求めるこ
とが難しい。

社会保険労務士の協力を得ながら、がん相談支援センターとハロー
ワークが連携・情報共有を図れるようになること。

がん相談支援セン
ター

73

21 岐阜県 就労支援に対する専門的な知識を得る場が少ない。
・講師をお招きし、自施設で学ぶ機会を作っていく。
・他県でも研修がないかどうかこまめに情報収集を行う。

よろず相談・地域連
携課医療福祉部門

73

22 静岡県

患者さん支援のために、ハローワーク、社会保険労務士会、勤務先
などとの連携の機会が多くなっているが、情報共有など連携の方法
が難しい。また他の医療機関の取り組み状況の共有をする機会が少
ない。

がん患者の就労支援に係る専門職等を対象とした研修会を開催し、
東部・中部・西部のネットワークづくりの機会とする

がん相談支援セン
ター

73

22 静岡県 就労支援に関する知識が病院職員に足りない。 ハローワーク職員、社会保険労務士の勉強会を開く
がん相談支援セン
ター

73

22 静岡県

就労支援の取り組みについて、患者・家族・院内スタッフにも報告
する機会が少なく、周知されていない。がん相談支援センターとし
て、労働局や県担当部署と協働で行う事業へ協力すると同時に、通
院患者への潜在的ニーズに対応できていない。

年度末に「就労支援実践報告会」を開催しているが、通院患者や院
内医療者が参加しやすい様に、開催機会を増やしたり時間を調整す
るなど工夫する

がん相談支援センター 73

22 静岡県

がん患者の就労支援におけるハローワークと医療機関の協働支援。
ハローワークと協働することを医療機関が求めても、労働局ではそ
のような体制をとることは難しいと返されており、実現していな
い。

市内のがん診療連携拠点病院と行政と連携し働きかけていくかどう
か。

がん相談支援センター 73

22 静岡県

治療と仕事の両立に相談できる場所を患者さんが認識できない。雇
用側もがん治療についての知識不足もあり、退職してしまうケース
がある。
再就職の相談となると更に困難なことが多い。

がん相談支援センターでも相談に乗ることをもっと院内周知する。
現在は就労相談会も開催している。
企業のがん治療への理解を高めるための地域の企業等との連携も検
討する。

がん相談支援セン
ター

73

22 静岡県
就労相談に関し、ハローワークや産業保健総合センターなどとの連
携がとれていない。

院内だけでは対応できかねる。行政（市・県）の協力が必要にな
る。関係ができれば、がん相談支援センターが窓口となり、相談対
応していく。

がん相談支援センター 73

23 愛知県
社労士・ハローワークとの連携と言われているが、制度上の説明等
の就労支援をMSW・看護師とで出来ており、積極的な関係構築に
至っていない。

現状の相談業務で精一杯、県単位でハローワーク等との対策をご検
討頂き、その情報を頂けば情報提供をすることはできる。

がん相談支援セン
ター

73

23 愛知県

就労相談・就労支援と活発に言われ、社会保険労務士の介入も行わ
れ始めているが、化学療法中や後遺症がある人等に対する再就職や
解雇されないための支援について、方法やサポートがまだまだな
い。

・ハローワークだけでなく、全国レベルでの企業（特に小企業）に
対する広報・周知活動
・就職を可としている企業について拠点病院への情報提供

がん相談支援セン
ター

73

23 愛知県 がんの告知とともに仕事を辞めてしまう人がいる。

がんの告知を受けても、即座に辞める必要はないことの周知が必
要。国、県、医療機関それぞれの取組が必要。
障害者雇用のように、がん患者の雇用の義務化。または、がん患者
を雇用に向けて企業へのインセンティブを設ける。

がん相談支援セン
ター

73

25 滋賀県
就労支援の中でも特に非正規雇用の場合の離職予防や再就職支援が
難しい。

がん相談支援センターでの就労支援体制の整備と充実。
がん相談支援セン
ター

73

26 京都府
就労について、都道府県がん拠点病院以外の病院の患者さんのニー
ズをどのように拾い上げるかが難しい。

京都府として、労働局、ハローワーク、産業保健総合支援セン
ター、拠点病院と連携して対応する。

がん相談支援セン
ター

73

26 京都府

がん患者の病期・病状に対するきめ細かい就労支援。（診断時、治
療期、終末期など生活や心身の状況や本人の就労に対する価値観な
どが異なるため。）また、患者本人を支えるがん患者家族の生活に
も大きく影響するため、就労継続のための支援が必要。

がん治療に対する正確な情報提供を行うために、医療従事者による
企業向けのセミナーの開催。がん患者家族の介護休暇取得に対する
サポート。就労継続のための柔軟な就業形態へのサポート。

がん相談支援センター 73

26 京都府
就労支援に関して、必要性は感じていても、なかなか対応できな
い。相談件数も少なく、ニーズの把握ができない。

がん相談支援センターで就労支援が可能なことを広報し、外来や病
棟と連携してニーズの把握を行う。府の拠点病院での取り組みや、
ハローワーク、産業保健総合支援センターとの連携を行う

がん相談支援センター 73

26 京都府
就労支援について。傷病手当金や障害年金等について詳細な話とな
ると社労士などの専門家に依頼すべき事案も多い。どこまでがん相
談支援センターで相談対応するべきか。

院外の専門職種との連携の図り方を再考。
がん相談支援セン
ター（地域医療連携
室）

73

26 京都府 就労に関する支援（就職するための支援、就労中の支援）が不十分

就職するための支援については、がん相談支援センターやハロー
ワークが中心となり支援を行う
就労中の支援については、がん相談支援センターや産業保健総合支
援センターなどと連携し支援を行う

がん相談支援セン
ター・退院支援課

73

27 大阪府 就労支援などの対応が専門職種が行えていない
就労支援を専門とする社労士の情報は提供した。病院としてがん患
者への支援をどうするか検討が必要。

がん相談支援セン
ター

73

27 大阪府
当院では就労相談の専門員より月2回だけ相談を受けることができ
るが、この日に相談に来れない患者さんもいる。

他で支援を提供できる所を紹介できる。
がん相談支援セン
ター

73

27 大阪府
治療中の患者さんから就労についての相談があるが、情報や対応し
ているハローワークなどが分からず、対応に困る。（特に自営業者
の場合の支援が困難）

行政による、病院とハローワークや就労支援機関との体制構築を検
討してほしい。

患者支援課 73

27 大阪府
がん治療と仕事の両立について、仕事を辞めてから相談に来られる
方がおり、なかなか仕事を辞めてしまう前に対応できていない

・就労支援の広報を行う。
・治療と就労の兼ね合いを共に検討し、治療と仕事の両立ができる
ように支援を行う

・がん相談支援セン
ター

73

28 兵庫県
拠点病院の役割として就労支援について必要性を感じているが、ハ
ローワークや社会保険労務士等 関係機関との連携方法が分からな
い

他の拠点病院での対応や、地域資源についての情報収集を行ってい
く。

がん相談支援センター 73

28 兵庫県
がん患者さんが求職活動をする際に、気軽につながれる労働部門の
相談窓口が地域にはない。

部会としてハローワークや事業者との連携について調整中であり、
引き続き協力して取り組んでいく。

がん相談支援センター 73

30 和歌山県

就労支援について、ハローワークと共同して就職支援が始まった
が、本当のニーズは教育資金や住宅ローン、医療費控除や障害年金
を含め生活の収支バランスを考える点にある。そのためがん相談員
かなりの力量が求められる。

がん相談支援員のスキルアップ、スーパーバイズ対応
がん相談支援セン
ター

73

30 和歌山県
就労支援について、がん相談支援センターが窓口になり始まってい
るが、もっと相談をしやすい体制作りが必要

がん相談支援センター 緩和ケアセンター 73

32 島根県

【就労支援】
県や相談部会等で、企業向けのリーフレットが作成され、事業所へ
の働きかけが始まったところであるが、問題解決に結びついていな
い実感がある。

継続的な、県や労働局からの事業所への働きかけ、相談支援セン
ターとハローワークの連携の強化

がん相談支援セン
ター

73

32 島根県

【就労支援】
外来通院でのがん化学療法を行う患者が増えていて、その中には就
労中の患者も多いため、仕事のことで困っている方が多いと想像で
きるが、実際はあまり相談の件数は多くない。

がん相談支援センターの役割を明確にし就労中の方にも相談に来て
もらえるようにPRを行う。また、外来看護部との連携を密にし、外
来通院中の際に相談に来てもらえるよう声をかけていく。

がん相談支援セン
ター

73

32 島根県

【就労支援】
がん患者をかかえる家族の就労に関する社会全体の理解ならびに支
援体制も必要と考える。がん患者ならびに家族の就労に関する相談
を受ける仕組みの整備が必要

国や県からの事業所への働きかけ
がん相談支援セン
ター

73

33 岡山県 就労に関する相談の対応。
がん相談支援センターが、社会保険労務士、ハローワーク等と連携
を図っていく。

がん相談支援セン
ター、緩和ケアセン
ター

73

33 岡山県
がん相談支援センターにおいてハローワーク等の相談事業が始まっ
ているが、相談件数がそれほど伸びない。

相談実績を評価、検討し、拠点病院及びがん相談支援センターにお
ける就労支援のあり方を見直しをしていく。

がん相談支援セン
ター

73

34 広島県

就労支援について，新規の就労希望の患者さんには，近隣の病院で
ハローワーク窓口があることを紹介しているが，仕事を継続希望さ
れる場合など，院内のＭＳＷと連携して対応しているが，例えばが
ん患者の支援を得意とされる社労士など専門職種へつなげることが
できれば，もっと適切な支援になるのではないかと考える

病院ごとに社労士が就労する状況は難しため，例えば，行政が主導
し，市や県が契約した社労士などあれば相談がしやすくなるのでは
ないかと考える

がん相談支援セン
ター

73

38 愛媛県
就労支援に関わる会社人事担当者と医療スタッフとの連携しやすい
環境がない。主治医との面談に料金がかかる。

面談料金については、無料化にする等会社人事担当者等と医療者と
の就労継続に関する連携がとりやすい環境つくりを行うことで就労
支援を強化するよう行政へ要望を出す。

がん相談支援セン
ター

73

38 香川県 就労支援
取り組んでいるところだが、ノウハウやシステム作り等、課題が多
い。

がん相談支援セン
ター

73

39 高知県

他院の乳がんステージⅣの方。匿名希望で受診されている病院など
も話されない。就労支援について拠点病院が対応しているとの情報
を新聞で知った。今の仕事は体力を使う仕事で他臓器への転移もあ
り仕事が辛い。子供が私立校に通学しており経済的に働かなくては
いけないため体力的に楽な仕事を紹介してほしい。

月に1回県がん診療連携拠点病院では社労士とハローワークスタッ
フによる相談会を行っている。各医療機関も必要時はハローワーク
と連携していく。

がん相談支援セン
ター地域医療連携室

73
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40 福岡県

【就労の問題】
就労に関する研修の機会が少なく、相談員の中にも苦手意識があ
る。
がん相談支援センターで就労相談ができることの周知が不十分。

ハローワークや社労士との交流
がん相談支援センターで就労相談ができることを周知していく。

がん相談支援セン
ター

73

40 福岡県
仕事と治療の両立について相談に見えた際、ハローワークのナビ
ゲーターなどを紹介するが、場所が遠いなどの理由で実際に利用す
るまでに至っていない。

ハローワークや社会保険労務士とのつながりを作る。県に対して巡
回相談の必要性を伝え検討してもらう。

がん相談支援セン
ター

73

40 福岡県 就労支援件数が少なく、十分な就労支援ができていない。 がん相談支援センターの周知活動
がん相談支援セン
ター

73

42 長崎県 就労の問題（退職すべきか、保険関係、再就職などの相談） 社労士との相談会、相談員の勉強会
がん相談支援セン
ター

73

43 熊本県

外来通院中の患者さんの生活・就労面での不安について、がん相談
支援センターで相談を受ける件数が少ない。実際は外来や化学療法
センター等でそういった悩みを抱えていそうな方はおられるが、話
を伺う余裕がない状況もある

がん相談支援センターの広報周知。各科外来、関連部署でがん相談
支援センターの紹介を気にかけてしてもらう。

がん相談支援セン
ター 73

43 熊本県
がんと診断された後相談に来られる前にすでに仕事を辞めておられ
る方の経済的な支援法が少ない。仕事と治療の両立に対し、悩んで
いる方が多いが具体的な支援が難しい

診断時外来にて、就労の状況を確認し、すぐに辞めない事を伝え、
がん相談支援センターを紹介してもらう。ハローワークや社労士と
の連携

がん相談支援セン
ター 73

46 鹿児島県
島内でも若年者の患者様が増えつつある現状の中、就労支援に対す
るサポート体制が不十分である。

島内に、就労支援に対する専門的な支援を行う機関がないことで、
私たち相談員が幅広い情報・知識を提供できることが必要である。

がん相談支援セン
ター

73

46 鹿児島県 就労支援に対応できる人材不足で十分な情報提供ができない
がん相談支援セン
ター

73

46 鹿児島県
患者さんの就労に関する相談は増加しており、必要性も感じている
が、十分な対応ができていない。

ハローワークや就労支援ナビゲーター等とのつながりを強化するな
ど、対応が必要

がん相談支援セン
ター

73

47 沖縄県 通院中の患者さんの就労に関する相談に対応できていない。
がん相談支援センターと看護部、休職に関する書類の受付窓口であ
る医師事務作業補助者で連携を取り、支援する。

がん相談支援セン
ター

73

47 沖縄県 就労支援が必要な方に相談窓口があることが伝わっていない。 がん相談支援センターと病棟、外来と連携。
がん相談支援セン
ター

73

47 沖縄県
就労相談を開設しているが、相談が必要な方の掘り起こしが不十分
で、相談者が少ない。

院内外への広報の改善と、相談員からの積極的介入を試行する。
がん相談支援セン
ター

73

1 北海道
患者家族サロンを運営はしているが、特定のがんの患者さんとの話
を希望された時に、サロンに来ている方に相談することもあるが、
対応できないこともある。

旭川市内の拠点病院と連絡を取り、さらに相談員との連携を図って
いく。

がん相談支援センター 74

4 宮城県
拠点病院としてピアサポーターをどのように支援していけばいいの
か不明な点がある。

好事例を具体的に示して欲しい。
がん相談支援セン
ター

74

4 宮城県

●患者会の支援は非常に有用であるが、個々の相談支援
センターでは補いきれない。国立がん研究センターとして何らかの
形で患者支援団体・患者会を支えていくことはできないか？（行政
への働きかけも含め）

○直接支援を担うことは困難であるとしても、患者・家族の声を直
接聞く機会を広げ、何を求めているかを知る。そこから、その実現
のために相談支援センターができることを探る

がん相談支援セン
ター

74

6 山形県 県内の患者会に関する問い合わせに十分対応できていない。 県拠点病院で、県内の患者会の情報をまとめる。
地域医療連携セン
ター

74

11 埼玉県 患者サロン・患者会が少なくピアサポート体制が整っていない
相談支援センターより緩和医療科医師・看護師・カウンセラーへ働
きかけ、すでに実施されている患者会について運営方法等の情報収
集を図る

がん相談支援セン
ター

74

14 神奈川県 患者同士の交流の場を提供できていない 当院でのがんサロンの設置を検討していく。
がん相談支援セン
ター

74

15 新潟県
サロンや患者会の必要性は感じているが、専従一人・専任一人の体
制では通常業務に追われ手が回らない。

看護部など他部署へも協力を依頼しているが、手が回らない状況は
改善されない。何か良い案があれば教えてほしい。

がん相談支援室 74

15 新潟県
サロンや患者会が当事者主体で運営している場合、運営している当
事者へのフォローアップや、後継者が見つからない問題がある。

後継者は病状などから中々適任者が見つからない。公募も考えた
が、個人情報など機微な問題あるため誰でもよいわけではなく、見
極めが難しいため見送った。何か良い案があれば教えてほしい。

がん相談支援室 74

15 新潟県

同病者との交流を希望される患者さん・ご家族がいるが、がん種別
の患者会は限られている。当院では５大がん市民公開講座の後に患
者会を開催しているので、その際は講座テーマに応じて同病者が多
く集まることになるが、毎回違うテーマのため定期性がない。

紹介可能な患者会があれば情報提供するが、患者会が無い場合が多
い。同病者との交流を希望する真の目的を把握し、当院患者サロン
で目的が達成できない場合は、面接援助により目的が達成できるよ
うに支援する。

がん相談支援センター 74

15 新潟県
通院患者さんからサロンを作りたいと話しがあっても対応できてい
ない。

癌サロンのある病院や拠点病院のがん相談支援センターから情報収
集を行い、当院で対応出来るかを検討する。

外来 74

20 長野県
希少がんの方が同じ病気の方と交流したいと言われても、身近には
いらっしゃらず紹介できない。

希少がんの情報収集を続けていくこと、患者サロンで希少がんだけ
でなくさまざまながん患者さんの交流の場を提供していくこと。

がん相談支援セン
ター

74

20 長野県 ピアサポーター養成方法 県単位などでの育成の提示、協力
がん相談支援セン
ター

74

21 岐阜県
患者会のニーズはあるが、少数のため具体化することをあきらめて
いる。

近隣の医療機関でのニーズを聞き、具体化できるか検討する。
がん相談支援セン
ター

74

22 静岡県
患者同士の交流機会の提供として、患者カフェなどの取り組みが十
分に行えていない。

静岡県で実施が予定されている「ピアサポート推進事業」のピア・
サポーター派遣を活用する。現在行われている患者向け勉強会との
協働も念頭に置き、定期的な開催に取り組む。

がん相談支援センター 74

22 静岡県
地域の患者会との意見交換・交流の機会が持てておらず、患者への
情報提供も十分に行えていない

患者会の会報等はファイリングし、閲覧用としてカウンターに設置
している。患者に広く情報提供するために、地域の患者会代表者を
集めて、相談員と情報共有する機会を設ける

がん相談支援センター 74

22 静岡県
がんサロン（患者・家族サロン）の開催を関連施設へのポスター掲
示も含め配布しているが、他院通院中患者さんの参加がない。

がん相談支援センターと地域医療連携室
がん相談支援セン
ター

74

22 静岡県
乳がん患者さん以外のピアサポートの必要性は感じているが、実施
できていない

がんサロン（カフェ）を開催する
がん相談支援セン
ター

74

22 静岡県 当院の患者だけでサロンを運営していくということは難しい。
患者サロンを約7年近く運営しているが、利用者の入れ替わりもあ
り、左記内容が実現していないということは、地域性を加味した独
自のあり方も検討していく。

がん診療支援セン
ター　がん相談支援
センター

74

22 静岡県
ピアサポーターの養成と実施、フォローアップについて現状では難
しいと感じている。

県では今年度より事業としてピアサポーターの派遣実施が開始され
ており、今後の動向や活用状況などを確認していく。

がん相談支援センター 74

22 静岡県
ピアカウンセリングの希望が極稀にあるが、当院では対応できてい
ない。

ピアカウンセリングでなくとも、患者の不安を受け止めるよう対応
しているが、ピアカウンセリング養成研修等に参加できるがん経験
者がいれば積極的にお願いしていく。

がん相談支援セン
ター

74

24 三重県

患者サロンのあり方について
サロンに対する要望が多様化している。いわゆるサバイバーが求め
るものと治療途上、再発・悪化している方とのニーズが必ずしも一
致しておらず、いろいろな種類のサロンがあった方が望ましい。

行政や地域関係機関と連携し、院内だけでなく、地域でのサロンを
開催し、ニーズに応じたサロンが提供できるにしていきたい。

相談支援センター 74

25 滋賀県

子育て世代や、職場復帰を考えている若い世代のがん患者・家族か
ら、もしくは若くして配偶者を亡くした遺族などから、同様の背
景、悩みを持つ若い患者同士で話し合う場を持ちたいと希望される
ことがあるが、年代や性別などで区別したがん患者サロンはない。

社会背景別のサロンは、単一の病院での開催は困難かと考えられ
る。他施設をまたいで、他府県をまたいで社会背景別に患者同士が
語り合える場を提供できないか検討する。

がん相談支援セン
ター

74

26 京都府
相談を受けた際に「同病で治療を受けておられる方は
どうされているんでしょう」と聞かれた場合、患者会の紹介を
しますが参加につながらない。

がん相談支援センターの患者会の定例会や催事への参加や、患者会
からの発言

74

26 京都府
サロン・患者会が近くになく、紹介しても遠方なのでなかなか足を
運ぶことができない。

がん相談支援センターがサロンの企画・開催をし、患者主体の運営
を目指し、ピアサポーターを養成していく。患者会も発足できるよ
う近隣の拠点病院とも連携・協力していく。

同上 74

27 大阪府 患者会の情報が少ない。
大阪府の冊子を活用する。また、北河内圏内の病院へ問い合わせ
し、情報収集を行う。

がん相談支援窓口 74

27 大阪府 ピアサポート体制がない
都道府県での取り組みの差があり、取り組みが盛んな地域を元に、
どこも都道府県でも取り組めるような仕組み作りをする

がん相談支援セン
ター

74

27 大阪府

患者会の活動について
都道府県単位での情報が集約されていないため、特に難治癌の患者
会等について、存在しているのかどうかわからない、また、活動が
見えない、情報がないので、「患者会を教えてほしい」という相談
に十分対応できていない。

大阪府では、がん対策グループが一定の「大阪府がん患者会等情報
掲載要領」を設定しており、患者団体からの申請等により、府が情
報を集約して公開している。都道府県単位で一定の基準に適合した
情報を集約、公開することで、患者に根拠のある情報を提示するこ
とが出来る。また、患者会、患者団体にもそのようなシステムを周
知することで、患者団体の広報にもなる。

がん相談支援セン
ター 74

28 兵庫県
但馬圏域での患者会や家族会の実施場所がなく、患者同士で意見交
換できる場がない

地域のがん拠点病院だけでなく、準拠点病院等との連携を図り、患
者への資源提供を行う

がん相談支援センター 74

28 兵庫県
患者会や病院などでのサロンに参加することができない患者へのピ
アサポート

街角ピアサポートのようなものが行政主体で行う がん相談支援センター 74
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29 奈良県

同じがん種（病気）の人と話がしたい、または○○患者会の有無を
知りたい。県内ではがん種ごと患者会は限られている。患者サロン
を利用していただくしかない現状

サロンに参加する患者やピアサポーターと協働し患者のニーズを把
握する。他のがん相談支援センターやサロンと情報交換し、それぞ
れの状況を知る。
患者に協働し患者会の立ち上げや活動を支援する

がん相談支援セン
ター

74

31 鳥取県
がんサロンの活発な活動が継続できるかどうかには、地域性も関
わっているように感じる。年々県内全体のがんサロンの活動が縮小
しているように感じる。

地域性や県民性も考慮して、サロンの必要性や地域全体での運営な
ど運営方法を考えていく必要があるか。

がん相談支援セン
ター

74

32 島根県
【患者支援】
同じ悩みを持つ患者さんに対するアプローチ、患者会への橋渡し

拠点病院がん相談支援センターからの情報発信 拠点外病院外来部署 74

33 岡山県
患者会への参加を希望される方は、自分のがんに特化した団体への
参加を希望される事が多い。希少がん等は専門の家族会が少なく、
患者のニーズに応じきれていない。

県内拠点病院に関わらず、様々な医療機関や診療所、行政等が一体
となって、様々ながんに対応した患者会の設立を目指す。

がん相談支援セン
ター

74

40 福岡県
患者同士で話をする場がない。患者の家族同士で話をする
場がない。

院内や公共の場でがんサロンを開催するなど、院内に場所を作るの
は限界がある（常設は難しい、病院は敷居が高く参加しにくい等の
理由）ため、行政から場所の提供や広報等を行ってもらえる協力体
制が必要。

がん相談支援セン
ター

74

40 福岡県 がん患者サロンの有効な活用ができていない。 がん相談支援センターの周知活動
がん相談支援セン
ター

74

42 長崎県
現在のがんサロンは治療後再発がない比較的お元気な方の利用が
多い。治療中の方が集まりやすい環境づくりができない。

ピアサポーターや傾聴ボランティアが今後育成できれば新たなＰＲ
としてサロンが運用できるかもしれない。

がん相談支援セン
ター

74

47 沖縄県
患者サロンの常時開設場所がなく、開設が月１回に限られている。
常時開設時の運営体制が不十分。

現在利用している保健センター借用の調整を行い、開設日を増や
す。あるいは健診センターラウンジの日中利用について、健診セン
ターと調整する。ピアサポーター養成講座修了者へ運営を依頼す
る。

がん相談支援セン
ター

74

4 宮城県 リンパ浮腫の患者をフォローする仕組みが少ない。
リンパ浮腫予防の徹底（退院時に指導）発生時の早期対応ができる
場を作る。
リンパ浮腫外来の増設（緩和ケアセンター、看護外来）

がん相談支援セン
ター

75

5 秋田県 アピアランス支援に関する情報提供や対応が整備されていない。 アピアランス支援に関して整備をし、対応能力を高める。 がん相談支援センター 75

9 栃木県
がん患者の子供たちに対する支援（主に未就学児や小・中学生ま
で）が不足している

がん相談支援センターで地域の資源についての情報を収集し、連携
ネットワークの構築を図る

がん相談支援セン
ター

75

11 埼玉県
若年層の患者さんや患者さんの子どもへのサポートが不足してい
る。相談員の経験自体が少ない。

研修会に積極的に参加する。
がん相談支援セン
ター

75

12 千葉県
電話相談が多く、主訴は分かるが潜在的な相談まで聴くことは難し
い。

面談が望ましいと感じた場合は面談を提案する。
がん相談支援セン
ター

75

15 新潟県
癌患者特有の相談（下着やウィッグ等）や就労支援についての相談
ノウハウがない。

拠点病院のがん相談支援センターへ相談する。 外来、医療相談室 75

18 福井県
体力のつく食事、免疫力の上がる食事、再発しない・がん予防の食
事、何を食べたらいいのかなど、具体的に情報を希望されることが
多い。

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを利用して紹介するが、現状医師オーダーがあれば栄養指
導を受けられるが、気軽に栄養士と面談できる体制をつくりたい

がん相談支援セン
ター

75

18 福井県
術後のリンパ浮腫で悩むが、積極的に治療できる施設が少ない。セ
ラピストがいても、ﾘﾝﾊﾟ浮腫を専門に診る医師が不在。自費診療と
なることが多く、患者の負担も大きい。結果ﾘﾝﾊﾟ浮腫難民が多い。

県内の状況が大学病院と丹南病院、敦賀病院が対応しているが、飽
和状態。バックアップできる医師の協力を得て、対応できるように
体制つくりたい

がん相談支援セン
ター

75

18 福井県
在宅療養中の患者さんについて、食事や栄養面でお困りになってい
る方への介入が不十分である

がん相談支援センターと栄養管理室との連携を強化することで対応
する

栄養管理室 75

19 山梨県
アピアランスケアについて専門的に相談に乗れる人材がいない。
（具体的な商品などの紹介を含めて）。また、そのような人材を常
時配置することは難しい。

がん相談支援センターが中心となり、患者向けの定期的な学習会
（説明会）を開催する。 緩和ケアセンター 75

20 長野県

【家族への対応】
・患者・家族等から直接訴えがあるか関係者の気づきがないと、患
者さんの子供へのサポートに繋がらない。
・家族の全体像を把握したサポートができていない。

・子供の発達や心理に詳しい専門家との連携
・治療だけを主目的にせず、外来スタッフ・がん相談支援センター
等が連携・情報共有し、家族背景・生活状況も併せたサポートがで
きる。

がん相談支援セン
ター

75

21 岐阜県

外来通院中の栄養相談（糖尿病や腎臓疾患の方に関してはあるのか
とは思いますが、がん患者の様々な時期に適応した栄養相談や調べ
ることが出来るブースが少ない。術後、化学療法や放射線療法後の
副作用時など

ある程度平均した内容は冊子を渡したり、個別の具体的な相談対応
が出来ると良い。各科と栄養科が協力できると良い。

よろず相談・域連携
課

75

22 静岡県 家族サポートが充分にできない
がんサロンや就労支援に家族のみでも来院してよいことをアピール
していく

院内がん相談支援
センター

75

25 滋賀県
小児がん患者の長期フォローアップが診療科のみに依存している状
況であり、成長発達に伴う諸問題や、就学就職、妊娠結婚などのラ
イフイベントに関する悩みなどに対応できていない。

診療科とがん相談支援センターが連携し、長期的に相談を受けられ
る窓口としての体制を整える。

がん相談支援セン
ター

75

26 京都府
グリーフケアが必要なご遺族の方が多いがそこまで対応ができてい
ない。

がん相談支援センター：遺族会を設立できればいいが実際難しい。
がん相談支援セン
ター

75

26 京都府 遺族のためのケア
病院の各部署において、相談部門があることの情報提供出来るよう
周知していく。遺族同士が思いを語れる場をがん相談支援センター
もしくは経験者・ボランティアなどが中心となり開催する

緩和ケアチーム 75

27 大阪府
がん相談の中でも、がんの親を持つ子供の支援体制が希薄。院内で
対応できる部署が曖昧。

心理士・小児科及び当該担当医師・看護師との連携
がん相談支援セン
ター

75

28 兵庫県
がん患者の社会性に対する支援。がんやその治療を理由に引きこ
もっている人が多く、社会から孤立してしまうケースがある。

がん患者のデイサービスのようなサービスで、他者と接する機会を
持ったり、リハビリが行えるような場所を作る。実務は患者会など
でも可能と思うが、場所の確保など、行政の力は必要

がん相談支援センター 75

29 奈良県
女性用ウイッグはインターネット購入や販売店で入手できるが、男
性用ウイッグはインターネット購入が主で、販売店がない。

病院に出入りする業者や腫瘍センター（外来化学療法室）と連携し
情報を収集する。
ウイッグ試着会開催時に男性用ウイッグを取り入れる。

がん相談支援セン
ター

75

31 鳥取県

地方ではリンパ浮腫でお困りの患者さんへのサポートが圧倒的に不
足している。診療報酬改定でリンパ浮腫関連のコストが算定できる
ようになったが、条件が厳しすぎて、現実的ではない。結果とし
て、患者へのサポートが広がったという実感は無い。

厚生労働省などの診療報酬算定に関わる省庁には、リンパ浮腫関連
の診療報酬体制を再考願いたい。

がん相談支援セン
ター

75

40 福岡県
入院中から退院後の生活に不安を感じている患者・家族に対して、
十分なサポートができていない

がん相談支援センターが、医師・看護師・メディカルスタッフへの
教育を行い、適切にサポートがなされるようにする

がん相談支援セン
ター

75

43 熊本県
セクシャリティーや生殖に対する問題への支援はとても必要である
が、対応窓口までの距離(時間的距離)が遠い。その上自費である

がん相談支援センター
化学療法センター

75

43 熊本県
治療に伴うアピアランスの変化に対するケアを受ける場が病院内に
ない(情報についても同様)

がん相談支援センター
血液内科病棟

75

43 熊本県
急性期病院で亡くなった患者の遺族に対するケアを行っていない
（時間的に困難）自助できる人は良いが・・・

グリーフケアを行っているカウンセラーや会を紹介する？
がん相談支援セン
ター 75

43 熊本県 外見のケア（アピアランス）

がん相談支援センターや他部門との連携。患者さんたちのニーズは
あるが、相談をして良い場所などがわからない。当院のがん相談支
援センターもアピアランスは今年の4月から取り組み始めたが、情
報提供が多く、相談を受けるというところまではまだ技術が不足し
ている

がん相談支援セン
ター 75

46 鹿児島県
初診から外来通院、入院中、退院後と継続した支援の必要性は誰も
が感じていても何らかの問題点がない限りつながりは継続できない
現状である。

各部門間での情報共有、情報共有がわかるカルテの工夫 がん相談支援セン
ター 75

46 鹿児島県
患者さんからセカンドオピニオンや他院の紹介を求められた時に紹
介するだけになり、情緒的サポートを毎回行えていない。

がん相談の目的・内容等整理して、セカンドオピニオンや他院の情
報を正確に伝えるとともに、患者さんの痛みの辛さ等丁寧に聞き取
り、寄り添う。

がん相談支援セン
ター 75

46 鹿児島県
患者さんの家族、特に子供さんへの心理的ケアについて十分な対応
ができていない。

子どもさんなどの場合、年齢は発達などによっても心理的ストレス
等の発信が難しい場合も多く、相談員がニーズをキャッチできるよ
うな関わりをしていく必要がある。また、学校など関係機関との連
携も大切である。

がん相談支援セン
ター

75

47 沖縄県 グリーフケアの対応ができていない。
がん相談支援センターと看護部で勉強会開催や研修へ参加し、知識
習得や実践能力を高める。

看護部 75

17 石川県
患者図書館について、未整備の病院がある。通入院の合間に病院で
情報を得る手段があると知識を得やすい。

担当すべき部署は各医療機関の事情に応じ異なるが、患者図書館の
整備が望ましい。

がん相談支援セン
ター

76

27 大阪府
がん患者さんへの情報提供手段として、患者図書などの設置がな
い。

がん相談支援センター・がん診療連携委員会・総務室・企画室など
関係部署での協議。また外来部門などの協力も必要。

がん相談支援セン
ター

76

27 大阪府 視聴覚障害の方への相談窓口がない。

公的なアドレスを作成、公表し、相談対応を行っていく。現在は、
何とか相談がつながった時に、患者さんからアドレスを聞いて、相
談対応後は、個別でのメールでの対応をしている。（しかし、PCア
ドレスのため、受信拒否設定により受診ができないことがあっ
た。）

がん相談支援セン
ター

76
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47 沖縄県
「市パートナーシップ登録」の開始を受けて、同性パートナーが相
談希望も、チラシが「患者・ご家族の立場で」となっており、相談
できなかった「友人」も加えてほしいとの依頼あり。

広報内容、ポスター、チラシ等の「患者さん・ご家族」を「どなた
でも」へ変更する。

がん相談支援セン
ター

76

6 山形県
相談が1回限りのことが多く、その後のサポートが不十分である
（療養先、再発、転移など）

相談室と病棟・外来の連携を強化するような体制の整備。 がん患者相談室 77

9 栃木県 相談対応にばらつきがあると指摘されることがある。 相談員研修の継続参加により質の均てん化を図る。
がん相談支援セン
ター

77

9 栃木県
がん相談員によって、知識やスキルにばらつきがあり、相談員自身
も自分の対応で良かったのかどうか、迷いながら進めている現状が
ある。

研修等への参加や院内の相談員同士での勉強会等で知識やスキルの
獲得をする。
各相談員の相談対応のフィードバックができる仕組み作り。

がん相談支援セン
ター

77

12 千葉県
がんの疑いがあり不安、治療方法に関する問い合わせで
医療職以外の相談員がどこまで答えてよいものか。

具体的な医療的相談は出来る限り各診療科に対応していただく。漠
然とした不安を聞いたり、一般的な相談(受診の方法、対応してい
る治療方法かどうかの確認等)はがん相談支援センターで対応。

がん相談支援セン
ター

77

12 千葉県

相談者との会話の中で困っていることや訴えの中心となる部分をう
まく引き出すことができず、他部門への連携がスムーズにいかな
い。

がん相談支援センターで相談者の話に耳を傾けながら、相談者が何
を伝えたいのかを理解するよう心がけている。他部署との連携を円
滑に行うために、関係部署とのカンファレンスを定期的に開催でき
るよう検討していく

がん相談支援セン
ター

77

12 千葉県
すぐにでも相談したいと思っている患者さん対し、内容によって早
急に対応することが難しい場合がある。

患者さんの焦る気持ちや落胆の気持ちを理解し、早急に対応できる
ように、がん相談支援センターで、対処方法を検討していく。

がん相談支援セン
ター

77

14 神奈川県 がん患者の医療連携についてのスキルの均てん化が必要
関係する施設で、一緒に研修の機会を持つ（緩和ケアセンター・緩
和ケア医・緩和ケアチーム、緩和ケア病棟、地域医療連携部門、が
ん相談支援センター、地域医療機関が協働）

がん相談支援センター 77

16 富山県 相談に応じた十分な情報の提供ができず、対応が不十分になる 専門職との連携や、相談支援センターの連携を深める
がん・なんでも相談
室

77

22 静岡県
県内の各がん相談支援センターの特徴（強み、弱み）を活かして、
静岡県のがん相談支援の質の向上を図る必要がある。

県内がん相談支援センターの相談員同士のネットワークを構築する
ために、相談支援部会の設置をがん対策推進協議会に進言していく

がん相談支援セン
ター

77

22 静岡県
当院は県西部地区に位置し、基幹拠点病院が県東部地区にある講演
会や研修の開催が遠方となるため、患者やスタッフの参加が難しい

東西に長い静岡県の地域性から、講演会や研修を中部地区で開催す
るようお願いしたい

77

26 京都府

相談支援後の対応評価について行っていくべきと考えるが、方法が
わからない。相談支援の質の向上のため、相談員へのフィードバッ
クができていない。退院支援の窓口でもあり、他院と比べてどこま
でがん相談支援センターとしての役割をはたしているのか客観的に
わからない。

各病院ごとにそれぞれ別々の評価項目で行うのではなく、都道府県
内である程度の統一した評価を用いていくほうがいいのではない
か。

がん相談支援センター 77

26 京都府
がん相談支援センターが設置するパンフレット、リーフレット等の
資料の未整備状態

がん相談支援センターに何を置くか、どこに置くかの整備が必要
（院内にリボンズハウスがあり、そちらでは資料や情報提供コー
ナーあり）。

がん相談支援センター 77

27 大阪府
相談内容が多種多様化してきており、相談員の知識だけでは相談者
の満足度が低くなることがある。

がん相談支援センターの相談支援に各診療科の医師の協力が得られ
るような体制整備

がん相談支援センター 77

29 奈良県
相談後の相談者の様子が気になっているが、アクションが起こせて
いない。（問題が解決しているのかの確認ができていない。）

相談窓口を知ることも大事だが、相談後の問題解決の確認も大事だ
と思うので、可能な限り患者に継続支援や確認について意思表示・
確認をしていく。

がん相談支援セン
ター

77

36 徳島県 がん相談員の「質」の問題。
国立がん研究センターのフォロー・アップ研修及びE-learningによ
る研修内容の更なる充実を図る。

がん相談支援セン
ター

77

40 福岡県 がん相談支援センターの質の管理や評価が不十分である。
利用者からのフィードバック調査による客観的評価の実施と課題の
明確化

がん相談支援セン
ター

77

43 熊本県
相談支援センターやがんサロンなど、患者・家族のサポート資源を
紹介していても、実際に繋がる人が少ないのは、活用しなくても上
手くいったのか、他の要因があるのかわからない

資源を紹介した患者に、1次治療終了後に聞いてみる？
がん相談支援セン
ター 77

46 鹿児島県

相談者の相談内容が様々で、その場で返答できないことも多い。
＜例＞前立腺がんのホルモン療法に対する副作用について、他患者
さんはどのように乗り超えたのか？
　→　後程、患者会を紹介した。

情報提供後、どうされたのか経過が見えず、手探りの対応となって
いる。
その場その場での真摯な対応と他ケースも含めた相談員同士の情報
共有が必要と思う。

がん相談支援セン
ター

77

6 山形県
自施設以外の患者さんから相談を受けた際、その病院での支援を継
続してほしいと思っても連携体制が整っていない（特に患者さんか
ら病院名を聞けない場合は情報共有できない）。

県内の病院（拠点病院以外も含め）のがんに関する相談部門の情報
をまとめる。

がん患者相談室 78

9 栃木県
他病院で通院治療中の患者さんが、その病院とのﾄﾗﾌﾞル（苦情）を
相談されたときの対応

がん相談支援センターと地域病院の相談員と情報交換し患者支援を
する。

がん相談支援セン
ター

78

9 栃木県
がん相談支援センターのない施設からの患者さんの問い合わせでサ
ポートの必要性があると考えるケースであっても対応できない

拠点病院以外の施設の相談員への教育・支援
がん相談支援セン
ター

78

9 栃木県
他院入院中の患者家族から「これ以上の治療はなく、すぐにでも退
院してほしいと言われ転院先を個人で探すように言われている」と
いう相談がある。このようなケースへの対応に困難を感じる

相談支援センター同士のつながりの強化、拠点病院以外の相談員の
教育

がん相談支援センタ
―

78

9 栃木県
他院入院中の患者から、受けている疼痛・症状コントロールについ
て不安・不満の相談がある。このような患者家族への対応に苦慮す
る

相談技術のスキルアップ・がん相談支援センター同士のつながりに
よる情報交換

がん相談支援セン
ター

78

11 埼玉県
医療者との関係性、コミュニケーションに悩んでいる患者・家族に
対して、特に他施設の場合のサポートが難しい。

医師対象の緩和ケア研修会の内容へ反映することや、フォローアッ
プの研修も検討していく必要性を感じる。拠点以外の施設へも、研
修会の参加を積極的に行っていく必要性を感じる。がん相談支援セ
ンターだけではなく、病院・国全体としての対応が望ましいと考え
る。

がん相談支援セン
ター

78

16 富山県
現在通院中の病院の主治医と合わないため、内緒で病院を
かわりたい。

現在は、患者に紹介状の準備が必須であることを説明し納得されて
いるようだが、本来がん相談支援センターで、患者が現在通院中の
がん相談支援センターと連携をはかる ことが必要。

がん相談支援セン
ター

78

16 富山県
他院通院中の患者（相談者）が、実際は、患者自身が通院中の　病
院でトラブルを起こしているが、そのトラブル等には一切触れず、
当院受診希望の相談があった時。

このようなケースはまれであるが、全てのケースにおいて通院中の
相談支援センターに問合せをすることは不可能。相談者の性格等
は、電話では分からないため、どのような　対応が必要か。

がん相談支援セン
ター

78

18 福井県
他院で治療を受けている患者さんから相談を受けても
充分な支援が出来ないことがある

拠点病院以外の相談員との連携を図るとともに、情報収集に努める
がん相談支援セン
ター

78

19 山梨県
自分の病院以外の相談を対応しても、相談までで支援まで行うこと
は出来ない。また拠点病院以外の状況が把握できていない。

がん相談支援センター同士で、可能な範囲での情報共有を行い、相
談員などの支援を行っていく。

がん相談担当 78

20 長野県
転院してくる患者さんの、前医療機関でどのような説明を受け、ど
んな思いで闘病しているのか把握することが難しい。治療経過の集
約を患者さん自身もわかっていないことが多い。

外来・病棟・相談員・ＭＳＷで対応し情報の共有をしていく。 ＭＳＷ 78

20 長野県
他の拠点病院で治療中の患者・家族からの、医療者との関係に関す
る相談。

それぞれの施設内でも連携。
がん相談支援セン
ター

78

21 岐阜県
他院で治療を受けている患者や家族のご相談を伺っても、それを
フィードバックすることができない。

がん相談支援センターと拠点病院以外の施設の相談員の活動をつな
ぐ支援をする。

よろず相談・地域連
携課

78

22 静岡県 当院から療養型施設に転院された患者家族さまからの相談
地域連携室（PFM)で転院さきの施設と連携をとりながら対応支援す
る

がん相談支援セン
ター

78

22 静岡県
メール相談で、「情報をもらいたい」といった旨の相談が寄せられ
るが、明らかに他院にも同様の内容が一斉送信されていると思われ
る相談がある（返事をしてもレスポンスがあったことはない）。

一般論の範疇を出ない内容で回答をせざるを得ない。 がん相談支援センター 78

22 静岡県
がん患者様が亡くなられ残された家族に対する精神的支援、院内だ
けでなく他院のケースもあり、拠点病院以外との情報把握不足。

相談支援センター同士の情報交換（患者様を中心）
がん相談支援セン
ター

78

23 愛知県
他院で治療している患者、家族からの相談では、サポートが必要だ
と感じても対応できないことがあり、傾聴や一般的な情報提供に終
わっている。問題解決できているのか不明。

地域の病院の相談員の協力体制。地域でサポートしていく。
がん相談支援セン
ター

78

26 京都府

自院以外に通院または、入院されている患者さん、ご家族より、不
安があり、病気等の事で何度も電話相談がある。かかられている病
院の相談室に相談してみてはと提案するも、相談はしている
が・・・と電話があり対応に困ったことがある

現在、通院または入院されている病院の相談室と情報共有しておく
方かいいのかどうか悩む。

がん相談支援センター 78

27 大阪府
自院以外で治療を受けている患者さんからの相談で、
サポートの必要性を感じてもなかなか対応できない。

各病院との密な連携が必要だと考えられるが、対応案は検討中であ
る。

がん相談支援窓口 78

27 大阪府
他院で通院している気がかりな患者さんの、相談後の経過を把握す
ることができない。

他院のがん相談支援センターとの連携がスムーズであれば対応の可
能性が広がる。

がん相談支援セン
ター

78

27 大阪府
他医療機関にかかっている患者さんの相談対応でどこまで踏み込む
べきか。

現在入院中の機関での相談窓口の紹介や、主治医への話し方を共に
考え、希望する場合は直接つなぐ。

がん相談支援
センター

78

27 大阪府
院外患者の面談対応は基本的に受け付けていない。
電話での対応では患者の不安や情報提供が不十分に終わることもあ
る。

がん相談支援センター相談員の大幅な人員増が見込めれば対応を拡
大することも可能。

がん相談支援センター 78
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28 兵庫県
他院で通院している患者さんの相談に対して、個別性に応じたサ
ポートが難しい。相談者の病院が拠点病院であれば窓口を紹介する
が、拠点病院以外の場合が難しい。

拠点病院以外でも、相談窓口などをホームページで提示出来ている
と案内しやすい。拠点病院以外の病院と拠点病院との連携を行う。

がん相談支援セン
ター実務者ミーティ
ング

78

29 奈良県
居住地域外のがん専門病院で治療を受けていた患者が、積極的治療
が中止になった場合にがん専門病院での診療が受けられなくなり、
その受け皿となってもらえる医療機関を探すことが困難

がん相談支援センターと地域医療連携室が連携して対応 緩和ケアセンター 78

29 奈良県
拠点病院以外の病院に通院するがん患者さんの相談対応に限界があ
る

がん相談支援センターのパンフレットを拠点病院以外の医療機関に
も設置

がん相談支援センター 78

29 奈良県
拠点病院以外の病院でがん相談に対応できる部署がない場合、がん
相談支援センターでも支援可能ではあるが、支援の方法に限界があ
る。

がん相談支援センターと地域の病院との連携する。
拠点病院以外の病院の相談員の配置や育成を目的とし拠点病院が行
う研修会を継続して実施する。参加を促す。

がん相談支援セン
ター

78

30 和歌山県
他の医療機関受診中の患者の相談。匿名を希望される場合もあり、
支援に繋がりにくい。

各がん相談支援センターの連携 緩和ケアセンター 78

31 鳥取県

医師をはじめとする医療者との関係性に困っている患者が多いが、
特に他施設からの相談の場合は間を直接的に取り持つことができな
いために問題解決に至らないと感じる(できるのは患者から医療者
に対するアプローチや考え方の方向転換に関するアドバイスのみで
ある)。

各診療科の医師、コメディカルが、”対応の仕方””会話の仕方”
を学んで患者との向き合い方を見直す必要がある。

がん相談支援セン
ター

78

32 島根県
【患者支援】
治療病院と、有事の際の受診病院が異なる場合、情報不足から患者
へのサポートができにくい

病病連携。外来看護師と治療病院の窓口となる部署を明確にする。
治療施設との連携の強化

拠点外病院外来部署 78

36 徳島県
拠点病院以外で治療中の患者より医師への対応等で相談が多々ある
が、相談窓口がなく連携もできず十分な対応ができない。

拠点病院以外の相談員の教育等
がん相談支援セン
ター
患者支援センター

78

39 高知県
当院以外で治療を受けている患者様から相談を受ける際、病状や治
療経過等を正確に情報収集することは難しく、具体的な解決策を提
示する事ができない。

地域の医療状況、社会資源を把握するように努める。拠点以外の施
設と連携をとっていく。

がん相談支援センター 78

46 鹿児島県
専門病院での治療後、当院にない診療科の対応方法や相談窓口先が
分からず、対応に困っている。

拠点病院で対応なのか、緩和外来のある当院（指定病院）で受けて
も良いのか。ひとまず、がん相談支援センターで対応している。

がん相談支援セン
ター

78

20 長野県 固有で上げる事項はない（他病院と同様の傾向である） 同左 99

22 静岡県
国の例示したPDCAサイクルの取り組み例にあったリレーフォーライ
フへの参加。

リレーフォーライフより優先したい地域独自の取り組みがあると考
えている。

がん相談支援センター 99
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